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■ 平成２４年度 薩摩川内市の当初予算

第１　編成方針

第２　各会計別歳入歳出予算額

（単位：千円）

697,310 359,220
166,950 571,320
477,640 12,246,550
228,740 899,910
120,380 10,124,000
15,820 1,086,370

866,940

（単位：千円）

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

水　　　道　　　事　　　業

1,359,566 

1,296,220 
1,221,198 

501,478 

工　業　用　水　道　事　業

35,441 
32,644 

0 
25,800 

国 民 健 康 保 険 事 業

国民健康保険直営診療施設勘定

介 護 保 険 事 業

27,861,150 
合 計 78,151,150 

　国は，東日本大震災からの復興，経済分野のフロンティアの開拓，分厚い中間層の復
活，農林漁業の再生，エネルギー・環境政策の再設計の５つの重点分野，さらに「日本
再生重点化措置」として新たな雇用の創出を含め，我が国経済社会の再生に真に資する
分野に予算を重点配分し，あわせて既存予算の不断の見直しを行うことで，「中期財政
フレーム（平成２４年度～平成２６年度）」（平成２３年８月１２日閣議決定）を遵守
した，平成２４年度予算を編成。

　このような中，本市においては，前年度から引き続き平成２７年度以降における地方
交付税の合併特例措置の段階的縮減を踏まえながら，取り組むべき政策に対応すべく，
これまで以上に徹底した経費削減や制度の見直しを行い，必要な施策分野の財源を確保
し，地域力再生，都市力創出，交流活力創出，市政改革からなる一体化躍動プラン展開
のための戦略テーマに沿って設定した，

　①　ゴールド集落の再生活動支援
　②　子育てしやすい環境づくりの推進
　③　環境・エネルギー対策の推進
　④　社会基盤の計画的維持・整備
　⑤　シティセールスによる観光・交流人口の増大
　⑥　安定した産業（農林・畜産・水産・商工）経営の推進と，新たな地域雇用の創出
　
の重点６項目を中心とした計画的な施策展開と，中長期的な視点に立った財政健全化の
両立を図ることを目指して，予算編成を行った。

50,290,000 一 般 会 計

特

別

会

計

《一般会計・特別会計》

川内駅周辺地区土地区画整理事業

農 業 集 落 排 水 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業浄 化 槽 事 業

入来温泉場地区土地区画整理事業

簡 易 水 道 事 業

温 泉 給 湯 事 業

《 公 営 企 業 会 計 》

特 別 会 計 小 計

公 共 下 水 道 事 業

天辰第一地区土地区画整理事業

漁 業 集 落 排 水 事 業
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第３ 　一般会計歳入歳出予算構成表

 １  歳　入 （単位：千円，％）

科　　目
２４年度

当初予算額
構成比 主 な も の

1 市 税 10,785,417 21.4
市民税 (個人分) 2,912,757　 (法人分）609,400
固定資産税 6,093,353　軽自動車税 216,269
市たばこ税 540,938　使用済核燃料税 394,250

2 地 方 譲 与 税 550,000 1.1 地方揮発油譲与税 150,000　自動車重量譲与税 395,000
特別とん譲与税 5,000

3 利子割交付金 20,000 0.0

4 配当割交付金 3,000 0.0

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

2,500 0.0

6
地 方 消 費 税
交 付 金 800,000 1.6

7
ゴ ル フ 場
利用税交付金

30,000 0.1

8
自動車取得税
交 付 金

70,000 0.1

9
国有提供施設等
所 在 市 町 村
助 成 交 付 金

13,500 0.0

10 地方特例交付金 50,000 0.1  

11 地 方 交 付 税 17,100,000 34.0 普通交付税 15,400,000  特別交付税 1,700,000

12
交通安全対策
特 別 交 付 金

17,000 0.0

13
分 担 金 及 び
負 担 金

576,205 1.1
農業土木費分担金 1,825　農林水産施設災害復旧費分担金 3,500
環境費分担金 20,000  老人福祉費負担金 86,021
児童福祉費負担金 458,776  日本スポーツ振興センター掛金 3,646

14
使 用 料 及 び
手 数 料

788,151 1.6 住宅使用料 428,449  都市計画使用料 41,798
保健体育使用料 41,360 総務手数料 55,195 衛生手数料 65,850

15 国 庫 支 出 金 7,038,313 14.0

社会福祉費負担金 831,900　児童福祉費負担金 2,244,894
生活保護費負担金 1,233,605
公共土木災害復旧費負担金 259,685
総務管理費補助金 282,300　電源立地地域対策交付金 895,434
清掃費補助金 57,797　商工費補助金 180,000
都市計画事業費補助金 496,252　住宅費補助金 58,993
消防費補助金 57,859　社会教育費補助金 64,500

16 県 支 出 金 3,655,913 7.3

社会福祉費負担金 395,626　児童福祉費負担金 719,879
国民健康保険医療助成費負担金 311,968
後期高齢者医療助成費負担金 287,615
電源立地地域対策交付金（周辺分） 194,766 （移出県分）186,700
社会福祉費補助金 174,336  児童福祉費補助金 229,206
介護保険事業費補助金 142,650　保健衛生費補助金 150,010
農業費補助金 233,889　徴収費委託金 114,000

17 財 産 収 入 234,623 0.5 土地建物貸付収入 145,205　土地建物売払収入 14,001
立木売払収入 18,451　物品売払収入 48,462

19 繰 入 金 2,692,053 5.4
財政調整基金繰入金 1,450,000　減債基金繰入金 530,000
汚泥再生処理センター施設整備基金繰入金 358,124
市有施設保全基金繰入金 211,600

20 繰 越 金 800,000 1.6 純繰越金

21 諸 収 入 537,025 1.1
地域総合整備資金貸付金元金収入 4,000
住宅資金貸付金元利収入 17,173　道路事業受託事業収入 75,000
都市計画事業受託事業収入 41,000　雑入 390,989

22 市　　　 債 4,526,300 9.0
 臨時財政対策債 2,100,000 4.2

合　　　計 50,290,000 100.0

船舶建造事業債 199,500　道路整備事業債 173,100
都市計画事業債 385,700  消防防災施設整備事業債 1,306,900
現年公共災害復旧事業債 142,800
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２　歳　出（目的別）

（単位：千円，％）

２４年度
当初予算額

構成比 主 な も の

1 議 会 費 381,467       0.8 議会活動費　287,459　議会管理費　94,008

2 総 務 費 6,684,553    13.3

総務一般管理費　2,693,062
市民まちづくり公社費　238,500
財産一般管理費　340,711
地域情報化推進事業費　361,340　情報管理費　182,807
庁舎管理費　233,559　コミュティ推進費　218,496
税務一般管理費　520,089　戸籍住民基本台帳費　237,226

3 民 生 費 12,230,670  24.3

障害者（児）自立支援事業費　1,586,670
介護保険対策費　1,549,783
児童扶養手当福祉費　516,000
子ども手当福祉費　1,803,895
保育所運営費　2,267,411　生活保護費　1,644,807

4 衛 生 費 7,100,447    14.1

保健衛生一般管理費　675,332
子ども医療費助成費　372,625
感染症等予防費　289,139
国民健康保険対策費　1,052,333
後期高齢者医療対策費　1,722,884
クリーンセンター管理費　524,098
汚泥再生処理センター施設整備費　359,129

5 労 働 費 90,669         0.2
労働者福祉対策費　28,380
勤労者福祉施設管理費　19,959
緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費　42,330

6 農林水産業費 2,224,216    4.4
農業総務費　365,142　農業振興育成事業費　134,900
園芸振興育成事業費　147,267
畜産振興育成事業費　202,805
市単土地改良事業費　132,772　農業集落排水費 161,123

7 商 工 費 1,641,618    3.3
商工総務費　325,861　商工振興費　168,445
コミュニティバス等運行対策費　201,960
甑島航路事業費　478,814
観光費 103,616　観光施設管理費　168,071

8 土 木 費 5,369,695    10.7

土木総務費 248,838　道路維持費 453,388
一般道路整備事業費　364,257
横馬場田崎線整備事業費　743,337
中郷五代線整備事業費　258,000
土地区画整理総務費　1,324,329　公共下水道費　323,271
総合運動公園整備事業費　310,800　住宅管理費　360,648

9 消 防 費 3,040,949    6.0

常備消防一般管理費　1,180,402
非常備消防一般管理費　174,178
常備消防施設費　523,190
常備消防車両等購入費　211,000
災害予防応急対策費　112,437
防災行政無線通信施設設備整備費　642,000

10 教 育 費 4,023,390    8.0

事務局管理費　543,730　小学校管理費　467,284
校舎建設事業費　137,860　中学校管理費　212,588
幼稚園管理費　290,921　社会教育管理費　212,523
地域公民館施設設備整備費　188,105
少年自然の家管理費　119,390　体育施設管理費　92,538
給食センター管理費　279,436

11 災 害 復 旧 費 649,510       1.3
現年公共農林水産施設災害復旧事業費　168,965
現年単独農林水産施設災害復旧事業費　54,083
現年公共土木災害復旧事業費　383,882

12 公 債 費 6,766,919    13.4 長期債償還元金　6,008,530
長期債償還利子　757,789

13 諸 支 出 金 35,897         0.1 水道事業費　35,597
工業用水道事業費　300

14 予 備 費 50,000         0.1

50,290,000 100.0   

科 目

合 計
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３　歳　出（性質別）

（単位：千円，％）

２４年度
当初予算額

構成比 主 な も の

10,352,479   20.6 議員報酬等　270,552　一般職員給　9,112,966

6,216,643     12.3

情報管理費　179,032　庁舎管理費　176,654
感染症等予防費　283,267  一般廃棄物処理費　338,868
クリーンセンター管理費　283,021
汚泥再生処理センター管理費　246,598
コミュニティバス等運行対策費　199,390
小学校管理費　230,770  給食センター管理費　222,341

1,090,389     2.2
クリーンセンター管理費　196,973
下水処理施設管理費　68,750　道路維持費　452,808
住宅管理費　58,856　小学校管理費　54,202

9,354,575     18.6
障害者（児）自立支援事業費　1,582,420
老人措置費　442,236　児童扶養手当福祉費  516,000
子ども手当福祉費　1,803,895　保育所運営費　2,247,586
生活保護費　1,644,807　子ども医療費助成費　352,516

4,035,311     8.0

市民まちづくり公社運営補助金　238,500
自治会運営補助金　104,419
社会福祉協議会運営費補助金　161,416
延長保育促進事業補助金　162,472
後期高齢者医療広域連合負担金　1,289,360
提案公募型補助金 9件　5,602

31,049,397   61.7

補 助 3,503,984     7.0

地域情報化推進事業費　278,347
小型合併処理浄化槽整備補助事業費　175,602
甑島航路事業費　467,500
横馬場田崎線整備事業費　743,337
中郷五代線整備事業費　258,000
常備消防車両等購入費　211,000
地域公民館施設設備整備費　182,048

単 独 2,696,120     5.4

汚泥再生処理センター施設整備費　332,500
市単土地改良事業費　132,772
一般道路整備事業費　294,737
総合運動公園整備事業費　260,162
常備消防施設費　519,990
防災行政無線通信施設設備整備費　642,000

負 担 金 150,187        0.3 農業施設県営事業負担金　61,387
港湾県営事業負担金　74,000

小 計 6,350,291     12.7

補 助 557,347        1.1 現年公共農林水産施設災害復旧事業費　168,965
現年公共土木災害復旧事業費　383,882

単 独 92,163          0.2 現年単独農林水産施設災害復旧事業費　54,083
現年公用・公共施設災害復旧事業費　21,200

小 計 649,510        1.3
6,999,801     14.0
6,766,919     13.4 長期債償還元金　6,008,530　長期債償還利子　757,789

412,550        0.8 財政調整基金積立金　204,583
市有施設保全基金積立金　103,775

30,290          0.1 水道事業会計出資金　16,178

5,500            0.0 甑島地域医療従事者等奨学資金貸付金　5,500

5,025,543     10.0

介護保険事業特別会計繰出金　1,294,171
国民健康保険直営診療施設勘定特別会計繰出金　347,245
国民健康保険事業特別会計繰出金　926,775
後期高齢者医療事業特別会計繰出金　383,487
天辰第一地区土地区画整理事業特別会計繰出金　633,320
公共下水道事業特別会計繰出金　323,271

5,473,883     10.9
50,290,000   100.0   

貸 付 金

繰 出 金

性 質 区 分

消

費

的

経

費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

計

計

合 計

投

資

的

経

費

普

通

建

設

災

害

計

公 債 費

そ

の

他

積 立 金

出 資 金

- 4 -



４  自主・依存財源別
 　　　（単位：千円，％）

区 分 平２ ４ （ 当初） 構 成 比 平２ ３ （ 当初） 構 成 比 増 減 伸 率

自 主 財 源 16,413,474  32.6 16,890,957  32.8    477,483  2.8

依 存 財 源 33,876,526  67.4 34,529,043  67.2    652,517  1.9

合 計 50,290,000  100.0 51,420,000  100.0    1,130,000  2.2

５  特定・一般財源別
   　　　（単位：千円，％）

区 分 平２ ４ （ 当初） 構 成 比 平２ ３ （ 当初） 構 成 比 増 減 伸 率

特 定 財 源 15,910,174  31.6 17,240,179  33.5    1,330,005  7.7

一 般 財 源 34,379,826  68.4 34,179,821  66.5 200,005 0.6

合 計 50,290,000  100.0 51,420,000  100.0    1,130,000  2.2

６  継続費

７  債務負担行為

平佐西小学校仮設校舎借上事業 １２，１１０千円

薩摩川内市祁答院グラウンドの指定管理者の指定管理料
指定管理者との協定で定める管理費
用

薩摩川内市土地開発公社事業資金融資元利金・債務保証
融資限度額２億円以内で借り入れる
未済元金及び利子

川内甑島航路新高速船建造事業 ６７５，０００千円

川内甑島航路新高速船共有分取得費

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整
備支援機構との旅客船共有契約で定
める船舶使用料及び共有期間満了時
の残存簿価での買取額

借上型地域振興住宅事業 ７２，６００千円

農業近代化資金利子補給
農業者が経営安定のために融資機関
から融資を受けた額の利子補給額

特別農協有牛導入等事業資金利子補給
畜産農家が経営安定のために農協か
ら融資を受けた額の利子補給額

甑島地区漁船建造資金利子補給
漁業者が経営安定のために融資機関
から融資を受けた額の利子補給額

１，９７１千円

市民税・県民税納税通知書作成等業務委託 ２，８００千円

甑島地域医療従事者等奨学資金貸与事業 ２１，６００千円

農業経営基盤強化資金利子助成
農業者が経営安定のために融資機関
から融資を受けた額の利子補給額

軽自動車税納税通知書作成等業務委託

平佐西小学校南東校舎新増改築事業 ２５１，８５０千円

消防庁舎等建設事業 １，６３４，１３７千円

定住促進補助 ２６，０００千円
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■　一般会計当初予算額比較表 （　参　考　）

１　歳　入　
※太字は構成比 (単位：千円，％）

２４年度当初２３年度当初
予算額（Ａ）予算額（Ｂ）

3,522,157   3,508,634   
7.0 6.8

6,093,353   6,100,528   
12.1 11.9

540,938      467,672      
1.1 0.9

使 用 済 394,250      363,750      
核 燃 料 税 0.8 0.7

234,719      234,752      
0.4 0.5

10,785,417 10,675,336 
21.4 20.8

15,400,000 15,330,000 
30.6 29.8

1,700,000   1,700,000   
3.4 3.3

17,100,000 17,030,000 
34.0 33.1

550,000      564,600      
1.1 1.1

20,000        21,000        
0.0 0.0

3,000          1,600          
0.0 0.0

2,500          1,000          
0.0 0.0

800,000 800,000
1.6 1.5

30,000        30,000        
0.1 0.1

70,000        85,000        
0.1 0.2

13,500        13,500        

0.0 0.0
50,000        160,000      

0.1 0.3
29,424,417 29,382,036 

58.4 57.1
17,000        17,000        

0.0 0.0
576,205      551,507      

1.1 1.1
788,151      780,878      

1.6 1.5

7,038,313   7,157,984   

14.0 13.9

3,655,913   3,945,959   

7.3 7.7

234,623      231,706      
0.5 0.5

2,692,053   3,286,786   
5.4             6.4             

800,000      800,000      
1.6 1.6

537,025      564,744      

1.1             1.1             

4,526,300   4,701,400   
9.0 9.1

2,100,000   2,200,000   
4.2 4.3

50,290,000 51,420,000 
100.0 100.0

科 目
増減額

増減率 増　減　の　主　な　も　の
(Ａ)－(Ｂ)

純

一

般

財

源

市

税

市 民 税 13,523 0.4 個人分 74,638  法人分 △61,115

固 定 資 産 税  7,175  0.1 家屋 △273,859　償却資産 266,780

市 た ば こ 税 73,266 15.7

30,500 8.4

そ の 他  33  0.0 軽自動車税 1047　入湯税 △1,080

小 計 110,081 1.0

交

付

税

普 通 交 付 税 70,000 0.5

特 別 交 付 税 0 0.0

小 計 70,000 0.4

地 方 譲 与 税  14,600  2.6 自動車重量譲与税 △15,000

利 子 割 交 付 金  1,000  4.8

配 当 割 交 付 金 1,400 87.5

株 式 等 譲 渡 1,500 150.0
所 得 割 交 付 金
地 方 消 費 税 0 0.0
交 付 金
ゴ ル フ 場 利 用 税 0 0.0
交 付 金
自 動 車 取 得 税  15,000  17.6
交 付 金
国 有 提 供 施 設 等

0 0.0所 在 市 町 村
助 成 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金  110,000  68.8

計 42,381 0.1

交 通 安 全 対 策 0 0.0
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金 24,698 4.5 環境費分担金 20,000
老人福祉費負担金 5,418

土地建物貸付収入 △5,727　利子及び配当金 △13,258
土地建物売払収入 14,000　立木売払収入 8,451

使 用 料 及 び 手 数 料 7,273 0.9 道路橋梁使用料 △8,620　住宅使用料 12,594
社会教育使用料 △4,888　衛生手数料 11,079

国 庫 支 出 金    119,671    1.7

社会福祉費負担金 47,027　児童福祉費負担金 △491,900
公共土木災害復旧費負担金 △24,943
総務管理費補助金 176,955  保健衛生費補助金 △93,362
環境費補助金 △295,079  商工費補助金 180,000
都市計画事業費補助金 317,380
公園緑地事業費補助金 △25,000　住宅費補助金 21,849
消防費補助金 37,526　小学校費補助金 32,214

 594,733  18.1
減債基金繰入金 230,000
鹿島村建設基金繰入金 △422,676
汚泥再生処理センター施設整備基金繰入金 221,624
コミュニティ基金繰入金 △217,799

県 支 出 金    290,046    7.4

総務管理費補助金 △53,346
電源立地地域対策交付金 51,760
児童福祉費補助金 △252,812　保健衛生費補助金 54,722
農業費補助金 △52,770　林業費補助金 △54,189
商工費補助金 60,000　労働諸費補助金 △164,738

財 産 収 入 2,917 1.3

諸 収 入    27,719    4.9

地域総合整備資金貸付金元金収入 △12,000
住宅資金貸付金元利収入 △5,687
道路事業受託事業収入 35,000
都市計画事業受託事業収入 △5,500
雑入 △41,981

繰 入 金

臨 時 財 政 対 策 債  100,000  4.5

繰 越 金 0 0.0

合 計  1,130,000  2.2

市 債  175,100  3.7 循環型社会形成推進施設事業債 △988,600
船舶建造事業債 199,500
都市計画事業債 246,700
消防防災施設整備事業債 437,600
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２　歳　出（目的別）

※太字は構成比 （単位：千円，％）

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

381,467         446,457         議会活動費 　△62,199

0.8                 0.9                 議会管理費 　△2,791

財産一般管理費　△730,187

次世代エネルギー推進費　137,014

6,684,553      7,705,652      地域情報化推進事業費　165,669　情報管理費　△137,111

13.3               15.0               コミュニティ推進費　△356,942

市長・市議会議員選挙費　105,148

社会福祉管理運営費　28,323

障害者（児）自立支援事業費　98,670

12,230,670    12,818,958    介護保険対策費　△56,718　児童福祉施設整備費　△291,780

24.3               24.9               子ども手当福祉費　△433,518

保育所運営費　72,734

感染症等予防費　△66,962　最終処分場管理費　69,601

下水処理施設管理費　63,886　環境総務一般管理費　112,122

7,100,447      7,827,057      汚泥再生処理センター施設整備費　△1,124,721

14.1               15.2               汚泥再生処理センター管理費　246,598

川内環境センター管理費　△89,839

90,669           261,361         緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費　△51,634

0.2                 0.5                 ふるさと雇用再生特別基金事業費　△113,104

農業総務費　△24,691　園芸振興育成事業費　△65,180

2,224,216      2,623,833      畜産振興育成事業費　△87,041　農業施設県営事業負担金　△30,391

4.4                 5.1                 林業振興育成費　△30,237　林道建設費　△32,050

漁業集落排水費　△85,482

商工総務費　168,874　商工振興費　26,418

1,641,618      1,031,866      コミュニティバス等運行対策費　77,046　企業立地対策費　15,882

3.3                 2.0                 甑島航路事業費　471,274　観光費　△76,519

シティセールス推進費　△63,686

道路維持費　△40,512　一般道路整備事業費　△179,012

橋梁維持費　△32,500　横馬場田崎線整備事業費　371,614

5,369,695      5,046,465      中郷五代線整備事業費　208,000　土地区画整理総務費　△134,333

10.7               9.8                 公共下水道費　△39,619　総合運動公園整備事業費　206,557

三堂公園整備事業費　△43,907　住宅管理費　44,761

常備消防一般管理費　△37,387　常備消防施設費　425,190

3,040,949      2,668,486      常備消防車両等購入費　161,000

6.0                 5.2                 防災行政無線通信施設設備整備費　△225,597

小学校管理費　△37,279　小学校近代教育設備費　64,035

校舎建設事業費　125,292　小学校大規模改造事業費　△37,427

4,023,390      3,836,329      中学校近代教育設備費　△45,727　社会教育管理費　△20,942

8.0                 7.5                 文化ホール施設設備整備費　39,000　中央公民館費　△20,677

地域公民館施設設備整備費　171,105　体育施設設備整備費　△33,000

現年単独農林水産施設災害復旧事業費　20,118

649,510         669,332         過年公共農林水産施設災害復旧事業費　△16,500

1.3                 1.3                 現年公共土木災害復旧事業費　△33,277

6,766,919      6,310,536      長期債償還元金　543,666

13.4               12.3               長期債償還利子　△87,183

35,897           123,668         水道事業費　△4,679　工業用水道事業費　△92

0.1                 0.2                 自動車運送事業費　△83,000

50,000           50,000           
0.1                 0.1                 

50,290,000    51,420,000    
100.0             100.0             

609,752 59.1

科 目
平成２４年度
当 初 予 算 額

平成２３年度
当 初 予 算 額

増 減
増減率

3 民 生 費    588,288

増 減 の 主 な も の

1 議 会 費  64,990  14.6

2 総 務 費    1,021,099    13.3

   4.6

4 衛 生 費    726,610    9.3

5 労 働 費  170,692  65.3

6 農 林 水 産 業 費    399,617    15.2

8 土 木 費 323,230 6.4

7 商 工 費

9 消 防 費 372,463 14.0

10 教 育 費 187,061 4.9

0.0

11 災 害 復 旧 費  19,822  3.0

12 公 債 費 456,383 7.2

合 計  1,130,000  2.2

13 諸 支 出 金  87,771  71.0

14 予 備 費 0
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３　歳　出（性質別）

※太字は構成比 （単位：千円，％）
平成２４年度
当 初 予 算 額

平成２３年度
当 初 予 算 額

増 減

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

10,352,479 10,508,048 

20.6 20.4 

6,216,643 6,173,447 

12.3 12.0 

1,090,389 1,068,250 

2.2 2.1 

9,354,575 9,525,394 

18.6 18.5 

4,035,311 3,938,932 

8.0 7.7 

31,049,397 31,214,071 
61.7 60.7 

3,503,984 3,776,225 

7.0 7.3 

2,696,120 2,684,512 

5.4 5.2 

150,187 194,996 
0.3 0.4 

6,350,291 6,655,733 
12.7 12.9 

557,347 593,967 
1.1 1.2 

92,163 75,365 
0.2 0.1 

649,510 669,332 
1.3 1.3 

6,999,801 7,325,065 
14.0 14.2 

6,766,919 6,310,536 
13.4 12.3 

412,550 1,369,040 
0.8 2.7 

30,290 34,251 
0.1 0.1 

5,500 3,100 
0.0 0.0 

5,025,543 5,163,937 

10.0 10.0 

5,473,883 6,570,328 
10.9 12.8 

50,290,000 51,420,000 
100.0 100.0 

性 質 区 分 増減率 増 減 の 主 な も の

消

費

的

経

費

人 件 費  155,569  1.5 
議会活動費　△58,883　清掃総務費　△48,966
環境総務一般管理費　110,053　川内環境センター管理費　△56,956
商工総務費　169,145　観光費　△73,007
シティセールス推進費　△72,242　常備消防一般管理費　△29,313

物 件 費 43,196 0.7 

地籍調査事務費　△61,011　感染症等予防費　△66,936
最終処分場管理費　69,601
汚泥再生処理センター管理費　246,598
ふるさと雇用再生特別基金事業費　△113,104
コミュニティバス等運行対策費　110,198

維 持
補 修 費

22,139 2.1 
クリーンセンター管理費　4,545　下水処理施設管理費　64,050
維持管理適正化事業費　16,489　道路維持費　△40,491
小学校管理費　△21,921　地域公民館費　7,308

扶 助 費  170,819  1.8 
障害者（児）自立支援事業費　94,420
児童扶養手当福祉費　24,000
子ども手当福祉費　△433,518　保育所運営費　62,227
母子福祉対策事業費　12,076　子ども医療費助成費　46,265

補 助 費 等 96,379 2.4 

市長・市議会議員選挙費　35,139　保健衛生一般管理費　△38,178
後期高齢者医療対策費　48,506　園芸振興育成事業費　73,596
畜産振興育成事業費　41,927　商工振興費　26,478
コミュニティバス等運行対策費　△33,152　企業立地対策費　23,574
自動車運送事業費　△83,000

計  164,674  0.5 

投

資

的

経

費

普

通

建

設

補 助    272,241    7.2 

地域情報化推進事業費　169,469　児童福祉施設整備費　△291,780
汚泥再生処理センター施設整備費　△1,386,701
園芸振興育成事業費　△140,177　甑島航路事業費　467,500
横馬場田崎線整備事業費　371,614
中郷五代線整備事業費　258,000　常備消防車両等購入費　168,000
校舎建設事業費　137,860　地域公民館施設設備整備費　182,048

単 独 11,608 0.4 

情報管理費　△155,018
汚泥再生処理センター施設整備費　272,525
一般道路整備事業費　△182,832　総合運動公園整備事業費　155,919
常備消防施設費　509,990
防災行政無線通信施設設備整備費　△225,597

負担金  44,809  23.0 農業施設県営事業負担金　△30,391
橋梁新設改良事業費　△7,438　港湾県営事業負担金　△6,000

小 計  305,442  4.6 

災

害

補 助  36,620  6.2 
現年公共農林水産施設災害復旧事業費　13,657
過年公共農林水産施設災害復旧事業費　△16,500
現年公共土木災害復旧事業費　△33,277

単 独 16,798 22.3 現年単独農林水産施設災害復旧事業費　20,118

小 計  19,822  3.0 

計  325,264  4.4 

公 債 費 456,383 7.2 長期債償還元金　543,666
長期債償還利子　△87,183

 956,490  69.9 
財産一般管理費　△724,784
次世代エネルギー推進費　102,000
コミュニティ推進費　△331,868

出 資 金  3,961  11.6 水産総務費　50
水道事業費　△4,011

2,400 77.4 保健衛生一般管理費　2,400

繰 出 金  138,394  2.7 

介護保険対策費　23,777　保健衛生一般管理費　11,974
国民健康保険対策費　63,977　後期高齢者医療対策費　20,174
簡易水道事業費　△9,764　温泉給湯事業費　△5,964
農業集落排水費　△14,861　漁業集落排水費　△85,482
土地区画整理総務費　△101,834　公共下水道費　△39,619

貸 付 金

計  1,096,445  16.7 

合 計  1,130,000  2.2 

そ

の

他

積 立 金
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第４　当初予算財源措置等の状況調　（一般会計）
（単位：千円）

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源

381,467 381,467

6,684,553 341,349 239,660 311,953 5,791,591

12,230,670 4,428,557 1,693,837 628,685 5,479,591

7,100,447 199,790 782,842 748,618 5,369,197

90,669 42,330 662 47,677

2,224,216 349,185 44,100 144,163 1,686,768

1,641,618 180,000 65,470 199,500 59,315 1,137,333

5,369,695 716,504 30,240 650,000 556,789 3,416,162

3,040,949 629,970 9,782 1,306,900 20,435 1,073,862

4,023,390 279,108 382,530 83,000 138,680 3,140,072

649,510 262,685 59,950 142,800 3,500 180,575

6,766,919 177,285 6,589,634

35,897 35,897

50,000 50,000

50,290,000 7,037,963 3,655,826 2,426,300 2,790,085 34,379,826

10,352,479 756,688 407,876 272,836 8,915,079

6,216,643 53,962 344,563 537,651 5,280,467

1,090,389 6,400 283,499 800,490

9,354,575 4,374,723 1,371,868 544,849 3,063,135

4,035,311 49,253 461,941 155,732 3,368,385

31,049,397 5,234,626 2,592,648 1,794,567 21,427,556

補 助 3,503,984 1,505,811 409,897 971,400 60,600 556,276

単 独 2,696,120 1,227,700 639,653 828,767

負 担 金 150,187 84,400 65,787

小 計 6,350,291 1,505,811 409,897 2,283,500 700,253 1,450,830

補 助 557,347 262,685 59,950 142,800 3,500 88,412

単 独 92,163 92,163

小 計 649,510 262,685 59,950 142,800 3,500 180,575

6,999,801 1,768,496 469,847 2,426,300 703,753 1,631,405

6,766,919 177,285 6,589,634

412,550 109,796 302,754

30,290 30,290

5,500 5,500

5,025,543 34,841 593,331 4,684 4,392,687

5,473,883 34,841 593,331 114,480 4,731,231

50,290,000 7,037,963 3,655,826 2,426,300 2,790,085 34,379,826合 計

公 債 費

そ

の

他

積 立 金

出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

計

補 助 費 等

計

投

資

的

経

費

普

通

建

設

災
 
 
害

計

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合 計

性

質

別

消

費

的

経

費

人 件 費

物 件 費

維持補修費

扶 助 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

区 分 当 初 予 算 額
財 源 内 訳

歳

出

目

的

別

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費
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 （単位：千円，％）

２４年度 ２３年度

当初予算額 当初予算額

（Ａ) （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

 個　人　分 2,886,886 2,812,094 74,792 2.7
 法　人　分 608,000 669,000    61,000    9.1

27,271 27,540    269    1.0

3,522,157 3,508,634 13,523 0.4
土  　　地 1,408,052 1,408,052 0 0.0
家  　　屋 2,272,676 2,546,535    273,859    10.8
償 却 資 産 2,319,098 2,052,318 266,780 13.0
交　付　金 47,662 47,668    6    0.0

45,865 45,955    90    0.2

6,093,353 6,100,528    7,175    0.1

212,180 212,180 0 0.0

4,089 3,042 1,047 34.4

216,269 215,222 1,047 0.5

540,938 467,672 73,266 15.7

0 0 0

0 0 0

18,450 19,530    1,080    5.5

394,250 363,750 30,500 8.4

２４年度 ２３年度

当初予算額 当初予算額

（Ａ) （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

25,718,441 25,605,948 112,493 0.4

10,316,161 10,269,761 46,400 0.5

15,402,280 15,336,187 66,093 0.4

   2,280    6,187 3,907 　　　　　　　－

15,400,000 15,330,000 70,000 0.5

1,700,000 1,700,000 0 0.0

17,100,000 17,030,000 70,000 0.4

第５　 市税及び地方交付税額調

区　　　　分
増 減 額

増 減 率

税
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

市
　
民
　
税

現
年
分

滞　　納　　分

計

固
定
資
産
税

現
　
年
　
分

滞　 納 　分

計

軽
自
動
車
税

現 　年 　分

滞 　納　 分

計

市 た ば こ 税

鉱　　産　　税

特別土地保有税

入    湯    税

使用済核燃料税

地
　
方
　
交
　
付
　
税

普
通
交
付
税

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

交　付　基　準　額

区　　　　分
増 減 額

調　　　整　　　額

 交付決定(見込)額 (1)

特  別  交  付  税  (2)

地 方 交 付 税 額（1+2）

増 減 率
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地 域 情 報 化 推 進 事 業 279,747 263,003 762 15,982

庁 舎 維 持 補 修 事 業 43,934 7,000 36,934

防 犯 灯 施 設 整 備 事 業 10,780 8,050 2,730

介 護 保 険 対 策 事 業 141,600 141,600

保 育 所 運 営 事 業 9,000 4,500 4,500

小型合併処理浄化槽整備補助事業 175,602 57,797 32,635 85,170

県 単 土 地 改 良 事 業 6,000 2,700 300 3,000

治 山 事 業 16,000 11,200 800 4,000

林 道 建 設 事 業 48,000 27,300 13,200 7,500

甑 島 航 路 事 業 467,500 180,000 60,000 199,500 28,000

電 源 立 地 校 区 振 興 事 業 63,400 50,720 12,680

高 江 猪 子 嶽 線 整 備 事 業 89,035 48,968 40,000 67

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 27,000 12,500 14,500

横 馬 場 田 崎 線 整 備 事 業 743,337 386,252 300,200 41,000 15,885

中 郷 五 代 線 整 備 事 業 258,000 110,000 85,500 62,500

総 合 運 動 公 園 整 備 事 業 10,000 5,000 4,500 500

三 堂 公 園 整 備 事 業 91,557 35,000 33,200 23,357

久 見 崎 公 園 整 備 事 業 10,000 8,000 2,000

住 宅 管 理 費 （ 建 築 ） 79,451 25,615 22,528 31,308

公 営 住 宅 ス ト ッ ク 総 合 改 善 事 業 70,428 20,970 49,458

危 険 住 宅 移 転 促 進 事 業 10,424 5,205 2,602 2,617

常 備 消 防 車 両 等 購 入 費 211,000 57,859 145,000 8,141

非 常 備 消 防 車 両 等 購 入 費 17,200 9,700 7,500

小 学 校 近 代 教 育 設 備 費 79,200 55,300 23,900

校 舎 建 設 事 業 137,860 61,511 60,700 15,649

中 学 校 近 代 教 育 設 備 費 16,166 11,246 4,920

入来麓伝統的建造物群保存地区整備事業 10,815 7,623 40 3,152

入 来 麓 街 な み 環 境 整 備 事 業 6,050 3,025 3,025

川内文化ホール施設設備整備事業 42,000 29,400 12,600

旧 増 田 家 住 宅 保 存 整 備 事 業 82,850 53,852 4,200 22,300 2,498

地 域 公 民 館 施 設 設 備 整 備 事 業 182,048 111,553 70,495

公 民 館 施 設 整 備 補 助 金 29,581 15,000 14,581

コ ミ ュ ニ テ ィ 推 進 費 28,700 28,700

一 般 障 害 者 自 立 支 援 事 業 7,000 7,000

第６ 普通建設事業調（１事業５，０００千円以上のもの）

(単位：千円)

事 業 名 等 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源
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(単位：千円)

事 業 名 等 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源

クリーンセンター施設設備整備事業 50,000 40,000 10,000

市 営 墓 地 維 持 補 修 事 業 5,000 5,000

環 境 整 備 対 策 事 業 50,000 20,000 30,000

汚泥再生処理センター施設整備事業 343,000 332,500 10,500

畜 産 基 盤 再 編 総 合 整 備 事 業 30,702 22,539 8,163

畜産基盤再編総合整備事業（北薩地区） 39,112 28,904 10,208

草地林地一体的利用総合整備事業 14,777 7,779 6,998

市 単 土 地 改 良 事 業 132,772 23,525 109,247

農 業 施 設 負 担 金 補 助 金 19,000 19,000

一 般 道 路 整 備 事 業 219,737 133,100 86,637

交 通 安 全 施 設 単 独 事 業 20,000 20,000

手 打 ４ 号 線 道 路 整 備 事 業 5,000 5,000

河 川 施 設 維 持 補 修 事 業 5,000 5,000

公 園 管 理 事 業 32,700 32,700

スポーツ交流研修センター整備事業 260,162 260,162

川 内 川 宮 里 公 園 整 備 事 業 10,000 10,000

常 備 消 防 施 設 費 519,990 485,200 34,790

非 常 備 消 防 施 設 費 93,586 67,300 8,000 18,286

災 害 予 防 応 急 対 策 事 業 9,000 9,000

防 災 行 政 無 線 通 信 施 設 管 理 費 11,636 11,636

防災行政無線通信施設設備整備事業 642,000 609,400 32,600

屋 内 運 動 場 建 設 事 業 21,847 21,847

小 学 校 諸 施 設 整 備 事 業 14,700 14,700

中 学 校 大 規 模 改 造 事 業 13,161 13,161

体 育 施 設 管 理 費 13,820 13,450 370

農 業 施 設 県 営 事 業 負 担 金 61,387 30,900 30,487

県 営 道 路 整 備 事 業 負 担 金 6,000 6,000

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 負 担 金 6,000 6,000

港 湾 県 営 事 業 負 担 金 74,000 53,500 20,500

エコパークかごしま（仮称）周辺地域振興事業 75,000 75,000

普 通 建 設 事 業 合 計 6,300,354 1,503,503 408,423 2,283,500 680,787 1,424,141
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第７　基金の状況  

（単位：千円）
平成２３年度末 平成２４年度末

現 在 高 繰 入 金 積 立 額 増 減 額 現在高（見込）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ-Ｂ）　（Ｄ） （Ａ+Ｄ）

財政調整基金 １６ 9,164,771 1,450,000 204,583    1,245,417 7,919,354

減債基金 １６ 2,963,093 530,000 1,482    528,518 2,434,575

市有施設保全基金 ２３ 671,288 211,600 103,775    107,825 563,463

地域活性化交付金基金 ２２ 4,048 4,051 3    4,048 0 H24年度末
廃止予定

次世代エネルギー推進基金 ２４ 0 0 102,000 102,000 102,000 新設

市民活動支援基金 ２３ 329,708 9,188 165    9,023 320,685

汚泥再生処理センター施設整備基金 １６ 458,903 358,124 230    357,894 101,009

り災救助基金 １６ 117,895 10,824 59    10,765 107,130

医療福祉対策基金 １６ 106,145 0 54 54 106,199

観光振興基金 ２２ 96,042 24,800 49    24,751 71,291

農地環境保全基金 １６ 78,084 25,000 40    24,960 53,124

地方拠点都市事業推進基金 １６ 59,911 59,911 0    59,911 0 廃止

特別奨学基金 １６ 15,527 8 8 0 15,527

スポーツ振興基金 １６ 202,261 0 102 102 202,363

小 計 14,267,676 2,683,506 412,550    2,270,956 11,996,720

入来温泉センター施設建設基金 １６ 121,477 0 97,061 97,061 218,538

国民健康保険基金 １６ 200,000 0 100 100 200,100

介護給付費準備基金 １６ 196,382 0 43,302 43,302 239,684

小 計 517,859 0 140,463 140,463 658,322

14,785,535 2,683,506 553,013    2,130,493 12,655,042

土地開発基金 １６ 260,429 0 0 0 260,429

国民健康保険高額療養資金貸付基金 １６ 25,950 0 0 0 25,950

介護保険高額介護ｻｰﾋﾞｽ費等資金貸付基金 １６ 12,000 0 0 0 12,000

特別導入事業基金 １６ 64,819 0 2 2 64,821

肥育素牛導入資金貸付基金 １６ 52,800 0 0 0 52,800

優良牛導入資金貸付基金 １６ 112,063 0 7 7 112,070

奨学資金貸付基金 １６ 196,754 0 0 0 196,754

下水道整備貸付基金 １６ 120,000 0 0 0 120,000

計 844,815 0 9 9 844,824

15,630,350 2,683,506 553,022    2,130,484 13,499,866

定

額

運

用

基

金

合 計

区　　　　　　　　分
設置
年度

平 成 ２ ４ 年 度 中 増 減 見 込

備 考

特

定

目

的

基

金

一

般

会

計

特

別

会

計

計
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第８　電源関連補助金・市債等充当事業調

1　電源立地地域対策交付金

（単位：千円）

（１）　長期発展対策交付金相当分

[　一般会計　]        事業費        充当額

通学路防犯灯設置事業 コ ミ ュ ニ テ ィ 課 11,500 8,050

一般道路整備事業 建 設 整 備 課 63,400 50,720

　（電源立地校区振興事業　　寄田・馬込線　外２路線）

樋脇公民館建設事業 社 会 教 育 課 159,362 111,553

地区コミュニティ協議会活動支援事業 コ ミ ュ ニ テ ィ 課 57,178 55,000

　（コミュニティ主事の配置）

保健センター管理運営事業 市 民 健 康 課 122,582 98,000

　（保健師の配置）

消防施設管理運営事業 消 防 総 務 課 681,546 572,111

　（消防吏員の配置）

計 1,095,568 895,434

（２）　周辺地域交付金及び移出県等交付金相当分

[　一般会計　]

湛水防除施設管理事業 耕 地 課 8,000 6,400

久見崎公園整備事業 建 設 整 備 課 10,000 8,000

教育用コンピュータ整備事業 教 育 総 務 課 95,066 66,546

川内文化ホール大規模改修事業 文 化 課 42,000 29,400

学校施設等管理運営事業　（小・中学校） 教 育 総 務 課 148,792 128,000

　（市内２７小学校及び８中学校の学校主事配置）

学校施設等管理運営事業　（幼稚園） 〃 165,468 143,120

　（市内１３幼稚園の幼稚園教諭の配置）

計 469,326 381,466

[　簡易水道事業特別会計　]

遠方監視施設整備事業 上 水 道 課 32,000 25,600

計 32,000 25,600

合　　計 501,326 407,066

（１）＋（２） 1,302,500
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２　市町村合併特例事業債

(単位：千円）

[　一般会計　]       　 事業費        充当額

防災行政無線デジタル化整備事業 防災安全課 642,000 609,400

川内甑島航路開設事業 450,000 199,500

一般道路整備事業 建設整備課 26,500 25,100

横馬場田崎線整備事業 〃 743,337 300,200

三堂公園整備事業 〃 71,000 33,200

中郷五代線整備事業 都市計画課 258,000 85,500

消防庁舎等建設事業 消防総務課 500,000 471,900

消防救急無線デジタル化整備事業 〃 15,000 13,300

中央消防署はしご付消防ポンプ自動車 〃 181,000 128,500

西部消防署高規格救急自動車・高度救命処置用資機材 〃 30,000 16,500

城上分団上城上部・下城上部車庫詰所新築工事 〃 32,143 30,400

防火水槽整備事業（川内地域２基） 〃 11,000 10,400

平佐西小学校南東校舎新増改築事業 教育総務課 137,860 60,700

計 13件 3,097,840 1,984,600

[　天辰第一地区土地区画整理事業特別会計　]

天辰第一地区土地区画整理事業 117,854 23,300

計 1件 117,854 23,300

[　川内駅周辺地区土地区画整理事業特別会計　]

川内駅周辺地区土地区画整理事業 都市計画課 62,300 21,300

計 1件 62,300 21,300

[　入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計　]

入来温泉場地区土地区画整理事業 286,591 106,800

計 1件 286,591 106,800

合　計 16件 3,564,585 2,136,000

入来区画整理推進室

企業・港振興課

天辰区画整理推進室
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３　過疎・辺地対策事業債

（単位：千円）

（１）過疎対策事業債

[　一般会計　]        　事業費        充当額

林道建設事業 林務水産課 43,000 13,200

農業施設県営事業負担金事業（東郷中央地区） 耕 地 課 17,150 900

一般道路整備事業 建 設 整 備 課 115,000 103,500

副田分団一部・二部車庫詰所移転新築工事 消防総務課 34,943 21,600

防火水槽整備事業（入来地域１基） 〃 5,500 4,900

旧増田家住宅保存整備事業 文 化 課 82,850 22,300

計 6件 298,443 166,400

[　漁業集落排水事業特別会計　]

手打地区漁業集落排水施設整備事業 下 水 道 課 46,335 3,000

計 1件 46,335 3,000

過疎対策事業債　合計 7件 344,778 169,400

（２）辺地対策事業債

[　一般会計　]       　 事業費        充当額

一般道路整備事業 建 設 整 備 課 5,000 4,500

計 1件 5,000 4,500

[　簡易水道事業特別会計　]       　 事業費        充当額

下甑簡易水道建設事業 上 水 道 課 87,720 21,500

計 1件 87,720 21,500

辺地対策事業債　合計 2件 92,720 26,000

合　計 9件 437,498 195,400
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４　緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 (単位：千円）

[　一般会計　]        事業費        充当額

後期高齢者医療保険料徴収特別対策事業 保 険 年 金 課 914 914

特定健診事業 〃 914 914

放課後児童クラブ指導員育成事業 子 育 て 支 援 課 31,958 31,958

中山間直接支払推進事業 農 政 課 944 944

集落営農組織経営規模拡大支援事業 〃 2,452 2,452

高齢者世帯防火指導訪問事業 消 防 総 務 課 5,148 5,148

合　計 6件 42,330 42,330
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第９　提案公募型補助金一覧
（単位：千円）

事 業 名 称 団 体 名 称

八間川「水辺の楽校」江之口眼鏡橋
「星空コンサート」事業

峰山地区コミュニティ協議会

犬猫と共生できる社会づくり事業
犬猫と共生できる社会をめざす
薩摩川内支部　星の花

友愛サロン
薩摩川内市精神保健福祉促進の会
（友愛会）

さとうきび・ごま栽培，製糖を通じて地区の
ブランド品の開発

地域ブランド品開発チーム

椎原地区いやしの森施設整備事業 草道公民館

中心市街地及び近隣地域の活性化事業
鹿児島県料飲業生活衛生同業組合
薩摩川内支部

宇宙研究機関や高等教育機関等と連携した
理科教室と野外体験学習の実施事業

子どもの未来づくりプロジェクト薩摩川
内

よみがえる薩摩川内伝説　音ものがたり 薩摩川内音ものがたりの会

島をつなぐ，甑っ子芸術祭典 甑っ子祭典実行委員会

９事業 5,602合 計

7 社 会 教 育 課 995理科実験や自然観察を通して，考える力や生きる力を醸成する体験型プログラ
ムを開発し，家庭や地域の教育力の回復や未来を担う人材を育成することを目
的とする事業

9 〃 464
生の舞台を鑑賞する機会の少ない甑島の子どもたちのために，甑島４町の子ど
もと大人が上演のために協力し，４町でリレー式で舞台鑑賞を実現させる事業

6 商 工 振 興 課 948
街歩きの楽しさや発見を提案するため，散策マップを作製し，各店舗に客を誘
引することで，中心市街地の活性化及び近隣地域の活性化を図る事業

4 農 政 課 215

5 林 務 水 産 課 883グリーン・ツーリズムを通じて都市部住民との交流を行ったり，いやしの森散
策で来訪者の健康づくりの場を提供したりするため，活動エリアの拡大拡充を
図る事業

交流人口の増加による峰山地区への定住促進を目指し，八間川｢水辺の楽校｣で
住民手作りの｢星空コンサート｣を実施する事業

3 障 害 ・ 社会福 祉課 139
精神障害者をもつ家族の心の安定化，当事者とのかかわりの軽減化を図るた
め，同じ悩みを語り合う場を提供する事業

高齢化と遊休農地の増加に伴い，地域環境の悪化を招いている城上地区におい
て，その農地を利用してさとうきび・ごま栽培を行い，黒砂糖・ごまを地区ブ
ランド品として販売し，収益を地域福祉活動に役立てることを目的とする事業

環 境 課 818

1 コミュニティ課 360

捨て犬猫を保護し，不妊去勢手術・ワクチン接種・健康診断等を実施し，さら
には，保護した犬猫の里親探しを行う事業

8 文 化 課 780市の歴史への造詣を深めることを通して愛郷心を養い，将来故郷での活躍する
人材を育成することを目指し，≪歴史ものがたり風（ふう）の音の祭典≫を開
催する事業

番
号

予 算 担 当 課
予 算 額
(補助額)事 業 の 概 要

2
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第１０　平成２３年度評価対象補助金一覧

1
薩摩川内市民まちづくり公社運営補
助金

公益財団法人薩摩川内市民
まちづくり公社

継続 財産活用推進課 238,500

2 薩摩川内市自衛隊協力会補助金 薩摩川内市自衛隊協力会 継続 防災安全課 225

3 青色灯自主防犯活動事業補助金
青色回転灯装着車によるパト
ロールを実施する団体

継続 防災安全課 855

4
無線システム普及支援事業費等補助
金

自主共聴組合 継続 情報政策課 278,347

5
定住促進補助金
(定住住宅取得補助金）

H23.4からH26.3までの転入
者で，住宅を新築又は購入し
た者

継続 企画政策課 41,210

6
定住促進補助金
(定住住宅リフォーム補助金）

H23.4からH26.3までの転入
者で，30万円以上のリフォー
ム工事をした者

継続 企画政策課 11,742

7
定住促進補助金
(新幹線通勤定期購入補助金）

H23.4からH26.3までの転入
者で，新幹線通勤定期券を
購入し通勤している者

継続 企画政策課 1,620

8 衛生自治団体連合会運営補助金
薩摩川内市衛生自治団体連
合会

継続 環境課 1,700

9 食生活改善推進事業補助金
薩摩川内市食生活改善推進
員協議会

継続 市民健康課 100

10 小児救急医療支援体制運営補助金 社団法人川内市医師会 継続 地域医療対策課 4,258

11 母子寡婦福祉会運営補助金 薩摩川内市母子寡婦福祉会 継続 子育て支援課 378

12 社会福祉協議会運営補助金 薩摩川内市社会福祉協議会 継続 障害・社会福祉課 161,416

13
民生委員児童委員協議会連合会運
営補助金

薩摩川内市民生委員児童委
員協議会連合会

継続 障害・社会福祉課 2,264

14 更生保護女性会運営補助金
川内更生保護女性会及び入
来更生保護女性会

継続 障害・社会福祉課 100

15 総合福祉会館維持管理補助金 薩摩川内市社会福祉協議会 継続 障害・社会福祉課 10,110

16 身体障害者福祉協議会運営補助金
薩摩川内市身体障害者福祉
協議会

継続 障害・社会福祉課 600

17 精神保健福祉促進の会運営補助金
薩摩川内市精神保健福祉促
進の会

継続 障害・社会福祉課 100

18
特別地域加算利用者負担額軽減事
業補助金

特別地域加算利用者負担額
軽減事業を実施する介護保
険サービス提供事業所

継続 高齢・介護福祉課 500

19 農業公社運営補助金
社団法人　薩摩川内市農業
公社

見直し 農政課 6,188 補助金額を減額

20
かたろう集落営農組織育成推進事業
補助金

集落営農組織等 廃止 農政課 0
新制度への移行による廃
止

21
農業公社公募型地域農林業活性化
事業補助金

社団法人　薩摩川内市農業
公社

見直し 農政課 2,550 補助金額を減額

22 甑農産物地産地消促進補助金 生産者団体 継続 農政課 800

23 養鰻振興事業補助金 川内地区養鰻業振興協議会 継続 林務水産課 180

24 内水面資源回復事業補助金 川内市内水面漁業協同組合 継続 林務水産課 1,300

25
川内川漁業協同組合放流事業補助
金

川内川漁業協同組合 継続 林務水産課 120

26 小野土地改良区補助金 樋脇町小野土地改良区 継続 耕地課 51

27 薩摩川内市土地改良区補助金 薩摩川内市土地改良区 継続 耕地課 18,850

28 商人(あきんど)塾補助金
市内で6ヶ月以上継続して事
業を営む特定中小企業者

廃止 商工振興課 0 ２３年度で事業終了

29 商業者支援事業補助金
小売業，飲食店（昼間中
心），美容店，理容店を営む
もの(中心市街地以外)

継続 商工振興課 1,000

30 中小企業元気づくり補助金
中小企業者のうち，市内で生
産・開発を行っている事業所

継続 商工振興課 1,000

31 緊急保証制度保証料補助金
市内で6ヶ月以上継続して事
業を営む特定中小企業者

継続 商工振興課 6,000

32
商業者支援事業補助金（中心市街
地）

小売業，飲食店（昼間中
心），美容店，理容店を営む
もの

廃止 商工振興課 0 ２３年度で事業終了

備　考
番
号

課室名補助金等名称 補助対象者等
24年度
予算額

結果
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33
中心市街地賑わい対策支援事業補
助金

一店逸品実行委員会 廃止 商工振興課 0 ２３年度で事業終了

34 国際交流協会補助金 薩摩川内市国際交流協会 見直し 企業・港振興課 12,210 事業の拡充

35 かごしま川内貿易振興協会補助金 かごしま川内貿易振興協会 継続 企業・港振興課 42,996

36
薩摩川内スピリッツ・きやんせ博覧会
補助金

薩摩川内市観光協会 継続
シティセールス推
進課

7,600

37
ふるさと再発見郷土の宝発掘事業補
助金

社団法人　川内青年会議所 廃止
シティセールス推
進課

0
新制度への移行による廃
止

38 きやんせふるさとフェスタ補助金
きやんせふるさとフェスタ実
行委員会

廃止 観光課 0 ２３年度で事業終了

39 薩摩川内市観光協会運営費補助金
NPO法人薩摩川内市観光協
会

見直し 観光課 31,200 事業の拡充

40 特産品販路拡大補助金 薩摩川内市特産品協会 継続 観光課 2,500

41 市比野温泉杯サッカー大会補助金
市比野温泉杯サッカー大会
実行委員会

継続 観光課 1,440

42 いむた池梅マラソン大会補助金
いむた池梅マラソン大会実行
委員会

継続 観光課 1,480

43 いりきファミリーハイキング補助金
いりきファミリーハイキング実
行委員会

継続 観光課 600

44 海ふれ愛in西方補助金 西方夏祭り実行委員会 継続 観光課 400

45 ウミネコまつり事業補助金 鹿島地域まつり実行委員会 継続 観光課 250

46 うめんこ村事業補助金 祁答院うめんこ村 継続 観光課 400

47 甑アートプロジェクト補助金 甑アートプロジェクト 継続 観光課 1,800

48 甑大明神マラソン大会補助金
甑大明神マラソン大会実行
委員会

継続 観光課 3,000

49 西郷どん御狩場マラソン補助金
西郷どん御狩場マラソン実行
委員会

継続 観光課 700

50 薩摩川内はんやまつり補助金
薩摩川内はんやまつり実行
委員会

継続 観光課 7,400

51 川内大綱引補助金 川内大綱引保存会 継続 観光課 9,000

52 とうごう天神梅マラソン大会補助金
とうごう天神梅マラソン大会実
行委員会

継続 観光課 2,050

53 港まつり事業補助金 鹿島地域まつり実行委員会 継続 観光課 500

54 八重山高原星物語補助金
八重山高原星物語実行委員
会

継続 観光課 800

55 竜宮文化フェスタ補助金 竜宮文化フェスタ実行委員会 継続 観光課 1,860

56 エコプロジェクト「海辺の学校」補助金
NPO法人薩摩川内市観光協
会

継続 観光課 1,905

57 人権教育推進補助金
樋脇・入来・祁答院地域人権
同和教育研究会
東郷地域人権同和教育部会

継続 学校教育課 160

58 小学校体育連盟運営補助金 薩摩川内市小学校体育連盟 見直し 学校教育課 791 補助金額を減額

59 校外活動補助金 各出場中学校のＰＴＡ 継続 学校教育課 1,178

60 青少年育成市民会議運営補助金
薩摩川内市青少年育成市民
会議

継続 社会教育課 1,444

61 子ども会育成連絡協議会運営補助金
薩摩川内市子ども会育成連
絡協議会

継続 社会教育課 1,600

62
市民まちづくり公社文化事業推進補
助金

公益財団法人　薩摩川内市
民まちづくり公社

見直し 文化課 7,200 補助金額を減額

63 体育協会運営補助金 薩摩川内市体育協会 見直し 市民スポーツ課 18,393 事業の拡充

64 スポーツ少年団運営補助金
薩摩川内市スポーツ少年団
本部

継続 市民スポーツ課 1,000

65
全日本バレーボールチーム強化合宿
招へい事業補助金

薩摩川内市バレーボール協
会

継続 市民スポーツ課 2,000

66
川内川を生かしたスポーツ推進事業
補助金

川内川を生かしたスポーツ推
進事業実行委員会

継続 市民スポーツ課 1,400

67 農地流動化促進事業補助金
経営規模拡大を目指す中核
的担い手農家，農業生産法
人等

継続
農業委員会事務
局

10,000

備　考
番
号

補助金等名称 補助対象者等 結果 課室名
24年度
予算額
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第１１　平成２４年度　国の予算・地方財政の概要

Ⅰ　国の予算

１　編成方針

国の平成２４年度予算は，

(1) 東日本大震災からの復興，経済分野のフロンティアの開拓，分厚い中間層の復活，農林漁業の

再生，エネルギー・環境政策の再設計の５つの重点分野を中心に日本再生に全力で取り組む。併

せて，地域主権改革を確実に推進するとともに，既存予算の不断の見直しを行う。

(2) 東日本大震災からの復興の基本方針に基づき震災復興に全力を挙げるとともに，被災地の復興

を日本全体の経済社会の再生モデルとして捉え，新成長戦略を先取りして実施する。

また，日本再生重点化措置を最大限活用し，新たなフロンティア及び新成長戦略，教育・雇用

等の人材育成，地域活性化，安心・安全社会の実現といった分野への投資に予算配分の重点化を

図る。特に，環境・エネルギー制約克服のための研究・技術開発や日本の強みを生かした海外ビ

ジネス展開の拡大等の分野については，未来の日本を担う新産業の創出に向けた投資として重点

的に推進する。

(3) ２４年度予算は東日本大震災からの復旧・復興の足取りを確実なものとするために，国民に追

加的な負担を求めつつ編成される予算であると同時に，社会保障・税一体改革を控えた予算であ

り，これまで以上に徹底した無駄の排除を進めていく必要があるため，歳出全般にわたる改革に

全力を挙げ，それにより確保された財源を用いて必要性や効果のより高い政策に重点配分を行い

省庁を越えた大胆な予算の組替えに取り組む。更に，行政刷新会議が実施した提言型事業仕分け

の結果について適切に予算に反映させるとともに，具体的な改革の検討を進める。

(4) 財政運営戦略における財政健全化目標の達成に向け，行政刷新会議の提言型政策仕分け等も活

用しつつ既存歳出の見直しを進め，中期財政フレームに基づいて予算編成を進めるとともに，社

会保障・税一体改革成案に沿って具体化に向けた検討を進める。

また，２４年度当初予算における新規国債発行額（償還財源の確保された復興債を除く）は，

２３年度当初予算の水準である約４４兆円を上回らないものとするよう全力を挙げるとともに，

基礎的財政収支対象経費については，中期財政フレームに定めるとおり，２３年度当初予算水準

である約７１兆円を上回らないものとする。

(5) 税制改正においては，新成長戦略実現に向けた税制措置，税制の公平性確保と課税の適正化に

向けた租税特別措置等の見直し，地方税の充実と住民自治の確立に向けた地方税制度改革，経済

・社会構造と環境の変化に対応した税制を構築するための所得課税，資産課税，消費課税全般に

わたる税制抜本改革の検討を進める中で特に緊要な事項等を中心に改正を行うこととしている。

２　一般会計予算概要

(1) 規 模 ９０兆３，３３９億円（前年度比　　　△２兆７７７億円，　２．２％減）

(2) 公債発行額 ４４兆２，４４０億円（前年度比　　　　　△５４０億円，　０．１％減）

※公債依存度　４９．０％（前年度　４７．９％）

(3) 公 共 事 業 　４兆５，７３４億円（前年度比　　　△４，００９億円，　８．１％減）

３　財政投融資計画

規 模 １７兆６，４８２億円（前年度比　２兆７，４２３億円，１８．４％増）

４　経済見通し

国内総生産４７９．６兆円程度　　名目成長率　２．０％程度　　実質成長率　２．２％程度
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Ⅱ　地方財政計画

１　策定方針

２４年度の地方財政については，「平成２４年度予算の概算要求組替え基準について」に基づき，

通常収支分と東日本大震災分を区分して整理することとし，通常収支分については，財政運営戦略

に基づき定める中期財政フレーム（平成２４年度～平成２６年度）に沿って，社会保障関係費の自

然増や地域経済の基盤強化などに対応する財源を含め，交付団体始め地方の安定的な財政運営に必

要となる地方の一般財源総額を２３年度地方財政計画と実質的に同水準となるよう確保することを

基本として所要の対応を行うこととしている。

２　収支見通しの概要

(1) 通常収支分 （単位：億円，％）

平成２４年度 平成２３年度 増減額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

818,647 825,054    6,407    0.8
664,533 668,313    3,780    0.6

( 歳　出 ）

209,760 212,694    2,934    1.4
188,247 190,961    2,714    1.4
21,513 21,733    220    1.0

311,406 308,226 3,180 1.0
138,095 138,601    506    0.4

0 3,000    3,000 皆減　

0 12,000  12,000 皆減　

14,950 0 14,950 皆増　

130,790 132,423    1,633    1.2
9,667 9,612 55 0.6

108,984 113,032    4,048    3.6
51,630 53,558    1,928    3.6
26,590 26,867    277    1.0
16,824 17,118    294    1.7
6,500 7,200    700    9.7

336,569 334,037 2,532 0.8
22,615 21,749 866 4.0
1,275 3,877    2,602    67.1

174,545 173,734 811 0.5
61,333 61,593    260    0.4

596,337 594,990 1,347 0.2
117,604 121,745    4,141    3.4
50,321 53,179    2,858    5.4
54,385 55,140    755  1.4

(2) 東日本大震災分（復旧・復興事業及び緊急防災・減災事業） （単位：億円，％）

平成２４年度 平成２３年度 増減額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

24,117 0 24,117 皆増　

( 歳　出 ）

9,616 0 9,616 皆増　

13,834 0 13,834 皆増　

667 0 667 皆増　

6,855 0 6,855 皆増　

12,831 0 12,831 皆増　

4,300 0 4,300 皆増　

131 0 131 皆増　そ の 他

維 持 補 修 費

公 債 費

国 庫 支 出 金

地方債（除臨時財政対策債）

区　　　　　分

投 資 的 経 費

そ の 他

歳 入 歳 出 規 模

そ の 他

一 般 行 政 経 費

震 災 復 興 特 別 交 付 税

( 歳　入 ）

地 方 特 例 交 付 金 Ｃ

臨 時 財 政 対 策 債 Ｅ

地 方 交 付 税 Ｄ

増減率

国 庫 支 出 金

地 方 債

地 方 再 生 対 策 費
地域活性化・雇用等対策
地域経済基盤強化・雇用等対策費

「 一 般 財 源 総 額 」 Ａ ～Ｅ

投 資 的 経 費

う ち 単 独 分

( 歳　入 ）

区　　　　　分 増減率

歳 入 歳 出 規 模

地 方 一 般 歳 出

給 与 関 係 経 費

退 職 手 当 以 外

地 方 税 Ａ

地 方 譲 与 税 Ｂ

退 職 手 当

一 般 行 政 経 費

う ち 単 独 分

公 営 企 業 繰 出 金
うち企業債償還費普通会計負担分

水 準 超 経 費
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３　歳入の概要

(1) 地 方 税 市町村税は０．５％減

(2) 地方譲与税 （単位：億円，％）

平成２４年度 平成２３年度 増減額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

2,803 2,778 25 0.9
113 119    6    5.0

2,884 2,968    84    2.8
127 131    4    3.1
124 112 12 10.7

16,564 15,641 923 5.9
22,615 21,749 866 4.0

(3) 地方特例交付金　（前年度比　６７．１％減）

住宅借入金等特別税額控除による減収を補 するための所要額を計上し，年少扶養控除の廃止

等に伴う地方増収分の取扱いとして，次のとおりとしている。

ア　２２年度の子ども手当の創設に伴う負担の増大に対応する地方特例交付金については，子ど

も手当から子どものための手当への制度改正に伴い整理することとしている。

イ　２４年度税制改正における自動車取得税の減免措置の継続に伴い，必要となる市町村の自動

車取得税交付金の減収の一部を補 するための地方特例交付金の措置を地方財政の増収分に振

り替えることとしている。

(4) 各種交付金計上額 （単位：億円，％）

平成２４年度 平成２３年度 増減額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

715.2 733.1    17.9    2.4
267.4 267.4 0.0 0.0
68.0 68.0 0.0 0.0

1,319.5 1,455.6    136.1    9.4
304.6 310.7    6.1    2.0
56.2 56.2 0.0 0.0

(5) 地方交付税　（対前年度比　０．５％増）

国の一般会計からの地方交付税に係る繰入は，原資となる国税分に国の一般会計加算額を加え

た１６兆４，６６５億円（前年度比６９７億円，０．４％増）で，地方公共団体への交付額は，

剰余金，繰越金等を加算し，交付税特別会計借入金に係る償還額及び利子支払額を減額するなど

により１７兆４，５４５億円となった。

地方財政計画に「地域経済基盤強化・雇用等対策費」１兆４，９５０億円が新たに計上された

ことに対応し，歴史的円高等を踏まえた地域経済の活性化や，雇用機会の創出を図るとともに，

住民ニーズに適切に対応した行政サービスを展開できるよう，「地方再生対策費」及び「雇用対

策・地域資源活用推進費」を整理統合して，「地域経済・雇用対策費」を措置するほか，住民生

活に光をそそぐ事業，子育て支援サービス充実推進事業，地球温暖化対策暫定事業の財源措置，

安心して暮らせる地域づくりや疲弊した地域の活性化など，関係費目における単位費用措置の充

実を図ることとしている。

基準財政需要額の伸び率は，臨時財政対策債振り替え前で比較すると，個別算定経費の市町村

分０．０％程度，包括算定経費の市町村分２．０％程度の減が見込まれ，また，臨時財政対策債

発行可能額の総額は前年度比０．４％減となったが，２５年度までに段階的に人口を基礎とする

方式から財源不足額を基礎として算出する方式に移行することとしており，２４年度においても

財源不足額を基礎として算出する方式の割合が高くなる。

地方交付税の算定方式の簡素化・透明化の取組の一環として，交付税総額における特別交付税

区　　　　　分 増減率

特 別 と ん 譲 与 税

地 方 法 人 特 別 譲 与 税

計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

石 油 ガ ス 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

特定防衛施設周辺整備調整交付金

石油貯蔵施設立地対策 等交 付金

区　　　　　分 増減率

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

施 設 等 所 在 市 町 村 調 整 交 付 金

電 源 立 地 地 域 対 策 等 交 付 金
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の割合（現行６％）を２６年度には５％，２７年度以降は４％へと段階的に引き下げ，その部分

を普通交付税に移行させることとしている。

(6) 地 方 債　（普通会計分　前年度比２．７％減）

○　臨時財政対策債　　６兆１，３３３億円（前年度比０．４％減）

４　歳出の概要

(1) 給与関係経費　　（前年度比　１．４％減）

地方財政計画上の職員数は，地方公共団体における定員純減の取組を勘案するとともに，義務

教育諸学校の教職員については，児童生徒数の減少等に伴う減員等を見込んでいる。また，地方

公務員共済組合等負担金は負担率が改定される予定であり，地方議会議員共済会負担金は地方議

会議員年金制度の廃止等の制度改正に伴う経過措置としての給付に要する経費を計上している。

(2) 一般行政経費（単独）　（前年度比　０．４％減）

社会保障関係費の自然増を増額計上する一方，財政運営戦略を踏まえ国の歳出の取組と基調を

合わせて取り組む観点から，社会保障関係費を除くその他の経費の見直しを行うとともに，震災

復興特別交付税により別枠で措置することとしている地方税等の減収分見合いの歳出を減じ計上

している。これについては震災復興特別交付税で補填されるものであることから，東日本大震災

分の歳入歳出に計上している。また，年少扶養控除の廃止等に伴う地方増収分の取扱いとして，

子育て支援交付金等の国庫補助負担金の一般財源化を実施することとした。国民健康保険・後期

高齢者医療制度関係事業費については所要額を計上するとともに，災害等年度途中における追加

需要に適切に対応しうる財源をあらかじめ留保するよう求めている。

(3) 投資的経費 （単独）　　（前年度比３．６％減）

国の公共事業関係費は前年度比８．１％減（一括交付金化の影響除きで３．２％減）とされた

が，地方財政計画においては，直轄事業負担金については前年度比約８．４％減，補助事業費に

ついては約３．０％減，地方単独事業費についても約３．６％減である。

(4) 公 債 費　　（前年度比　１．２％減）

臨時財政対策債の元利償還金が増加するものの，前年度比１．２％程度の減を見込んでいる。

(5) 公営企業繰出金　　（前年度比　１．０％減）

「地方公営企業法」等に定める一般会計との間の経費負担区分等の経営に関する基本原則を堅

持しながら，経営基盤の強化，住民生活に密接に関連した社会資本の整備の推進，社会経済情勢

の変化に対応した新たな事業の展開等を図るため，所要額を計上している。

５　地方税制改正

(1) 地方税は住民自治を支える根幹であり，地域主権改革を進めていく観点から，地方税を充実す

ることが重要である。地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保

の観点から地方消費税を充実するとともに，地方法人課税のあり方を見直すこと等により，税源

の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築する。

(2) 税制を通じて住民自治を確立するため，現行の地方税制度を「自主的な判断」の拡大の観点に

立って，法による過剰な制約を取り除き，自治体が自主的に判断し条例で決定できるよう，また，

「執行の責任」の拡大の観点に立って，自治体が課税に当たり納税者である住民と直接向き合う

機会を増やすよう改革を進める。具体的取組として，地域決定型地方税制特例措置の導入，消費

税・地方消費税の賦課徴収に係る地方自治体の役割の拡大，税負担軽減措置等の見直しなどにつ

いて検討を行う。

(3) 東日本大震災からの復興については，中長期的な視野を持って取り組む必要があるため，福島

県における原子力災害を含め東日本大震災からの復旧・復興状況を踏まえつつ，税制上の支援に

ついて検討を行う。
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Ⅲ　地方債計画

１　策定方針

２４年度地方債計画については，極めて厳しい地方財政の状況の下で，地域主権改革を推進し，

地域に必要なサービスを確実に提供できるよう地方財源の不足に対処するための措置を講じ，また

地方公共団体が地域の活性化への取り組みを着実に推進できるよう，所要の地方債資金の確保を図

ることとするとともに，東日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう，所要額についてそ

の全額を公的資金で確保を図ることとして策定している。

２　概　況 （単位：億円，％）

増減額

（Ａ）－（Ｂ）

1,182 1.0 
通常分 2,842 7.1 
特別分    1,660    2.2 

臨時財政対策債    260    0.4 
財源対策債    1,200    12.8 
退職手当債    200    5.1 
調　整 0 0.0 

1,779 7.9 
2,961 2.2 

※「公営企業会計等分」は，すべて通常分

※うち東日本大震災復旧・復興事業は３５９億円，緊急防災・減災事業は４，５４６億円

３　地方債計画の特色

(1) 臨時財政対策債の発行

地方財源不足に対処するため，地方財政法第５条の特例として６兆１，３３３億円を計上

(２) 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

上・下水道，交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進することと

し，事業の実施状況等を踏まえ，所要額を計上

(３) 財政融資資金の償還期間及び据置期間の延長

ア　辺地対策事業（下水処理施設）について，１０年以内（うち据置２年以内）を３０年以内

（うち据置５年以内）に延長することとしている。

イ　過疎対策事業（下水処理施設）について，１２年以内（うち据置３年以内）を３０年以内

（うち据置５年以内）に延長することとしている。

※１０年利率見直し方式による貸付について適用

(4) 公債費負担対策

高金利の地方債の公債費負担を軽減するため，２４年度までの３年間で，１．１兆円程度の年

利５％以上の公的資金（旧資金運用部資金，旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金）

の補償金免除繰上償還を行うこととし，必要に応じ借換債を発行できることとしている。

(5) 公営企業借換債の確保

旧公営企業金融公庫資金に係る公営企業借換債について３００億円を計上

(6) 緊急防災・減災事業等の推進

東日本大震災を教訓として，全国的に緊急に実施する必要性が高く，即効性のある防災，減災

等の事業を推進するため緊急防災・減災事業として３，９９５億円を計上

100  100  
公営企業会計等分 24,347  22,568  

合　　　　　計 140,301  137,340  

61,333  61,593  
8,200  9,400  
3,700  3,900  

普通会計分 115,954  114,772  
42,621  39,779  
73,333  74,993  

区　　　　　分
平成２４年度 平成２３年度

増減率
（Ａ）　 （Ｂ）　
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４　地方債資金の確保

公的資金については，前年度と同じ割合の公的資金を確保するとともに，民間等資金については，

その円滑な調達を図るため，市場公募団体の拡大や共同発行市場公募地方債及び住民参加型市場公募

地方債の発行を引き続き推進することとしている。

東日本大震災に関連する事業については，その所要額について全額を公的資金で確保することとし

ている。

増減額

（Ａ）　 構成比 （Ｂ）　 構成比 （Ａ）－（Ｂ）

60,610 43.2 56,240 40.9 4,370 7.8
財 政 融 資 資 金 38,870 27.7 37,310 27.2 1,560 4.2
地方公共団体金融機構資金 21,740 15.5 18,930 13.8 2,810 14.8
（国の予算等貸付金） （ 1,203） － （ 1,165） － （ 38） ( 3.3)

79,691 56.8 81,100 59.1    1,409    1.7
市　場　公　募 44,400 31.6 42,000 30.6 2,400 5.7
銀 行 等 引 受 35,291 25.2 39,100 28.5    3,809    9.7

140,301 100.0 137,340 100.0 2,961 2.2
※　市場公募地方債は，借換債を含め７兆５，０００億円（前年度比３，０００億円，４．２％増）

※　国の予算等貸付金の（　）は，地方道路整備臨時貸付金，災害援護資金など国の予算等に基づく

貸付金を財源とするもので，合計には含めていない。

合　　　　計

区　　　　　分
平成２４年度計画額 平成２３年度計画額

増減率

公　的　資　金

民　間　等　資　金
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■ 参考　国の一般会計予算，地方財政計画･地方債計画の推移

平成 ５ ７２ 3,548 ０．２ ８ 1,300 １１．２

６ ７３ 0,817 １．０ １３ 6,430 １８．７

７ ７０ 9,871 △２．９ １２ 5,980 １７．７

８ ７５ 1,049 ５．８ ２１ 0,290 ２８．０

９ ７７ 3,900 ３．０ １６ 7,070 ２１．６

１０ ７７ 6,692 ０．４ １５ 5,570 ２０．０

１１ ８１ 8,601 ５．４ ３１ 0,500 ３７．９

１２ ８４ 9,871 ３．８ ３２ 6,100 ３８．４

１３ ８２ 6,524 △２．７ ２８ 3,180 ３４．３

１４ ８１ 2,300 △１．７ ３０ 0,000 ３６．９

１５ ８１ 7,891 ０．７ ３６ 4,450 ４４．６

１６ ８２ 1,109 ０．４ ３６ 5,900 ４４．６

１７ ８２ 1,829 ０．１ ３４ 3,900 ４１．８

１８ ７９ 6,860 △３．０ ２９ 9,730 ３７．６

１９ ８２ 9,088 ４．０ ２５ 4,320 ３０．７

２０ ８３ 0,613 ０．２ ２５ 3,480 ３０．５

２１ ８８ 5,480 ６．６ ３３ 2,940 ３７．６

２２ ９２ 2,992 ４．２ ４４ 3,030 ４８．０

２３ ９２ 4,116 ０．１ ４４ 2,980 ４７．９ 　

２４ ９０ 3,339 △２．２ ４４ 2,440 ４９．０ 　

平成 ５ ７６ 4,152 ２．８ １０ 3,585 １８．４

６ ７９ 1,443 ３．６ １４ 7,340 ４２．２

７ ８２ 5,093 ４．３ １６ 0,332 ８．８

８ ８５ 2,848 ３．４ １８ 1,103 １３．０

９ ８７ 0,596 ２．１ １７ 3,659 △４．１

１０ ８７ 0,964 ０．０ １６ 0,940 △７．３

１１ ８８ 5,316 １．６ １６ 3,970 １．９

１２ ８８ 9,300 ０．５ １６ 3,106 △０．５

１３ ８９ 3,071 ０．４ １６ 4,998 １．２

１４ ８７ 5,666 △１．９ １６ 5,239 ０．１

１５ ８６ 2,107 △１．５ １８ 4,485 １１．９

１６ ８４ 6,669 △１．８ １７ 4,843 △５．４

１７ ８３ 7,687 △１．１ １５ 5,366 △１１．１

１８ ８３ 1,508 △０．７ １３ 9,466 △１０．２

１９ ８３ 1,261 △０．０ １２ 5,108 △１０．３

２０ ８３ 4,014 ０．３ １２ 4,776 △０．３

２１ ８２ 5,557 △１．０ １４ 1,844 １３．７

２２ ８２ 1,268 △０．５ １５ 8,976 １２．１

２３ ８２ 5,200 ０．５ １３ 7,340 △１３．６

２４ ８１ 8,647 △０．８ １３ 5,396 △１．４

公　債　発　行　額

兆 ％

公債依存度年　　度
一 般 会 計 予 算

兆 ％

対前年度伸率

国　　 の　　予　　算

年　　度 地 方 債 計 画 額
歳 入 歳 出 総 額

地　　方　　財　　政　　計　　画

対前年度伸率

億円億円

対前年度伸率

億円 億円兆 ％ 兆 ％
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.



28 97
28 99
29 101
30 102
32 103
34 106
35 107
35 109
36 110
38 110
38 113
39 113
40 116
43 119
43 121
44 122
44 125
49 126
52 126
55 127
59 127
67 128
68 129
76 131
83 132
88
90
92

下 水 道 課
議 事 調 査 課

建 築 住 宅 課
用 地 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

少 年 自 然 の 家

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

建 設 政 策 課
建 設 整 備 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

社 会 教 育 課

建 設 維 持 課

観 光 課

都 市 計 画 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

学 校 教 育 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

入来区画整理推進室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

農 政 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

子 育 て 支 援 課

収 納 対 策 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

福 祉 課

障 害 ・ 社 会 福 祉 課
高 齢 ・ 介 護 福 祉 課

畜 産 課

商 工 振 興 課

林 務 水 産 課

保 険 年 金 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

耕 地 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

文 化 課

消 防 総 務 課
教 育 総 務 課

上 水 道 課
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

市 民 ス ポ ー ツ 課

農 業 委 員 会 事 務 局

中 央 図 書 館

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

選挙管理委員会事務局

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

天辰区画整理推進室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

学 校 給 食 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

地 域 医 療 対 策 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

市 民 健 康 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

市 民 課
環 境 課

川 内 環 境 セ ン タ ー

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

川内クリーンセンター

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

新エネルギー対策課

環 境 施 設 整 備 室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

コ ミ ュ ニ テ ィ 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

情 報 政 策 課
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・広 報 室
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

行 政 改 革 推 進 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

企 画 政 策 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

原 子 力 対 策 課

事 業 概 要

防 災 安 全 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

財 産 活 用 推 進 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

企 業 ・ 港 振 興 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

シティセールス推進課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

契 約 検 査 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・



（凡例）
○ 一体化躍動プラン

Ａ．地域力再生
Ｂ．都市力創出
Ｃ．交流活力創出
Ｄ．市政改革

○ ３カ年の戦略テーマ
1. 個性と魅力ある地区コミュニティ主体の地域づくり
2. 地域資源を大切にし，ふるさとに誇りを持てるまちづくり
3. “活力と豊かさを感じるゴールド集落”の創出
4. 高齢者や障害者（児）等を支える福祉のまちづくり
5. 子育て支援体制の充実による子育てしやすいまちづくり
6. 地域医療体制の構築による安心のまちづくり
7. 防災・生活安全対策及び環境対策の充実による安全なまちづくり
8. 豊かな人間性と郷土愛を育む教育の推進
9. 地域づくりを担う人材と組織の育成及びまちづくりへの積極的な活用

10. 社会基盤の整備による利便性の高い都市づくり
11. 拠点的機能を活かしたまちづくり
12. 定住自立圏の形成による均衡のとれたまちづくり
13. 情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用による地域課題の解決
14. 都市ブランドの構築による地域連携型観光圏の創出
15. シティセールスの推進による総合的な情報発信
16. 農林畜産業及び水産業の振興と地産地消による農山漁村の活性化
17. 地域特性を活かした交流躍動のまちづくり
18. 企業誘致の促進，工業団地の整備及び付加価値の高い地場産業振興による雇用の確保
19. 市街地の活性化によるにぎわいのあるまちづくり
20. 地域への愛着と誇りを持てる景観形成によるまちづくり
21. 地域の歴史・伝統文化の保存・継承と新たな文化を創出・育成するまちづくり
22. 情報発信力を有する多様な人材・組織の育成
23. スピーディで質の高い信頼される行政サービスの提供
24. 市民との情報の共有・協働・参画によるまちづくり
25. 効率的・効果的な組織力の向上
26. 健全で持続的な財政経営基盤の確立
27. 広聴広報機能の充実によるスピーディな情報発信と市民ニーズへの対応

○ 重点的取組
① 協働・参画
② 安心・快適
③ 活力・交流
④ 人材・組織育成
⑤ スピード・品質

○ 政策重点項目
ア．ゴールド集落の再生活動支援
イ．子育てしやすい環境づくりの推進
ウ．環境・エネルギー対策の推進
エ．社会基盤の計画的維持・整備
オ．シティセールスによる観光・交流人口の増大
カ．安定した産業（農林・畜産・水産・商工）経営の推進と，新たな地域雇用の創出

＜記入例＞

一体化躍動プラン 戦略テーマ 重点的取組 政策重点項目 新　規

Ｂ １０ ② ウ

事　業　概　要

　○○○線整備事業事　業　名

項　　目



　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                238,500      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤ エ

補助率 国 １／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

7,000         14,554         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                4,552           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 収納対策課

コンビニ収納事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 財産活用推進課

事 業 概 要

　
　公共施設の管理運営と施設を活用した生涯学習及び芸術文化事業等を行う公益財団法人薩摩
川内市民まちづくり公社へ運営補助金を交付するもの

事 業 費 238,500      

財 源 内 訳

薩摩川内市民まちづくり公社運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

庁舎耐震補強業務

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　
　昭和５６年５月３１日以前に建築された庁舎（「新耐震」以前の建築物）で耐震補強等を実
施していないものについて国庫補助を得て耐震化を実施するもの

　○　耐震補強設計業務委託：本庁
　　　耐震補強計画業務委託：５支所（樋脇・東郷・祁答院・里・下甑）

事 業 費 21,554        

財 源 内 訳

新　規

Ｄ

事 業 概 要

　
　市税等の納めやすい環境整備（納税機会の拡充）を図るため，コンビニ収納を実施するもの

　○　コンビニ収納代行手数料

事 業 費 4,552          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,943           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                167              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,923           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 契約検査課

事 業 概 要

　
　鹿児島県と市町村との共同利用（開発・運営）による電子入札システムを運営するもの

　○　スケジュール
　　　Ｈ１８年度　　　システム開発
　　　Ｈ１９年度　　　システム開発及び関係者説明会
　　　Ｈ２０年度　　　８月６日から運用開始
　　　Ｈ２１年度以降　工種の拡大及び会場入札分を順次電子入札へ移行

　○　費用負担
　　　人口割により負担

事 業 費 2,923          

財 源 内 訳

電子入札システム運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

技術職員スキルアップ研修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　本市では工事成績を重視した入札制度を導入していることから，公平公正な工事成績の評価
が求められており，工事品質の確保の観点から監督職員の資質向上を図るため，技術職員の研
修を実施するもの

　○　各研修施設開催研修への職員派遣（１５研修）

事 業 費 1,943          

財 源 内 訳

入札等監視委員会運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に基づき，「入札等監視委員会」
を設置し，中立・公正な第三者である学識経験者等の意見を適切に反映することにより，入札
及び契約の過程並びに契約の内容の透明性を確保するもの

　○　入札等監視委員会　　①　入札改革に対する諮問
　　　　　　　　　　　　　②　入札過程，契約内容等の審査

事 業 費 167             

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,353           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                855              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,001           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　防災機関と地域住民が一体となって，総合的・実践的な訓練を実施し，災害時に迅速かつ的
確な応急対策活動ができるよう防災関係機関相互の協力体制の確立を図り，併せて市民参加に
よる防災意識の高揚を図ることを目的に訓練を実施するもの

事 業 費 2,001          

財 源 内 訳

薩摩川内市総合防災訓練

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　青色回転灯装着車による防犯パトロ―ル活動を実施する自主防犯パトロール団体と協調・連
携した安全・安心まちづくりを推進するため，活動費に対する補助を行うもの

　○　青色灯自主防犯活動事業補助金

　　　　（青パト登録台数）　　　　（補助金額）
　　　　　１台～　５台　　　　　１５，０００円／年
　　　　　６台～１０台　　　　　３０，０００円／年
　　　　１１台～　　　　　　　　６０，０００円／年

事 業 費 855             

財 源 内 訳

青色灯自主防犯活動事業補助事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　交通事故防止及び交通安全教育の推進のため，交通安全出前教室及び自動車学校を活用する
参加・体験・実践型の交通安全教室を実施するもの

　○　保育園，幼稚園，学校，高齢者クラブ等における交通安全教室

　○　自動車学校における高齢の運転免許保有者，自転車運転者及び歩行者向けの実践・体験
　　型交通安全教室
　　【対象者】
　　　・　運転免許保有者：６５歳以上６９歳以下の高齢者
　　　・　自転車運転者，歩行者：６５歳以上の高齢者

事 業 費 1,353          

財 源 内 訳

防災安全課

 交通安全教育普及啓発事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,632           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

7 ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,893           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                609,400     32,600         

事 業 概 要

　
　市内の全世帯を対象に，防災行政情報を屋内において聴くことができる環境等の整備を図る
もの

　○　戸別受信機整備　　整備計画：約１１，６００台

事 業 費 642,000      

財 源 内 訳

防災行政無線デジタル化整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　災害時に避難呼びかけ等を行う際の安全確保を図るために，ヘルメット及びジャンパーを自
主防災組織の会長，副会長等へ配布するもの

　○　ヘルメット　：　各自主防災組織の会長，副会長及び班長へ配布

　○　ジャンパー　：　各自主防災組織の会長及び副会長へ配布

事 業 費 9,893          

財 源 内 訳

自主防災組織防災用品整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　災害応急対策時において，地区災害対策詰所従事職員の補助業務等を行う防災サポーターを
委嘱し，市民と協働して防災対策を行うもの

　○　人　　員　　６７人（本土地域：各詰所ごとに１人，甑島地域：各詰所ごとに２人）

　○　主な業務　　①　地区災害対策詰所従事職員の補助業務
　　　　　　　　　②　がけ地近接等危険住宅調査の支援業務
　　　　　　　　　③　防災行政無線モニター業務
　　　　　　　　　④　防災サポーター研修会等への参加

事 業 費 2,632          

財 源 内 訳

防災サポーター制度

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③

補助率 国 県 ５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,346         1,754           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,890           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,800           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　交流人口の拡大を図るため，甑島を市内外の高等教育機関（大学等）の学外活動の場として
提供し，甑島の住民も参加した公開講座等を行うもの

事 業 費 1,800          

財 源 内 訳

こしきアイランドキャンパス事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　より市民の立場に立った行政サービスを提供するため，施策ごとの成果指標を設定し，課題
解決の達成度を定量的に把握し，客観的に評価しながら，その先の施策を展開していく仕組み
の導入に向けた研修を実施するもの

事 業 費 2,890          

財 源 内 訳

施策評価研修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ ■

事 業 概 要

　都市ブランドの構築やシティセールスの推進により，都市としての一層の魅力向上を目指す
ための取り組みや，活力と豊かさを感じるゴールド集落の創出を目指した全市的な取り組みな
ど，本市の地域づくりを市内外に広く情報発信するためのフォーラムを開催するもの

　○　講演

　○　パネルディスカッション

　○　特別企画　など

事 業 費 3,100          

財 源 内 訳

企画政策課

まちのチカラ創造フォーラム実施事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,865           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１２ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,370           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 ４．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

8,100         46,472         

事 業 概 要

　
　本市の人口増加及び均衡ある発展を図るため，市内への転入・定住者に補助するもの

　○　定住住宅取得補助金
　　　　住宅を建築し，定住するものに対して補助金を交付
　　　　…甲地域：１５０万円，乙地域：１００万円，丙地域：３０万円の額に，
　　　　　子育て・市内業者加算を合算した金額

　○　定住住宅リフォーム補助金
　　　　住宅をリフォームし，定住するものに対して補助金を交付
　　　　…工事費の５０％
　　　　　ただし，甲地域：１００万円，乙地域：７０万円，丙地域：２０万円の額が上限

　○　新幹線通勤定期購入補助金
　　　　本市に転入し，新幹線で通勤するものに対して補助金を交付
　　　　…営業キロ１００ｋｍ未満：１万円，１００ｋｍ以上２００ｋｍ未満：１万５千円，
　　　　　２００ｋｍ以上：２万円

事 業 費 54,572        

財 源 内 訳

定住促進補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　定住に関する情報発信や問合せ等について，一元化したサービスを提供するとともに，定住
促進のための施策を推進するもの

　○　定住に関する相談対応や各種定住情報を提供する窓口業務

　○　倶楽部通信やメールマガジンの作成・配布，ＨＰの更新

　○　各種移住セミナー等への参加

事 業 費 3,370          

財 源 内 訳

定住支援センター事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　全国の離島の中学生たちが，野球を通じた交流により，島の良さや誇りを持ってもらうこと
で，将来の島の担い手としての人材育成と活性化を図るため，全国離島振興協議会等が後援し
ている「全国離島交流中学生野球大会」に甑島の中学校から選抜チームを編成し，参加するも
の

　○　開催日時　平成２４年８月

　○　開催場所　東京都　八丈島

事 業 費 2,865          

財 源 内 訳

全国離島交流中学生野球大会

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                16,080         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                35,014         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                102,000      

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 新エネルギー対策課

事 業 概 要

　新エネルギービジョンに基づき実施する事業を推進するため基金を設置するもの

事 業 費 102,000      

財 源 内 訳

次世代エネルギー推進基金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　持続的経済発展を達成するために，地域一体となって新エネルギー導入に取り組むための方
向性や施策等を記載した新エネルギービジョンを策定するもの

　○　新エネルギービジョン策定業務委託（ビジョン・行動計画）

　○　新エネルギービジョン策定検討委員会の開催

　○　関係省庁との協議及び各種事業実施のための企業訪問等

事 業 費 35,014        

財 源 内 訳

新エネルギービジョン策定事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　ゴールド集落への定住促進の活性化を図るため，ゴールド集落に転入又は転居し，自治会に
加入した者に対して補助するもの

　○　１人当たり：６万円
　　　　　　　　　※転入者又は転居者が１８歳未満の場合，１人につき１０万円を加算

事 業 費 16,080        

財 源 内 訳

ゴールド集落定住促進補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                20,750       1,172           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                17,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,398           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 行政改革推進課

事 業 概 要

　原子力発電施設に関する知識の普及，啓発及び原子力発電施設の安全対策に関する関係機関
との連絡調整を行うため，広報安全対策事業を実施するもの

　○原子力発電施設に関する知識の普及，啓発
　　・市民対象の川内原子力発電所等見学会：６回（夏休み親子見学会，市民団体見学会）
　　・職員対象の原子力関連講座，原子力防災に関する現地研修
　　・原子力広報「薩摩川内」：年４回発行（Ａ４サイズ，８ページ，３８，０００部）
　
　○原子力発電施設の安全対策に関する連絡調整
　　・県原子力安全対策連絡協議会：年４回（４月・７月・１０月・１月）
　　・市原子力安全対策連絡協議会：年４回（５月・８月・１１月・２月）
　　・国，県，関係機関との連絡調整：随時

事 業 費 21,922        

財 源 内 訳

事 業 概 要

　
　限られた経営資源を最大限に活用することを目的に，事務事業の整理・合理化に取り組み，
諮問機関である行政改革推進委員会において事務事業の外部評価を行い，その結果を今後の予
算編成や事務事業の展開に反映させるもの
　
　○　事務事業外部評価作業（行政改革推進委員会）
　　　１０回開催（事前協議，評価作業，結果まとめ）

事 業 費 1,398          

財 源 内 訳

事務事業外部評価

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　総合窓口支援システムの開発・稼動に伴い，本庁舎２階窓口部門を市民が快適に利用するこ
とができるよう，ユニバーサルデザインに配慮した空間，各課ごとに案内（サイン）板の色分
け，待合場所，優しさや温もりのある明るい空間，情報セキュリティ及びプライバシー等に配
慮した窓口を構築するもの

　○　ローカウンター化（市民課等２階窓口部門）

　○　プライバシー保護（プライバシー間仕切り兼案内表示板）

事 業 費 17,000        

財 源 内 訳

総合支援型窓口構築事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ ■

広報安全対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 原子力対策課
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                16,280         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１ ①

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                104,419      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１ ①

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                90,741         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ コミュニティ課

事 業 概 要

　
　市民の生活環境の整備促進及びその他地域社会の振興発展を図るため，地区コミュニティ協
議会が，行政との緊密な連携を図るために自主的に行う地域活動に対して補助するもの

　○　対象団体　　４８地区コミュニティ協議会

　○　対象経費　　自主的な地域活動と運営に要する経費

事 業 費 90,741        

財 源 内 訳

地区コミュニティ支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　地域社会の発展と明るく住みよい地域をつくるための基礎的な自治組織である自治会が，行
政との緊密な連携を図るために自主的に行う地域活動に対して補助するもの

　○　対象団体　　　５８８自治会

　○　対象経費　　　自主的な地域活動と運営に関する経費

事 業 費 104,419      

財 源 内 訳

自治会活動支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　本来有している地域の力を再び創造し，安心して住み続けられる地域づくりを進めるため，
ゴールド集落である自治会やゴールド集落を抱える地区コミュニティ協議会に対して，補助す
るもの
　また，市民活動団体や特定非営利活動法人等が行う，ゴールド集落の活性化や課題解決に向
けた公共的な支援活動に対して補助するもの

　○　ゴールド集落重点支援地区補助金
　○　ゴールド集落自主活動支援補助金
　○　ゴールド集落支援地区コミュニティ協議会活動補助金
　○　ゴールド集落支援市民活動補助金

事 業 費 16,280        

財 源 内 訳

ゴールド集落活性化事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 ７／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

8,050         3,450           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,000         　                 

事 業 概 要

　
　共生・協働によるまちづくりを進めるために，設立間もない団体の活動の活性化を支援する
とともに，ＮＰＯ法人やボランティア団体等が行う公共的な活動に対して補助するもの

　○　設立・運営に係る補助
　　　　補助率　　　１年目：３／４補助　２年目：１／２補助　３年目：１／３補助

　　　　対　象　　　ボランティア団体，ＮＰＯ法人等を対象

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

市民活動促進補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　ボランティア団体との市民活動の交流・連携の促進と市民活動団体を運営するリーダー等の
人材育成のため，社会福祉協議会のボランティアセンター事業の運営に対して補助するもの

　○　ボランティアセンター設置数　８箇所（社会福祉協議会本庁と７支所）

　○　ボランティア登録団体　　　　１１２団体
　
　○　登録者数　　　　　　　　　　５，００４人

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

ボランティアセンター事業運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　児童・生徒の安全な通学を確保するため，自治会の挟間等の通学路で必要な箇所に防犯灯を
設置するもの

　○　設置基数　２００基
　　　　　　　　※平成２２年から平成２４年度の３年間で５００基程度設置予定

事 業 費 11,500        

財 源 内 訳

通学路防犯灯設置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 新設2/3･改修1/2 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

263,003     15,344         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２７ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                143              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２７ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                19,265         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 情報政策課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 広報室

事 業 概 要

　市民に行政情報・まちの話題・お知らせ等を定期的に情報発信するもの

　○　月２回発行　１０日号（２８ページ），２５日号（８ページ）
　　　　　　　　　部数　　３９，０００部

事 業 費 19,265        

財 源 内 訳

広報薩摩川内発行業務

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　市民の多様な意見や要望を適切に市政に反映させるために，各地域等に出向き意見交換会を
開催するもの

　○　平成２４年度開催　市内６会場（予定）

事 業 費 143             

財 源 内 訳

意見交換会開催業務

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　
　地上デジタルテレビ放送への移行に伴い発生した放送が受信できない新たな難視地域の解消
を図るため，地上デジタルテレビ放送を受信する共聴施設の新設及び改修費の一部を補助する
もの

　○　市内の新たな難視地域で共聴施設の新設及び改修が必要となる地域
　　　３６地域　６２５世帯（うち６地域は平成２３年度で事業実施）

　【参　考】市内全体の新たな難視地域（平成２４年１月２３日現在）
　　①　高性能アンテナ対策（個人で対応・市の補助対象外）１８０地域
　　②　既設共聴加入対策（同上）　　　　　　　　　　　　　１４地域
　　③　共聴新設・改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　２３０地域（１，３９５世帯）

事 業 費 278,347      

財 源 内 訳

難視聴地域解消事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                15,595       　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,110         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                11,711       8,595           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 市民課

事 業 概 要

　消費者行政活性化基金を活用し，消費者行政の充実を図る。

　　○　相談窓口の機能強化
　　　　　事務用機器の設置
　　○　消費生活相談員等レベルアップ
　　　　　独立行政法人国民生活センター等の研修会への参加支援
　　○　消費者の教育・啓発
　　　　　消費生活講座の開催，出前講座の開催，啓発用パンフレット等の作成

事 業 費 2,110          

財 源 内 訳

消費者行政活性化基金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　住民基本台帳ネットワークシステムやＩＣカード標準システムの運用により，住民サービス
の提供と住民の利便性の向上を図るもの。

　　○　住民基本台帳カードの普及率（平成２３年１２月末現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９．８９％（１９，９４７枚）

事 業 費 20,306        

財 源 内 訳

住民基本台帳ネットワークシステム事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　鹿児島県市町村交通災害共済へ加入し，交通事故により被害を受けた加入者の救済を図るも
の。

　　〇　対　　象　　全市民
　　〇　共済掛金　　加入者１人当たり，年間５００円
　　〇　共済期間　　４月１日（中途加入は掛金納入の翌日）から年度末まで
　　〇　災害見舞金　１等級（１，０００千円）から９等級（２５千円）まで

事 業 費 15,595        

財 源 内 訳

交通災害共済事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                28,800       7,421           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                11,200       2,579           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                12,000         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 環境課

事 業 概 要

　最終処分場の適正な管理をするため，水質やガスの発生状況等を調査するもの

　○　一般廃棄物最終処分場監視調査業務委託

　○　一般廃棄物最終処分場閉鎖事業に関る調査業務委託

事 業 費 12,000        

財 源 内 訳

最終処分場適正管理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　施設の延命化や故障の軽減等，施設の適正な維持管理，運転管理，公害防止対策を講じるた
め，ダストコンベア取替工事等，精密機能検査等で指摘された損傷の著しい設備を改修するも
の

　○　ダストコンベア取替工事
　○　公害監視装置取替工事
　○　給塵装置レール交換及びバグフィルター天板枠補修工事
　○　バーナー整備
　○　灰固化施設歩廊補修工事
　○　給塵装置耐火物補修工事

事 業 費 13,779        

財 源 内 訳

下甑クリーンセンター設備改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　施設の延命化や故障の軽減等，施設の適正な維持管理，運転管理，公害防止対策を講じるた
め，公害監視装置取替工事等，精密機能検査等で指摘された損傷の著しい設備を改修するもの

　○　公害監視装置取替工事
　○　煙道バイパス取替工事
　○　漂着ごみ焼却炉取付工事
　○　バーナー整備
　○　受入供給設備ごみクレーン整備

事 業 費 36,221        

財 源 内 訳

上甑島クリーンセンター設備改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 40 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

 　 3,000           

事 業 概 要

　入来・祁答院地域のし尿収集業務の円滑な運営を図り，市民サービスの向上に寄与するた
め，し尿収集料金を助成するもの

　○　し尿処理助成事業（平成２４年度～）

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

し尿処理助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　下甑環境センターの良好な運転状況を維持するため，施設設備の修繕を行うもの

　○　シーケンサ取替修繕 ほか

事 業 費 7,000          

財 源 内 訳

下甑環境センター維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　土砂崩れの恐れのある法面の補強を実施し，適正な施設の維持管理を行うもの

　○　工事予定箇所　３箇所　（約４００㎡）
　　※危険度の高いところから，年次的に実施する。

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

川内芸ノ尾第１墓地安全対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,408           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                30,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                20,000       30,000         

事 業 概 要

　森林の施業促進等と風力発電事業の推進を目的に林道寄田青山線外６線を整備するもの（特
別枠分担金徴収条例を制定し，基本協定等により民間事業者との経費分担を定める）

事 業 費 50,000        

財 源 内 訳

環境施設周辺整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　地球温暖化対策として，住宅用太陽光発電設備等を導入する市民に対し，導入経費の一部を
補助することにより，新エネルギー利用・省エネルギーを促進し，地球にやさしい環境の整備
を図るもの

　○　住宅用太陽光発電設備・・・１２５件分

　○　エコカー・・・・・・・・・　５３台分

　○　電動アシスト自転車・・・・１００台分

事 業 費 30,000        

財 源 内 訳

地球にやさしい環境整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　ラムサール条約登録湿地となっている藺牟田池を保全するため，環境調査，ビオトープの維
持管理，外来魚対策等を実施するもの

　○　環境調査：水底質調査，気象調査等

　○　ビオトープ維持管理

　○　外来魚対策：外来魚回収

　○　ヤナギ伐採

事 業 費 7,408          

財 源 内 訳

藺牟田池環境保全対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                358,124     246,598      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                70,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                119,600     64,402         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 環境施設整備室

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 川内クリーンセンター

事 業 概 要

　汚泥再生処理センター施設整備に伴う各事業を実施するもの
　
　○　汚泥再生処理センター施設整備事業
　　　　川内環境センター解体工事
　　　　進入路測量設計委託
　　　　進入路（市道部）修繕工事等
　
　○　汚泥再生処理センター維持管理運営事業
　　　　施設維持管理運営委託
　　　　運営モニタリング業務委託

事 業 費

事 業 概 要

　川内クリーンセンター焼却施設，粗大ごみ処理施設及び最終処分場の維持補修を行うもの

　○　焼却施設　　　　　燃焼室耐火物・ロストル修繕，１号空気予熱器更新等

　○　粗大ごみ処理施設　切断式破砕機・回転式破砕機修繕等

　○　最終処分場　　　　埋立地雨水対策シート補修，水処理設備修繕等

事 業 費 184,002      

財 源 内 訳

川内クリーンセンター維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　川内クリーンセンター最終処分場の延命化を図るため，焼却主灰・不燃残渣等（甑島分を含
む）を外部処分委託するもの

　○　最終処分場焼却主灰等処分業務委託

事 業 費 70,000        

財 源 内 訳

最終処分場延命化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

604,722

財 源 内 訳

汚泥再生処理センター施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                39,903         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                24,673       67,759         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                10,500         

事 業 概 要

　
　少子化対策の一環として，不妊・不育治療を受ける夫婦の経済的負担の軽減を図るため，治
療に要する費用の一部を助成し，子どもを産み育てやすい環境づくりを推進・支援するもの
【平成２４年度より，不育治療費助成及び不妊・不育治療に係る甑島地域旅費助成を追加】
　
　　○　対象者　　不妊・不育治療をしている夫婦
　　○　助成内容　年度当たり２０万円を限度に通算５年間にわたり不妊治療に要した経費の
　　　　　　　　　一部を助成する
　　　　　　　　　年度当たり１０万円を限度に通算５年間にわたり不育治療に要した経費の
　　　　　　　　　一部を助成する
　　　　　　　　　不妊・不育治療にかかる甑地域旅費を助成する
　　○　対象治療内容　体外受精，顕微授精，人工授精，タイミング療法，排卵誘発法
　　　　　　　　　　　医師が認めた不育治療

事 業 費 10,500        

財 源 内 訳

コウノトリ支援事業（不妊・不育治療費助成事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　安心して子育てできる環境をつくり，妊娠・出産に伴う経済的負担を軽減するため，妊婦健
康診査にかかる費用を公費で負担するもの
　
　　○　対象者　妊婦

　　○　内容　　１妊娠につき１４回分

事 業 費 92,432        

財 源 内 訳

妊婦健康診査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 市民健康課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

財 源 内 訳

川内環境センター

川内環境センターし尿等処理槽清掃事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　平成２４年４月から川内汚泥再生処理センターが稼動することに伴い，川内環境センターは
廃止するため，廃止に伴う各槽（し尿等処理槽）の汚泥除去等の清掃を実施するもの
　
　○　清掃実施対象槽 ： ２０槽

事 業 費 39,903        
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                864            1,648           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

540              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

945            946              

事 業 概 要

　
　虐待防止の観点から，全ての乳児のいる家庭を母子保健推進員等が生後４ヵ月までに訪問
し，子育て支援に関する情報提供を行うとともに，乳児及びその保護者の心身の状況及び養育
環境の把握や助言を行い，支援が必要な家庭に対しては市の保健師が適切なサービス提供を行
うもの

事 業 費 1,891          

財 源 内 訳

こんにちは赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　思春期の子どもたちが「性」について正しく理解し，生命の大切さ，人に対するいたわりの
心等を学び，行動できるようにするため，助産師・保健師等が各小・中学校を訪問し，児童生
徒及び保護者等を対象に性教育（いのちの教育）を実施するもの

事 業 費 540             

財 源 内 訳

カンガルー事業（いのちをはぐくむ性教育）および思春期教育

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　甑地域の妊婦の経済的負担を軽減するため，島外での妊婦健康診査時の旅費，宿泊費と出産
に備えての旅費，宿泊費及び緊急移送費の一部を助成するもの
　
　　○対象者　　甑地域の妊婦
　　○助成内容　妊婦健康診査受診時の旅費（１回３，４００円・９５，２００円が限度）
                妊婦健康診査受診時の宿泊費（１泊５，０００円・２泊が限度）
　　　　　　　　出産に備えての旅費（１回３，４００円・６，８００円が限度）
　　　　　　　　出産に備えての宿泊費（一泊５，０００円・５泊が限度）に３分の２を
　　　　　　　　乗じた額
　　　　　　　　緊急移送費（１０万円が限度）に３分の２を乗じた額

事 業 費 2,512          

財 源 内 訳

こしき子宝支援事業（甑地域妊婦健康診査旅費等助成事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,291         125            11,969         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

7,377         341            112,440      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                600            　                 

事 業 概 要

　
　社会問題として自殺が増えていることから，地域自殺対策緊急強化事業により対面型相談支
援事業や人材養成事業，普及啓発事業等を行い，自殺予防に取り組むことを目的とするもの

　○　事業内容　　対面型相談支援事業：臨床心理士によるこころの健康相談（定期）
　　　　　　　　　人材養成事業　　　：自殺対策関係者連絡会（2回）
　　　　　　　　　普及啓発事業　　　：自殺対策強化月間のお知らせ（広報誌），こころの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講演会等

事 業 費 600             

財 源 内 訳

自殺対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　死因別死亡で大きな数を占める各種がん検診を実施し，がんの早期発見・早期治療を行うも
の
　
　○事業内容　各種がん検診　（胃・大腸・肺・子宮・乳・前立腺）を市内全域で実施

　　※がん検診推進事業については，子宮がん検診・乳がん検診・大腸がん検診の特定の年齢
　　　に達した者を対象に検診料の無料化を実施するもの（平成21年度より継続）
　　※1年生検診は，初めてがん検診の対象年齢に達する人について，負担金を無料とするも
    　の（平成22年度より継続）
　　※乳がん検診は，対象年齢を40歳から30歳代へ引き下げ実施している（平成23年度より
　　　継続）

事 業 費 120,158      

財 源 内 訳

がん検診事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市民の青壮年期からの健康づくりのために各種事業を実施し，健康増進に資するもの

　○事業内容　　健康手帳の交付
　　　　　　　　健康相談
　　　　　　　　健康教育
　　　　　　　　訪問指導
　　　　　　　　骨粗鬆症検診・一般健診・歯周疾患検診

事 業 費 15,385        

財 源 内 訳

健康増進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ４．５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

64,638       65,319         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,027         2,513         8,344         4,224           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

476            238            　                792            400              

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　高齢者が介護保険について理解し，ボランティア活動を通じ介護予防に自主的に取組むこと
を目的とし，高齢者の社会参加を促し，介護予防に向けた取り組みが主体的になされる地域社
会を構築するもの
　○　事業内容　４０歳以上の者が，指定された事業所等でボランティア活動を行うとポイン
              トが付与され，当該ポイントは「介護予防ボランティア転換交付金（年間上限
　　　　　　　５，０００円）」に換金し，次年の介護保険料に利用できる事業。平成２２年
　　　　　　　度より、一人暮らし高齢者へのボランティア活動もポイントの対象に追加す
　　　　　　　る。
             【平成２４年度より，対象者を４０歳以上(２号被保険者)にも拡大】
　○　社会福祉協議会に業務委託して実施する。

事 業 費 1,906          

財 源 内 訳

　介護予防ボランティア事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　要介護状態となる恐れのある高齢者が生活機能を維持または改善し、介護状態になることを
予防するために、運動機能・栄養改善・口腔機能向上の教室を実施するもの。
　○　対象者　　二次予防の対象者（６５歳以上で基本チェックリストにより把握された者）
　○　実施時期　７月～３月
　○　教　　室　市内１２会場（保健センター等）及び市内スポーツ施設と介護保険施設
　　　　　　　１クール１２回（期間３ヶ月）
　○　対象人数　各会場２０人程度(保健センター等）
　　　　　　　スポーツ施設と介護保険施設については、受け入れ可能な人数（３～１０人程
              度）

事 業 費 20,108        

財 源 内 訳

二次予防高齢者通所型事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　髄膜炎・子宮頸がんの発症を抑えるため，ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がんワクチンの接
種を実施するもの

　○　ヒブワクチン：１回当たりの接種費用　手技料3,300円+医療材料4,725円=8,025円
　　　　　　　　接種回数　１歳：初回３回(４～８週間隔)→追加接種おおむね１年後１回
　○　小児用肺炎球菌ワクチン：１回当たり接種費用　手技料3,300円+医療材料7,130円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　=10,430円
　　　　　　　　接種回数　１歳：初回３回(４～８週間隔)，追加接種おおむね６０日
　　　　　　　　　　　　　　　 以上で１回
　○　子宮頸がんワクチン：１回当たり費用　手技料3,300円+医療材料12,600円=15,900円
　　　　　　　　接種回数：１回接種後，１ケ月後に１回，５～６ケ月後に１回の計３回

事 業 費 129,957      

財 源 内 訳

ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がんワクチン予防接種事業(感染症予防対策事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,432         716            2,378         1,204           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,059         2,029         6,739         3,410           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,157         1,578         5,241         2,652           

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　高齢者の閉じこもりや認知症を予防するために、若いときに馴染んだ趣味活動を活かして、
仲間づくりが出来る教室の開催を高齢者クラブ連合会等に業務委託することにより、組織活動
の活性化も目的とするもの

　○　事業内容　高齢者クラブ連合会及びＮＰＯ法人等に業務委託して実施する。
　○　対象者　　６５歳以上の高齢者
　○　開催時期　通年（毎月１～３回程度とし、地域の実状に応じて開催する）
　○　講　　座　陶芸・麻雀・料理・囲碁・将棋・手品・ちぎり絵・リハビリダンス等１５講
              座

事 業 費 12,628        

財 源 内 訳

楽らく元気づくり支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　比較的元気な高齢者が生活機能を維持または改善し、介護状態になることを予防するため
に、運動機能向上を主体として栄養・口腔・認知症予防を含めた教室を実施するもの
　
　○　対象者　　６５歳以上の高齢者者
　○　実施時期　７月～３月
　○　教　　室　本土地域１０会場（保健センター等）及び甑地区１４会場
　　　　　　本土地域３６回または１８回，甑地区６回または１２回
　○　対象人数　各会場２０～３０人(保健センター等）

事 業 費 16,237        

財 源 内 訳

一次予防高齢者通所型事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　高齢者の介護予防を推進するために、介護予防を推進する地域のリーダーを育成し、地区コ
ミュニティや自治会単位で、地域の高齢者を対象とした教室を開催するもの

　○　事業内容　①リーダー養成のための講座(全８回)及び育成のための研修会(３回×３会
                場)
　　　　　　　　②リーダーによる地域の介護予防教室開催（３０会場）
　○　開催時期　通年（②については毎月１回または隔週１回開催）

事 業 費 5,730          

財 源 内 訳

介護予防事業リーダー育成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                258              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                115              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                14,680         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 地域医療対策課

事 業 概 要

　一次救急医療体制を支援するもの

　○　救急医療適正受診啓発事業　適正受診啓発用チラシ（４０，０００部）
　　　　救急医療の適正受診を啓発し救急医療体制の健全維持
　○　在宅当番・救急医療情報提供実施事業
　　　　休日又は夜間における一次救急医療体制の確保及び住民への救急医療知識の普及啓発
　○　薬局休日当番事業【新規】
　　　　休日における薬局休日当番事業の円滑な運営及び体制の確保
　○　川内地域一次救急医療体制運営事業
　　　　川内地域における一次救急医療の円滑な運営及び体制の確保
　○　小児救急医療支援体制運営事業
　　　　小児救急医療体制の維持と充実

事 業 費 14,680        

財 源 内 訳

　一次救急医療体制支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　甑島地域医療従事者等奨学資金貸与事業の貸与者を対象に，貸与者が資格取得後に甑島地域
の保健医療福祉関係施設へ確実に従事するよう，貸与期間中に甑島保健医療福祉（民間施設含
む。）の各施設を視察するもの

　　○　対象者数　５名

事 業 費 115             

財 源 内 訳

　関連施設従事希望者現地視察事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　診療所職員の医療技術の向上を図るための実務指導，意見交換等を実施するもの

　○　看護師研修事業　１回
　　　　　看護職員の技術の向上と職員間の連携を図るため，指導・意見交換会を開催

　○　医薬品等管理指導事業　１回×５箇所
　　　　　薬剤師による医薬品の管理指導及び医師等への情報提供等

　

事 業 費 258             

財 源 内 訳

　診療所職員スキルアップ事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県 ２/３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                4,140         26,301         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                10,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,600         3,900           

　二次救急医療体制支援事業

項　　目
Ａ

事 業 概 要

一体化躍動ＰＰ 新　規

　二次救急医療体制を支援するもの

　○　病院群輪番制病院運営事業
　　　　救急医療機関及び救急患者搬送機関との円滑な連絡体制のもと，休日及び夜間にお
　　　　ける入院治療を要する重症救急患者の医療の確保
　　　　　補助対象：川内市医師会（川内地域で実施・運営する医療機関）
　○　共同利用型病院運営事業
　　　　拠点となる薩摩郡医師会病院における入院治療を要する重症救急患者の医療の確保
　　　　　補助対象：薩摩郡医師会（さつま地区で実施・運営する薩摩郡医師会病院）

　甑島地域医療従事者等奨学資金貸与事業

項　　目
Ａ

事 業 概 要

一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

項　　目
Ａ

事 業 概 要

一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 費 30,441        

財 源 内 訳

　周産期医療等運営事業

　安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを推進するため、地域周産期母子医療
センターとして認定されている済生会川内病院の周産期医療体制の維持を補助するもの

　○　周産期医療等運営補助金（平成２２年度～）

　　※　周産期とは，妊娠後期から新生児早期までお産にまつわる時期を一括した概念をい
　　　い，この時期に母体・胎児・新生児を総合的に管理して，母と子の健康を守るのが周
　　　産期医療

　
　甑島地域における医療福祉専門職の確保のため，奨学資金を貸与するもの
　
　○　対　　象　　医　　師：１名　最大１２年間
　　　　　　　　　看護師等：１名　最大　４年間
　○　条　　件　　卒業後，甑島地域の医療機関・福祉施設（民間含む。）に従事
　　　　　　　　　（ただし，甑島に就業先がない場合は本土の医療機関へ勤務可能）
　○　返還免除　　医師貸与期間６年以下３年間・６年超５年間従事，看護師等５年間従事

　　【参考】　平成２２年度　債務負担行為設定分　１，２００千円
　　　　　　　平成２３年度　債務負担行為設定分　１，８００千円

事 業 費 5,500          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                900              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,545           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,431           

　代診医確保事業

一体化躍動ＰＰ 新　規

　鹿島診療所医師確保事業

項　　目

臨時医師確保事業

項　　目
Ａ

事 業 概 要

一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

項　　目
Ａ

事 業 概 要

一体化躍動ＰＰ 新　規

　
　※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計
　
　下甑手打診療所における後継者育成のための指導医の確保を行うもの

　○　受　　入　　下甑手打診療所　　１か月×２人

　○　派 遣 元　　関係病院等

事 業 概 要

　
　※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計
　
　自治医科大学卒業医師（義務年限）の医師派遣受入医療機関について１人当たり年間９００
千円を負担するもの
　
　○　自治医科大学卒業医師派遣負担金　　鹿島診療所　１人

事 業 費 900             

財 源 内 訳

　
　※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計
　
　医師が学会等により，診療所を不在とする際に代診医を確保するもの

　○　受　　入　　里・上甑・鹿島・下甑手打・下甑長浜診療所

　○　派 遣 元　　県立北薩病院（鹿児島県へき地医療支援機構）

　○　受入回数　　２２回

事 業 費 3,545          

財 源 内 訳

事 業 費 1,431          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,371           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                8,400           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 0/4・1/2 県 3/4・1/4

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

34,841       311,968     705,524      

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 保険年金課

事 業 概 要

　
　国民健康保険対策事業に関する事務を行うもの

　○　国民健康保険対策事業事務経費
　　　　　職員給与費・共済費，事務消耗品，職員の各種研修会への出会，業務委託，各種証
　　　　　（保険証）の印刷等
　○　国民健康保険事業特別会計繰出金（ルール分）
　　　　　国保財政安定化支援事業繰出金，保険国保基盤安定負担金繰出金，出産育児一時金
　　　　　繰出金等
　○　国民健康保険事業特別会計繰出金（ルール外分）
　　　　　財源不足が見込まれるが，国民健康保険税の大幅な引き上げは加入者への負担が大
　　　　　きいことから，一般会計から補てんする繰出金（２億５千万円）

事 業 費 1,052,333   

財 源 内 訳

国民健康保険対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

画像遠隔読影事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計

　より的確な診断が行え高度な医療を実現するため，診療所で撮影したＣＴ及びＸ線画像を放
射線科の専門医へ読影を依頼し診断を行うもの

　○　画像読影業務委託，画像遠隔読影装置保守点検業務委託

事 業 費 1,371          

財 源 内 訳

診療業務支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計

　安定的な医師確保及び住民への安定的な医療サービス体制を図るため，下甑長浜診療所・下
甑手打診療所への診療業務支援を行うもの

　○　社会医療法人博愛会相良病院及び社会医療法人白光会白石病院

事 業 費 8,400          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                525            625              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県 3/4

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                287,615     1,397,295 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                22,609       15,365         

事 業 概 要

　
　後期高齢者医療に係る保健事業に関する事務

　○　長寿健診事業
　○　重複・頻回受診者訪問指導事業
　○　人間ドック・温泉保養補助事業
　　　　※本年度より人間ドック補助に「ＰＥＴ健診」を追加
　○　いきいき教室（筋膜マッサージ）

事 業 費 37,974        

財 源 内 訳

後期高齢者医療対策事業（保健事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　後期高齢者医療事業に関する事務を行うもの

　○　鹿児島県後期高齢者医療広域連合に係る負担金（運営・保険給付等）
　　　　法定負担：1/12　薩摩川内市負担割合：6.14％
　
　○　後期高齢者医療保険料に対する保険基盤安定繰出金（県：3/4）

　○　薩摩川内市元気高齢者表彰事業に係る経費

事 業 費 1,684,910   

財 源 内 訳

後期高齢者医療対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　老人保健医療制度については，平成２０年３月で廃止となったが，医療機関からの再請求等
に対する経費を一般会計に計上するもの

　※　平成２３年３月３１日　老人保健医療事業特別会計を廃止

事 業 費 1,150          

財 源 内 訳

老人保健医療対策費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,828         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 4.3/10 県 0.7/10

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,535,867  520,022     6,187,585  1,832,230 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 １／３ 県 １／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

20,955       49,130       11,145       89,616         

事 業 概 要

　
　※国民健康保険事業特別会計
　
　国民健康保険事業の健全な運営を確保し，もって市民の社会保障及び健康増進の向上に寄与
することを目的とし特定健診・保健指導及び保健事業等を実施するもの

　○　特定健診保健指導事業，疾病予防事業，医療費適正化特別対策事業等の実施
　　・特定健診審査等実施計画策定
　　・人間ドック事業　※本年度より人間ドック補助に「ＰＥＴ健診」を追加

事 業 費 170,846      

財 源 内 訳

国民健康保険事業（保健事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　※国民健康保険事業特別会計

　国民健康保険事業の健全な運営を確保し，保険給付事業等の円滑な実施を図るもの

　○　保険給付（８５億円），各種納付金等

　【参考】　平成２３年１２月末現在
　　　　　　　・加入世帯数：１４，９８２世帯
　　　　　　　・被保険者数：２２，７１２人

事 業 費 12,075,704 

財 源 内 訳

国民健康保険事業（給付事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　緊急雇用創出事業のスキームを活用し，緊急雇用創出事業のうち重点分野（医療）に該当す
る事業を実施するもの

　○　国民健康保険
　　・特定健診事業（直接実施：雇用予定人員１人）
　○　後期高齢者医療保険
　　・後期高齢者医療保険料徴収特別対策事業（直接実施：雇用予定人員１人）

事 業 費 1,828          

財 源 内 訳

医療保険特別対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                384,663     701,707      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,600           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,000           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 障害・社会福祉課

事 業 概 要

　
　※後期高齢者医療事業特別会計

　○　保険料の徴収対策
　○　保険料の納付事務（鹿児島県後期高齢者医療広域連合へ）

　【参考】・平成２４・２５年度の保険料率
　　　　　　　　　　所得割（現行）　　８．６３％→（改定）　　９．０５％
　　　　　　　　　　均等割（現行）４５，９００円→（改定）４８，５００円
　　　　　・被保険者数　１６，１３３名　保険料徴収（特別徴収７０％，普通徴収３０％）

事 業 概 要

　
　障害者に対し,障害者自立支援法による障害福祉サービス及び地域生活支援事業による費用
給付事業に要した費用に係る自己負担金の一部を助成するもの

　　○助成割合
　　　　一般１（市民税所得割１６万円未満）４割
　　　　一般２（市民税所得割１６万円以上）２割

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

障害者福祉サービス等自己負担額助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　災害発生時あるいは災害が発生するおそれがある時，災害に関する情報の提供や避難行動な
どの支援体制を築き，災害時要援護者の避難支援を行うもの

　○　対象者 ６５歳以上の独居高齢者，障害者，介護が必要な方,自力で避難することの困難
　　　な方等
　○　避難行動要支援者登録申出の発送,受理及び台帳・個別支援計画作成
　○　自主防災組織,自治会,地区コミュニテイ協議会,消防団,民生委員,避難等補助者等
　　　支援を行う関係機関及び団体への情報（個別支援計画）提供

事 業 費 2,600          

財 源 内 訳

災害時要援護者避難支援制度事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 費 1,086,370   

財 源 内 訳

後期高齢者医療事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,800           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

791,210     395,605     125            395,480      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                132,500     132,500      

事 業 概 要

　
　重度の心身障害者の医療費を助成し経済的支援を行うもの
　
    ○対象者
　　　　身体障害者手帳１・２級所持者
　　　　身体障害者手帳３級かつ療育手帳Ｂ１所持者
　　　　療育手帳Ａ１・Ａ２所持者
　　　　助成対象者数　２，８３０名

事 業 費 265,000      

財 源 内 訳

重度心身障害者医療費助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害者の自立を図るため，障害者の障害福祉サービス費，自立支援医療（更生医療費）,
療養介護医療費の給付を行うもの
　
　　○利用者数
　　　　障害福祉サービス　　　７００名
　　　　補装具給付　　　　　　３２０名
　　　　自立支援医療費　　　　３００名
　　　　療養介護医療費　　　　　２０名

事 業 費 1,582,420   

財 源 内 訳

障害者（児）自立支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害者の日常生活及び社会活動の利便を図るため障害者がタクシー等を利用した場合にそ
の利用に係るタクシー等料金の一部を助成するもの
　　○対象者
　　　　重度身体障害者（１・２級）及び知的障害者（Ａ，Ａ１，Ａ２）並びに精神障害者
　　　　保健福祉手帳（１級）所持者，同一世帯に普通自動車免許保持者がいない身体障害
　　　　者手帳，療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を所持する障害児
　　○協力機関　１６タクシー事業所,福祉有償運送事業所(市社会福祉協議会下甑支所)
　　　　　　　　甑島定期航路船
　　○助成限度額　１０，０００円／年（５００円 ２０枚）

事 業 費 7,800          

財 源 内 訳

福祉タクシー等料金助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,500           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ３／４ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

39,563       13,188         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

36,058       18,029       133,144      

事 業 概 要

　地域で生活する障害者・障害児及びその家族の日常生活を支え，ニーズに応じた利便性の高
いサービスの提供を行うもの
　
　　○事業内容
　　　　相談支援事業〔成年後見制度利用支援事業(※)〕，コミュニケーション支援事業，
　　　　日常生活用具給付等事業，移動支援事業，地域活動支援センター事業，訪問入浴
　　　　サービス事業，更生訓練費，施設入所者就職支度金給付事業，日中一時支援事業，
　　　　生活サポート事業，社会参加促進事業　等
       　（※）は平成２４年度新規事業

事 業 費 187,231      

財 源 内 訳

地域生活支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　常時特別の介護を要する身体障害者等に対し経済的支援を行うもの
　
　　○対象者
　　　　特別障害者手当　１２５名
　　　　経過的福祉手当　　　８名
　　　　障害児福祉手当　　６９名

事 業 費 52,751        

財 源 内 訳

特別障害者手当等給付事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害者の重度心身障害者医療費助成の申請にかかる負担を軽減し，また，回収業務を障害
者団体へ委託することにより，障害者の自立支援と収益事業の確保を目的とするもの
　
　　○対象地域
　　　　市内の医療機関（医科，歯科），保険薬局
　　○回収団体
　　　　ＮＰＯ法人薩摩川内市手をつなぐ育成会
　　　　ＮＰＯ法人若あゆ作業所

事 業 費 1,500          

財 源 内 訳

障害者医療費助成申請書回収事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                928            12,333         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                41,775       2,800         38,970         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,000           

事 業 概 要

　
　児童発達支援センター及び児童発達支援事業を受けた場合の利用料について全額を助成し，
早期療育の促進及び子育て支援を図るもの（給食費を除く）

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

つくし園利用者負担金等助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害児への日常生活における基本的動作の指導及び集団生活適応訓練を行うもの
　※平成２４年度から，実施主体が県から市へ移行

　　　児童発達支援センター　定員４０名

事 業 費 83,545        

財 源 内 訳

つくし園指定管理運営委託事業（児童発達支援センター分）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害児への日常生活における基本的動作の指導及び集団生活適応訓練を行うもの
　
　　　児童発達支援事業施設　実利用定員　　１０名
　　　　　　　　　　　　　　延利用者数　３００名

事 業 費 13,261        

財 源 内 訳

つくし園指定管理運営委託事業（児童発達支援事業分）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,408           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                84                

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                14,016         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 高齢・介護福祉課

事 業 概 要

　
　はり・きゅう・マッサージ等の施術料の一部を助成し，高齢者の健康保持・増進を図るもの

　○対象年齢　　　満６５歳以上
　○助成限度額　　４８，０００円（８００円×６０枚）

事 業 費 14,016        

財 源 内 訳

はり・きゅう・マッサージ等施術料助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　独居高齢者等の熱中症を防止するため，かねてから虚弱な高齢者宅を訪問する地域包括支援
センター等に配布するもの

　○地域包括支援センター・在宅介護支援センター・介護認定訪問調査員へ８０個を配布

事 業 費 84               

財 源 内 訳

熱中症計購入事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　長寿を祝福して敬老金・敬老記念品及び特別敬老金を支給するもの

　　①敬老金等
　　　８８歳（１万円）・・・・・６００人
　　　１００歳以上（１万円）・・・７７人
　　　最高齢者（２０万円）・・・・　１人

　　②特別敬老金
　　　１００歳（５万円）・・・・・４８人

事 業 費 9,408          

財 源 内 訳

敬老金等支給事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                41,940         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                82,848         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                122            3,162           

事 業 概 要

　高齢者世話付住宅に居住する高齢者世帯に対し，生活援助員の派遣を行い，入居者の生活
面・健康面での安心を確保するもの

　○対象者　高齢者世話付住宅に居住する
　　　　　　①６０歳以上の一人暮らし高齢者
　　　　　　②夫婦のみの高齢者世帯（いずれかが６０歳以上）
　　　　　　③６０歳以上の高齢者のみの世帯，その他市長が必要と認めた世帯

　○住宅数　川内地域　１箇所（２９戸）　　入来地域　１箇所（１０戸）

事 業 費 3,284          

財 源 内 訳

高齢者住宅等安心確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　食事の配食を行うことにより食生活の改善を図り，併せて安否確認を行うもの
　○対象者　①６５歳以上で一人暮らしの虚弱高齢者
　　　　　　②６５歳以上の者のみで構成される世帯の虚弱高齢者
　　　　　　③その他市長が必要と認める虚弱高齢者

　○自己負担金　４５０円／１食

事 業 費 82,848        

財 源 内 訳

高齢者訪問給食サービス事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　公共交通運賃及び公衆浴場での入浴料について助成を行い，高齢者の日常生活及び利便性の
向上を図るとともに，閉じこもりの防止や社会参加を促すもの

　○対象年齢　　　満７０歳以上
　○助成限度額　　４，０００円（１００円×４０枚）

事 業 費 41,940        

財 源 内 訳

高齢者おでかけ支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,576         23,270         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,151           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                636            6,984           

財 源 内 訳

緊急通報体制整備事業

事 業 概 要

　住み慣れた家庭や地域の中で，地域の人々が安心して生活ができるように，健康・福祉に関
する情報提供等を行いながら，必要時に支援する体制を図るもの

　○アドバイザー数　　６２５人

事 業 費 7,620          

健やか支援アドバイザー事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　虚弱な一人暮らし高齢者等緊急通報装置を貸与し，高齢者の安全を確保するもの

　○対象者　①おおむね６５歳以上の虚弱な一人暮らし高齢者等
　　　　　　②その他市長が必要と認める者

　○設置済数　４５７台　（平成２４年１月１日現在）

事 業 費 6,151          

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　高齢者に対する介護支援機能・居住機能・交流機能を提供できるよう配慮された施設の運営
経費

　○対象者　①６５歳以上の高齢者
　　　　　　②６５歳以上の夫婦のみの世帯
　　　　　　③６５歳以上で家族による援助を受けることが困難な高齢者
　　　　　　上記の者で独立して生活することに不安のある者
　○施設数　川内地域　１箇所（１０室）　里　地域　１箇所（１５室）
　　　　　　鹿島地域　１箇所（１０室）

事 業 費 26,846        

財 源 内 訳

生活支援ハウス運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １０／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,000         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                83,280       358,956      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 ３/４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                975            325              

事 業 概 要

　身体的・環境的・経済的理由により，居宅において養護を受けられない高齢者を，養護老人
ホームに入所の措置を行うもの

　○対象者　概ね６５歳以上の高齢者

　○施設数　市内　　３施設（１６７人）
　　　　　　市外　１０施設（４８人）
　　　　平成２４年１月１日現在

事 業 費 442,236      

財 源 内 訳

老人ホーム入所措置事業

市民後見推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　低所得で生計が困難である者について，介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が，
その社会的な役割に鑑み，利用者負担を軽減することにより，介護保険サービスの利用促進を
図るもの

　○　軽減割合　　　　利用者負担の４分の１（老齢福祉年金受給者は２分の１）
　○　対象者数　　　　１００人
  ○　対象サービス　　（介護予防）訪問介護，夜間対応型訪問介護，（介護予防）通所介護
　　　　　　　　　　　（介護予防）認知症対応型通所介護，（介護予防）短期入所生活介護
　　　　　　　　　　　（介護予防）小規模多機能型居宅介護，介護老人福祉施設，地域密着
　　　　　　　　　　　　　　　　　型介護老人福祉施設入所者生活介護

事 業 費 1,300          

財 源 内 訳

社会福祉法人等利用者負担額軽減措置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　認知症高齢者等の増加に伴い専門職後見人が不足することから，その補完と地域福祉の支援
体制の強化を図ることを目的に地域における市民後見人を養成するとともに，支援体制を整備
するもの

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                500              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 　 　

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,200           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                141,600     　                 

事 業 概 要

　高齢者が介護が必要となっても住み慣れた日常生活圏域において生活を継続することができ
るよう，日常生活圏域ごとに定めた市町村整備計画に基づく介護サービス基盤の整備に対し補
助するもの

　○　認知症対応型共同生活介護事業所　４施設

　○　施設開設準備経費　　　川内地域　２施設
　　　　　　　　　　　　　　甑島地域　２施設

事 業 費 141,600      

財 源 内 訳

介護基盤緊急整備等特別対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　甑島地域で提供される訪問介護に係る利用者負担を一部軽減するもの

　○　軽減割合　　　　利用者負担額１０％　→　６％（４％軽減）

　○　対象サービス　　甑島地域において提供される介護保険の訪問（予防含む）系サービス

　○　軽減対象者　　　甑島地域で対象サービスを利用する本市の要介護（要支援）認定者

事 業 費 1,200          

財 源 内 訳

甑島地域における訪問介護に係る利用者負担軽減事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　負担の公平性（地域格差の是正），介護サービスの利用促進を図るため，甑島地域で提供さ
れる訪問介護・訪問介護・福祉用具貸与の特別地域加算に相当する利用者負担を軽減するもの

　○　軽減割合　　　　特別地域加算（サービス費用の１５％）×１０％

　○　対象サービス　　甑島地域において提供される介護保険の訪問（予防含む）系サービス

　○　軽減対象者　　　特別地域加算のついた対象サービスを利用する本市の要介護（要支
　　　　　　　　　　　援）認定者

事 業 費 500             

財 源 内 訳

特別地域加算に係る介護保険利用者負担軽減事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 63 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                75              25                

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                41,153         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                20              117,899      

事 業 概 要

　
　介護保険法の規定に基づく介護認定審査会の審査判定業務並びに要介護認定及び要支援認定
に関する事務を行うもの

　○　介護認定審査会委員報酬　　：１合議体５名×１２合議体
　○　介護認定訪問調査嘱託員報酬：１８人
　○　主治医意見書作成手数料
　○　介護認定支援システムリース料（平成２４年１月から）
　○　介護認定支援システム保守料

事 業 費 117,919      

財 源 内 訳

介護認定審査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　養護老人ホーム甑島敬老園の指定管理委託料

　○入所者数　５０人

事 業 費 41,153        

財 源 内 訳

養護老人ホーム甑島敬老園指定管理委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　障害者施策によるホームヘルプサービス事業においては，所得に応じた費用負担となってい
たことから，当該ホームヘルプサービス事業を利用していた低所得者の障害者であって，介護
保険制度の適用を受けることになった者等について，利用者負担の軽減措置を講じることによ
り，訪問介護サービスの継続的な利用の促進を図るもの（障害者自立支援法からの制度移行措
置対象者に限る）

　○　対象者数　　　　　制度移行措置対象者５人

　○　利用者負担割合　　０％（全額免除）

事 業 費 100             

財 源 内 訳

障害ホームヘルプサービス利用者支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 64 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,419           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 20/100 15/100 県 12.5/100 17.5/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

2,673,997  1,530,774  4,050,183  1,504,609   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 39.5/100 県 19.75/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

21,358       10,679       14,827       11,356         

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　二次予防事業対象者が要介護状態等になる事を予防するため，介護予防事業その他の適切な
事業を包括的かつ効率的に行うもの

　＊二次予防事業対象者とは，要介護状態等となるおそれの高い虚弱な状態にあると認められ
る６５歳以上の者

事 業 費 58,220        

財 源 内 訳

介護予防ケアマネジメント事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　介護保険法に基づく保険給付事業の円滑な実施を図るもの

　○　居宅介護サービス費　　　（４，３５０，９００千円）
　○　施設介護サービス費　　　（４，０３４，９７９千円）
　○　介護予防サービス費　　　　　（５７６，７１８千円）
　○　審査支払手数料　　　　　　　　（１２，２２３千円）
　○　高額介護サービス費　　　　　（２３９，０３４千円）
　○　高額医療合算介護サービス費　　（２５，０００千円）
　○　特定入所者介護サービス等費　（５２０，７０９千円）

事 業 費 9,759,563   

財 源 内 訳

介護保険給付等事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　介護給付の適正化に関する事務を行うもの

　○　介護給付サービス計画点検業務嘱託員報酬：１人

　○　地域密着型サービス運営委員会に関する経費

事 業 費 2,419          

財 源 内 訳

介護給付適正化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 39.5/100 県 19.75/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

11,706       5,853         5,853         6,224           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 39.5/100 県 19.75/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,431         2,215         25,722       2,359           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 39.5/100 県 19.75/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

35              17              17              21                

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　センターの適切な運営，公正・中立性の確保その他センターの円滑かつ適正な運営を図るた
め，運営協議会を積極的に活用するもの

事 業 費 90               

財 源 内 訳

地域包括支援センター運営協議会

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　①家族介護用品支給事業
　　寝たきり又は重度の認知症で介護度の認定を受けている者
　②ねたきり老人介護手当
　③家族介護者交流事業

事 業 費 34,727        

財 源 内 訳

任意事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　地域の高齢者が，住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していく事ができるよ
うにするため，どの様な支援が必要かを把握し，地域における適切なサービス関係機関又は制
度の利用につなげる等の支援を行うもの

事 業 費 29,636        

財 源 内 訳

総合相談事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 39.5/100 県 19.75/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

39,471       19,735       19,735       20,987         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ３/４ 県 ７３条適用分

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,233,605  20,000       391,202      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １０/１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

2,846         1                  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 福祉課

事 業 概 要

　
　保護世帯における子どもの健全育成を図るため，日常生活の自立支援，養育支援，教育支援
など，幅広い支援を行うもの

　○　就学・子育て支援員　１人

事 業 費 2,847          

財 源 内 訳

就学・子育て支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　生活に困窮する住民に対し，その困窮の程度に応じ，その最低限度の生活を保障するととも
に，その自立を助長するために必要な保護を行うもの
　
　生活扶助　　　459,192千円 　　　住宅扶助　　 88,792千円
  教育扶助  　　 12,348千円　　　 介護扶助　　 25,326千円
  医療扶助 　 1,043,455千円  　　 出産扶助　　  1,199千円
　生業扶助 　　   5,324千円　　　 葬祭扶助 　　 2,199千円
  施設事務費等　　6,972千円

【参考指標　平成２３年１１月】保護世帯：752　保護人員：1,012　保護率：10.20‰

事 業 費 1,644,807   

財 源 内 訳

生活保護事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　高齢者が安心して地域で暮らし続けられるよう，圏域ごとに支所を持つ薩摩川内市社会福祉
協議会に地域包括支援センターの業務を委託するもの

事 業 費 99,928        

財 源 内 訳

地域包括支援センター支援業務委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,654         1,655           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

500              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                14,766       9,384           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 子育て支援課

事 業 概 要

　
　保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに，児童の健全な育成及び資質の向上に寄与
するため，病気やその回復期の児童を一時的に預る事業を行うもの

　○　実施箇所：１カ所【医）九十九会：ぐうちょきぱー】

事 業 費 24,150        

財 源 内 訳

病児・病後児保育事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　ファミリー・サポート・センターの活動（子育ての手伝いをしてほしい方（おねがい会員）
と子育てのお手伝いをしたい方（まかせて会員）との会員同士の助け合いを行う会員組織）に
対し利用助成を行い，活動の活性化を図るもの

　○　現行の平日時間３０分３５０円の活動費を，お願い３００円，おまかせ４５０円とし，
　　差額を助成する。
　○　その他の日時間については３０分４５０円を，お願い３５０円，おまかせ５５０円と
　　し，差額を助成する。

事 業 費 500             

財 源 内 訳

ファミリー・サポート・センター活動助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　子育ての手伝いをしてほしい方（おねがい会員）と子育てのお手伝いをしたい方（まかせて
会員）との会員同士の助け合いを行う会員組織を支援することにより，子育てをする者が仕事
と家庭の両立と安心して働くことができるように会員の家庭での保育事業を支援するもの
　
　○　会員の募集：ホームページ・チラシ等の配付による広報活動（随時）
　○　講習会開催：おねがい会員（月１回程度），まかせて会員（年４回程度）
　○　活動の調整：相互援助活動の調整（随時）

　（H23.12.31現在）
　おねがい会員：２８３人，まかせて会員：１１６人，両方会員：７９人

事 業 費 3,309          

財 源 内 訳

ファミリー・サポート・センター事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

599            211            600              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,700           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                109,201     54,602         

事 業 概 要

　○　休日保育事業　１，３３１千円【実施予定施設：１カ所】
　　　　就労形態の多様化に対応するため，日曜日・休日等の保育を行うもの

　○　延長保育促進事業　１６２，４７２千円【実施予定施設：２９カ所】
　　　　保育所において，１１時間の開所時間の前後の保育需要に対応するため，定数外の保
　　　育士を１名以上加配するもの
　　　　また，１１時間の開所時間の前後に，保育士を２名以上配置し，さらに３０分以上の
　　　保育を行うもの

事 業 費 163,803      

財 源 内 訳

保育対策等促進事業（県補助金対象事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　３歳未満の未就園児等と母親が親子でリフレッシュ体操等を実施するとともに，母親達に交
流の場を提供し，さらに子育てに関する講演会等も開催し，母親の育児への不安や子育て負担
の軽減を図るもの
 
　○　川内地区，樋脇地区，上・下甑地区での開催

事 業 費 3,700          

財 源 内 訳

育児リフレッシュ事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　○ショートステイ事業
　　　児童の保護者が社会的な事由により，一時的に家庭において養育できない場合等に
　　７日以内の期間を児童養護施設等に委託して実施するもの
　
　○トワイライトステイ事業
　　　児童の保護者が仕事等の事由により，帰宅が恒常的に夜間にわたるため，生活指導
　　や家事の面で困難を生じている場合，児童養護施設に通所させて生活指導，夕食の提
　　供等を行うもの

　実施予定施設：４カ所【市内３カ所の児童養護施設と鹿児島市の母子生活支援施設と契約】

事 業 費 1,410          

財 源 内 訳

子育て支援短期利用事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,333         667              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

19,800       19,800         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

11,390       11,390         

事 業 概 要

　　保育の実施の対象とならない就学前児童であって，保護者の傷病・災害・事故，育児
　等に伴う心理的・肉体的負担の解消等により緊急・一時的に保育が必要となる児童を保
　育所で保育するもの

　○　一時預かり事業　２２，７８０千円【実施予定施設：２１カ所】

事 業 費 22,780        

財 源 内 訳

保育対策等促進事業(交付金事業)

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　子育て家庭等に対する育児相談等を行うもの

　○　地域子育て支援センター事業　３９，６００千円
　　　　センター型（６日～７日型）５カ所

事 業 費 39,600        

財 源 内 訳

児童環境づくり基盤整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　障害児受入のための施設整備を行うもの
　
　○　保育環境改善事業　２，０００千円【実施予定施設：２カ所】

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

保育環境改善事業（県補助金対象事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                31,700         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,330         142            1,972         4,203           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

172,000     344,000      

事 業 概 要

　父母の離婚等により父又は母と生計を共にしていない児童の父母，または身体に重度の障害
がある児童の父，あるいは母に代わってその児童を養育している方に対して，児童の健やかな
成長を願って手当を支給するもの
　
　全部支給‥‥41,550円
　一部支給‥‥9,810円～41,540円
　対象児童が2人の場合：5,000円加算　3人目以降：3,000円加算する。
 上記の金額は支給対象者及び扶養義務者（同居者）がいる場合は，その扶養人数・所得状況に
より所得制限額があり，支給額の一部，全部が支給停止になる場合もある。
　

事 業 費 516,000      

財 源 内 訳

児童扶養手当給付事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　保護の必要な女性の相談に応じ必要な指導・支援や，家庭における人間関係の健全化及び児
童養育の適正化等，家庭児童福祉の向上を図るための相談，指導援助の充実を行うもの

　○　保護の必要な女子からの相談や家庭内における児童虐待等の問題ケースが増大している
　　ため，「地域活性化交付金基金」を活用し，女性・家庭生活支援相談員の相談体制の充実
　　を図るもの

事 業 費 7,647          

財 源 内 訳

女性・家庭児童相談事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　○　保育所地域活動事業　１５，５００千円【実施予定施設：２４カ所】
　　　　保育園が世代間交流事業・育児講座等地域と連携して行う事業に補助するもの

　○　障害児保育事業　　　１６，２００千円【実施予定施設：１０カ所】
　　　　障害児の受入をする保育所に対して，人件費等を補助するもの
　
　※Ｈ２４年度より子育て支援交付金の一部一般財源化

事 業 費 31,700        

財 源 内 訳

保育対策等促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,664         2,832         2,834           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 支給区分による 県 支給区分による

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,260,290  271,802     271,803      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                41,184       20,593         

事 業 概 要

　○　放課後児童健全育成事業　　　　　５０，９４８千円
　　　　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校１～３年に就学している児童に対し，
　　　適切な遊び及び生活の場を与えて，その健全な育成を図るもの
　　　　・１５児童クラブ補助金（運営委員会運営型）

　○　放課後児童クラブ支援事業　　　　１０，８２９千円
　　　　放課後児童の安全・衛生対策と障害児を受入するクラブに対して補助を行うもの

事 業 費 61,777        

財 源 内 訳

放課後児童健全育成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から，中学校修了ま
での児童を対象に，一人につき３歳未満は月額15,000円，３歳から小学校修了前までは10,000
円（第３子以上は15,000円），中学生は10,000円を支給するもの
　・所得制限については６月分以降について適用される予定
　・支払月は６月，１０月，２月
　・子ども手当の一部として，児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし，児童手当
　分については，児童手当法の規定に基づき，国・地方・事業主が費用を負担する予定

事 業 費 1,803,895   

財 源 内 訳

子ども手当支給事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　夫からのＤＶ被害等からの避難先として，母子生活支援施設（鹿児島市等）に入所させるた
めのもの

事 業 費 11,330        

財 源 内 訳

母子生活支援施設措置費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,400           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                720              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,821         1,182         4,822           

事 業 概 要

　
　０歳から義務教育就学に至るまでの乳幼児のうち，保護者の労働，疾病等の理由により，昼
間家庭内での保育に欠ける乳幼児を，日々保護者の委託を受けて，養護し保育するもの
　
　　里保育所　定員３０名

　○　里保育所空調設備取替　　　７１８千円

事 業 費 10,825        

財 源 内 訳

へき地保育所運営委託料

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　○　児童クラブ設立支援事業補助金　２００千円
　　　　新たに児童クラブを立ち上げようとする地元運営委員会へ，設立に必要な費用の一部
　　　を補助するもの

　○　児童クラブ活動支援事業補助金　５２０千円
　　　　小規模校区において，当該校区に児童クラブが無い場合，近隣の児童クラブへ通所す
　　　るための交通費を助成するもの
　　　　また，民間施設等を利用して運営を行う団体へも助成を行うもの

事 業 費 720             

財 源 内 訳

放課後児童クラブ設立・活動支援事業補助（市単独）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　児童数の多少による運営・活動内容の不均衡を是正するため，登録児童数に応じた運営費
の補助を行うもの
　
　　　・児童数１０人～１９人：７００千円×２クラブ
　　　・児童数２０人～３５人：６００千円×６クラブ
　　　・児童数３６人～４５人：４００千円×６クラブ

事 業 費 7,400          

財 源 内 訳

放課後児童クラブ運営補助事業（市単独）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 約１／２ 県 約１／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

806,940     411,170     457,383     572,093      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,500         4,500           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 ３／４ 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

150            27,508       9,220           

事 業 概 要

　○　高等技能訓練促進費事業
　　　母子家庭の母の就業のための資格取得を促進するため，当該資格取得に必要な技能養成
　　訓練を受けた者に高等技能訓練促進費を支給するもの
　　　月額141,000円（非課税），月額70,500円（課税）

　○　自立支援教育訓練給付金事業
　　　母子家庭の母の就業のための能力開発を支援し，その就業を促進するため，就業に必要
　　な教育訓練を受けた者に自立支援教育訓練給付金を支給するもの
　　　受講のために支払った費用の20パーセントに相当する額
　　　4千円～10万円までの範囲で支給

事 業 費 36,878        

財 源 内 訳

母子家庭自立支援給付事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　保育施設の無かった下甑地区にへき地保育所を整備するもの
　　　　工事請負費，初度備品整備費
　
　　　　定員２０名

事 業 費 9,000          

財 源 内 訳

へき地保育所施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　０歳から義務教育就学に至るまでの乳幼児のうち，保護者の労働，疾病等の理由により，昼
間家庭内での保育に欠ける乳幼児を，日々保護者の委託を受けて，養護し保育するもの
　
　【施設数：保育所２７カ所，認定こども園２カ所】

　平成２３年度定員　２，０５５名　→　平成２６年度定員目標値　２,３３０名

事 業 費 2,247,586   

財 源 内 訳

保育所運営費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

27,391       29,949         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 一部1/2

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

47,120       325,505      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

31,958       　                 

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】
　
　市民ニーズの高い放課後児童クラブにおいて，新規雇用者に研修機会を与えることにより，
放課後児童指導員等として養成，資格取得させ，有資格者の確保を図るもの

　　○雇用人員　　１６人

事 業 費 31,958        

財 源 内 訳

放課後児童クラブ指導員育成事業（緊急雇用創出事業臨時特例基金事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　児童（１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで）の医療費について助成を行うもの

　○　平成２２年度より対象年齢の拡充（小学校就学前⇒中学校修了まで）
　　※県の補助要綱：小学校就学前児童の１月の医療費が3,000円を超えた分の1/2
　　　手数料　　　　　　　８，１５０千円
　　　手数料（拡大分）　　８，９６５千円
　　　補助扶助　　　　　８５，１３９千円
　　　単独扶助　　　　２６７，３７７千円

事 業 費 372,625      

財 源 内 訳

子ども医療費助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　母子・父子世帯及び父母のいない子どもを養育している家庭に医療費を助成するもの

　　※平成２４年度から申請手続きの簡素化を図る。
　　　　　　・手数料　　　２，５５６千円
　　　　　　・扶助費　　５４，７８４千円

事 業 費 57,340        

財 源 内 訳

ひとり親家庭等医療費助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                944            　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,452         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,000           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 農政課

事 業 概 要

　
　経営基盤の条件整備を支援し，経営の安定を図るため，農業・農村の現状が厳しい中で，今
後の地域を支える担い手（集落営農組織等）を育成し，共同大型農業用機械や施設を導入する
事業費の一部を補助するもの

　○　補助割合　事業費の１／２以内

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

新たな地域担い手育成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創出事業）】

　集落営農組織が経営規模拡大を行うに当たり，組織の経営発展を促すため，農作業繁忙期に
人材を雇用するもの

　○　雇用人員　３人

事 業 費 2,452          

財 源 内 訳

集落営農組織経営規模拡大支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創出事業）】

　第３期の中山間地域等直接支払交付金事業の円滑な推進を図るために臨時職員を配置し，地
域担い手の育成や高齢化集落に対する事務指導等を行うもの

　○　雇用人員　１人

事 業 費 944             

財 源 内 訳

中山間直接支払推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                600              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 55／100 県 27.5／100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                13,606       2,061           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,075           

事 業 概 要

　
　イノシシ等の被害から農産物を守るため，電気柵等の設置を補助するもの

　○　市単独事業　総事業費　１，０７５千円
　
　　＊　事業主体ごとの事業費
　　　　　市が１／３を補助，残りが地元負担
　　　　　対象農家：１戸以上
　　　　　対象面積：１，０００㎡以上
　　　　　ただし，概ね１ha以上の申請については市が２／３補助

事 業 費 1,075          

財 源 内 訳

鳥獣被害防止施設導入事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　鳥獣による農作物被害を防止し，農業経営の安定を図るため，鳥獣被害防止施設（防護柵）
に係る経費を補助するもの

　○　対象地区　２地区（祁答院町浦山仁田地区・原田木場ケ谷地区）
　　　　　　　総事業費　１６，４９５，０００円
　　　　　　（国：9,071千円，県：4,535千円，市：2,061千円，事業主体:828千円）

　　＊　事業の要件
　　　　　対象農家：３戸以上
　　　　　対象面積：概ね５ha以上

事 業 費 15,667        

財 源 内 訳

鳥獣被害対策実践活動促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　地域の特色ある営農の仕組みづくり及び活動促進に向けた話し合い活動や先進地視察等の取
組みをする事業者の活動を支援するもの

　○　１申請者上限１５万円以内

事 業 費 600             

財 源 内 訳

みんなでがんばる地域営農支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 77 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,550           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県 １／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,061         530              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                63,073       21,026         

事 業 概 要

　
　高齢化の進行する中，耕作放棄地の発生防止，多面的機能の確保及び担い手の育成を図るた
め，事業を導入するもの

　○　平成２３年度実績：５２集落協定

事 業 費 84,099        

財 源 内 訳

中山間地域等直接支払交付金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　作業効率の向上と生産コストの軽減を図るため，営農活動に取り組んできた祁答院地区の北
さつま米生産組合の機械導入経費を補助するもの

　○　北さつま米生産組合（祁答院地区）
　　　田植機６条　１台：総事業費３，１８４千円
　　　（県：１，０６１千円，市：５３０千円，事業主体：１，５９３千円）

事 業 費 1,591          

財 源 内 訳

農業・農村活性化推進施設等整備事業（産地づくり対策）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　農林業の振興や農村の活性化を図るために，意欲ある農家や組織が提案する実践的な活動に
対し，農業公社が活動経費の一部を助成する「公募型地域農業活性化事業」に補助するもの

　○　１申請者上限　１００万円
　　　農業公社事務費　　５万円

事 業 費 2,550          

財 源 内 訳

農業公社公募型地域農業活性化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,870           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,188           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                12,807       　                 

事 業 概 要

　
　戸別所得補償制度の円滑な実施のため，薩摩川内市農業再生協議会に対し補助するもの

　○　戸別所得補償制度協議会補助金

事 業 費 12,807        

財 源 内 訳

戸別所得補償制度協議会補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　地域農業の振興と農家支援を目的とした農業公社の運営について補助するもの

　○　農作業受委託事業
　
　○　農地利用集積円滑化事業
　
　○　新規就農者育成事業　等

事 業 費 6,188          

財 源 内 訳

農業公社運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　ゴールド集落における営農意欲の高揚と経営安定を図るため，電気柵等の設置に係る経費を
補助するもの

　○　施設設置費の２／３補助
　
　○　施設設置に係る人的支援補助

事 業 費 2,870          

財 源 内 訳

ゴールド集落鳥獣被害防止施設設置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,700           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,834           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                8,520           

事 業 概 要

　
　認定農業者を目指す就農希望者で，農業公社研修事業を受講する生徒を対象に，研修終了後
スムーズに就農できるように，農業公社研修期間中の生活支援を行うもの

　○　７期生（Ｈ24.4～Ｈ24.9）：　3名　2,520千円
　
　○　８期生（Ｈ24.4～Ｈ25.3）：　4名　6,000千円

事 業 費 8,520          

財 源 内 訳

新規就農支援金補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　ブランド化の推進及び生産性の高い農業の確立を図るため，農産物の販売促進活動を実施す
るもの

　○　薩摩川内市農産物販売促進協議会
　
　　　構成員　：ＪＡ北さつま・市・県・生産者団体
　
　　　活動内容：ＰＲ，地産地消，ふるさと便，加工農産物推進事業，
　　　　　　　  大消費地での消費地会議，試食宣伝活動　等

事 業 費 2,834          

財 源 内 訳

薩摩川内市農産物販売促進協議会負担金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　農林水産業と商工業が連携して産業祭を開催することで，市内産業の情報提供とそれぞれの
産業の大切さを認識してもらうとともに，市民参加のイベントとして開催するもの

　○　産業功労者等の表彰

　○　地域の郷土芸能等

　○　農産物販売コーナー

　○　各種紹介コーナー

事 業 費 3,700          

財 源 内 訳

産業祭開催事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                800              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                800            800              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                28,201         

事 業 概 要

　
　農家所得向上を図る経営改善を図るため，産地農業後継者を対象に，優良種苗，農業機械の
導入，農業施設整備及び小規模基盤整備に係る経費を助成するもの

　○　対象農家　２５戸
　
　○　補助率　　事業費の１／２以内

事 業 費 28,201        

財 源 内 訳

産地農業後継者支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　地球温暖化防止等に効果の高い営農活動に取り組む農業者等に対して直接支援を行うもの

　○　取組面積：４０ｈａ

　○　助成額　：４千円／１０ａ（県：２千円／１０ａ，市：２千円／１０ａ）
　
　　※　国は，農業者に４千円／１０ａを直接交付

事 業 費 1,600          

財 源 内 訳

農地・水・環境保全向上営農活動支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　甑農産物の地産地消を促進するため，甑から串木野新港までの輸送費に係る航路運賃の助成
を行うもの

　○　タマネギ　：６トン
　
　○　ジャガイモ：４２トン
　
　○　ソラマメ　：２トン

事 業 費 800             

財 源 内 訳

甑農産物地産地消促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                15,183         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 7／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                77,492       5,534           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,815         907              

Ｃ

事 業 概 要

　
　農業・農村の活性化を総合的に推進するため，農業施設整備を図るもの

　○　ぶどう棚施設整備　０．６８ｈａ
　　　総事業費：5,445千円　，県：1,815千円，市：907千円，事業主体：2,723千円

事 業 費 2,722          

財 源 内 訳

農業・農村活性化推進施設等整備事業

項　　目

事 業 概 要

　桜島降灰による農作物の被害を軽減・防止するため被覆施設等の整備を補助するもの

　○　きんかん被覆施設整備　０．２８ｈａ
　　　総事業費：32,406千円，県：22,682千円，市：1,620千円，事業主体：8,104千円

　○　ぶどう被覆施設整備　０．６８ｈａ
　　　総事業費：61,801千円，県：43,261千円，市：3,090千円，事業主体：15,450千円

　○　茶洗浄機　１基
　　　総事業費：16,499千円，県：11,549千円，市：824千円，事業主体：4,126千円

事 業 費 83,026        

財 源 内 訳

一体化躍動ＰＰ 新　規

活動火山周辺地域防災営農対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　農家の所得向上を図るため，経営改善を図る産地農業後継者以外の認定農業者等を対象に，
優良種苗，農業機械の導入，農業施設整備及び小規模基盤整備に係る経費の助成を行うもの

　○対象農家　１７戸

　○補助率　　事業費の１／３以内

事 業 費 15,183        

財 源 内 訳

産地農業活性化支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                4,735           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,512           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                8,500           

事 業 概 要

　
　地元産子牛の評価を高めていくため，血統，体形に優れた家畜を地元に残すことにより家畜
の改良を促進ししていくもの

　○　肉用牛（生産素牛）　郡子牛展示品評会で秀賞以上
　　　　 　　　　　　　　   保留＋スーパー          ：１５０千円／頭
　　　　 　　　　　　　　　 その他保留              ：１００千円／頭
　　　　 　　　　　　　　　 秀賞＋スーパー　        ：　７０千円／頭
　　　 　 　　　　　　　　　その他秀賞　　　　    　：　５０千円／頭
　○　種豚　　　　　　　　登記豚　　    　　        ：　１０千円／頭

事 業 費 8,500          

財 源 内 訳

優良家畜保留導入助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　甑地域の畜産農家の損失を軽減し経営の安定・向上を図るため，甑駐在の獣医師を確保し，
家畜診療，予防接種，分娩，繁殖障害治療等を行うもの

事 業 費 7,512          

財 源 内 訳

甑獣医師確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　畜産農家の所得向上を図るため，（社）薩摩川内市農業公社に業務委託し畜産指導員を甑地
域に配置することで，飼養管理技術指導を徹底し，また，経営状況の把握を行った上で制度資
金や資格取得の提案，獣医師と畜産農家との連絡調整等により甑地域の畜産振興に努めるもの

事 業 費 4,735          

財 源 内 訳

甑地域畜産指導事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 畜産課
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,350           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,596           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,236           

事 業 概 要

　
　子牛の生産性及び商品性の向上を図るために，ＪＡが運営する子牛預かり施設（キャトルセ
ンター）に預託された子牛価格の安定と事故発生時の損失の軽減を図るための支援を行うもの

　○　ＪＡ北さつま川内地区キャトルセンター：頭数割り
　　　　３００頭×５，０００円＝１，５００千円
　　　　　※ＪＡ及び預託農家も同額を負担
　
　○　ＪＡ北さつまさつま地区キャトルセンター：定額
　　　　薩摩川内市：必要額８，８００千円の９．７％＝８５０千円
　　　　　※さつま町：２７．８％，ＪＡ：３４．１％，預託農家：２８．４％を負担

事 業 費 2,350          

財 源 内 訳

子牛預かり施設管理事業運営補助事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　家畜伝染病予防法改正に伴う家畜伝染病発生防止のため車両消毒に必要な施設等の整備に係
る事業費の一部を助成するとともに家畜伝染病発生時に消毒等によるまん延防止対策が迅速に
行えるよう消毒薬を備蓄するもの
　
　○　車両消毒施設・動墳：２０万円を上限に事業費の概ね１/３を補助
 
  ○　消毒薬購入補助　２３６，０００円

事 業 費 2,236          

財 源 内 訳

家畜防疫対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　肉用牛生産農家の生産基盤の確立及び飼養管理の効率化に資するため，畜舎整備等の経費の
一部を助成するもの

　○　畜舎整備：５０万円を上限に国が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
　○　スタンチョン，換気扇，離乳ゲージ等：国が行う補助事業の補助残の概ね１／３
　　　を補助
　○　簡易堆肥舎：２０万円を上限に国が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
　○　堆肥舎：５０万円を上限に国が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
      但し，国県補助金を受けないものについては，事業費の概ね１／３を補助

事 業 費 5,596          

財 源 内 訳

畜産施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                50,084       3,575           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                20,522         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,108           

事 業 概 要

 
　農家所得の向上を図るため，５６歳以上の専業農家を対象に，施設整備，機械の導入に係る
経費に対して助成を行うもの
　
　○　対象農家　　１戸
　
　○　補助割合　　事業費の１/３以内

事 業 費 1,108          

財 源 内 訳

産地農業活性化支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　農家所得の向上を図るため，産地後継者（５５歳以下の認定農業者及び認定農業者を目指す
ものまたは，５５歳以下の後継者と共同経営を実施している農業者）を対象に，畜舎・堆肥舎
等の畜産用施設の新設・増改築，畜産用機械（中古機械含む）の導入に係る経費に対して助成
を行うもの
　
　○　対象農家　　１１戸
　
　○　補助割合　　事業費の１/２以内

事 業 費 20,522        

財 源 内 訳

産地農業後継者支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　火山活動による降灰の影響を軽減し，作業の効率化及び飼料作物の適期刈り取りによる良質
粗飼料の確保を図るため，共同機械等の導入を補助するもの

　○　導入機械　　トラクター，ロールベーラ，ラッピングマシン，ジャイロメーカ，
　　　　　　　　　ディスクモア，マニアスプレッダ等
　
　○　事業費　　　７１，５５４  千円
　　　　　　　　　（負担割合　　県：７０％　市：５％　 農家：２５％）
　
　○　組合数　　　５組合

事 業 費 53,659        

財 源 内 訳

活動火山周辺地域防災営農対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

- 85 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,950           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                800              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,840           

事 業 概 要

　
　飼料用稲（WCS）を水稲農家と畜産農家が連携して栽培・収穫することで作業の効率化と自給
飼料の確保を推進するためのモデル団地設置を補助するもの
　
　○　団地数　　８箇所
　
　○　要　件　　連坦している１ha以上の団地
 
　○　助成額　　２３０，０００円/団地

事 業 費 1,840          

財 源 内 訳

 自給飼料増産対策水田活用モデル事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　乳価低迷等による厳しい経営を緩和するため，酪農家に対し，県内外（自家保留を含む）か
ら乳用素牛を導入した場合，その費用の一部を助成するもの
　
　○　県外導入：1頭当たり　１００，０００円
　
　○　県内導入：1頭当たり　　５０，０００円
　
　○　自家保留：1頭当たり　　２０，０００円

事 業 費 800             

財 源 内 訳

乳用雌牛保留導入支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　枝肉価格低迷等で厳しい経営を緩和するため，肉用牛肥育農家に対し，薩摩中央家畜市場等
で肥育素牛を導入した場合，その費用の一部を助成するもの
　
　○　黒毛和種肥育農家：薩摩中央家畜市場において，肥育素牛を導入した場合に補助
　　　　　　　　　　　（１頭当たり１５，０００円　　５０頭上限）
　
　○　交雑種等農家　　：県内外より肥育素牛を導入した場合に補助
　　　　　　　　　　　（１頭当たり　５，０００円　　５０頭上限）

事 業 費 7,950          

財 源 内 訳

肥育素牛導入支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,100           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                　                22,539       8,532           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                　                28,904       10,618         

事 業 概 要

　
　肉用牛生産の中核となる経営体を育成すると共に，地域畜産の活性化を図るため，飼料基盤
の開発整備や農業用施設の整備等を行うもの

　○　負担割合　　　　国・県７２．５％，市７．５％，事業参加者２０％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ２１～Ｈ２６
　○　参加農家　　　　５戸
　○　事業費　　　　　１４，０００万円

事 業 費 39,522        

財 源 内 訳

畜産基盤再編総合整備事業（北薩地区）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　肉用牛生産の中核となる経営体を育成すると共に，地域畜産の活性化を図るため，飼料基盤
の開発整備や農業用施設の整備等を行うもの

　○　負担割合　　　　国・県７２．５％，市７．５％，事業参加者２０％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ１９～Ｈ２８
　○　参加農家　　　　３戸
　○　事業費　　　　　約１１，３００万円

事 業 費 31,071        

財 源 内 訳

畜産基盤再編総合整備事業（第３川薩地区）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

 
　肉用牛の改良を促進するため農家の繁殖雌牛の優秀な雌牛への更新の推進や離島というハン
ディのある甑島地域生産農家の厳しい経営を緩和するため，子牛の海上輸送に係る経費の助成
をするもの

　○　優良雌牛導入（繁殖牛更新推進）助成　　５０，０００円/頭

　○　子牛預かり施設航送料助成　　　　　　　　４，０００円/頭

事 業 費 2,100          

財 源 内 訳

こしき地域生産農家支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                　                7,779         7,577           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                614              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 ３．７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                7,042         11,884         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 林務水産課

事 業 概 要

　
  健全な松林への被害の拡大を防止するため，無人ヘリコプターによる薬剤の地上散布及び被
害木の伐倒駆除処理を行うもの
　
　○　薩摩川内市松林保全対策協議会の開催

　○  松くい虫被害木駆除事業（伐倒処理，くん蒸処理 ５００ ）

　○  松くい虫防除事業（地上散布２４ha）

事 業 費 18,926        

財 源 内 訳

松くい虫被害対策駆除事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　地域における竹材資源の有効活用やタケノコ生産者の所得向上を図るため，県の補助事業基
準に満たない箇所の竹林改良及び搬出路の路網整備を行う生産者に補助を行うもの

　○　竹林改良　２ha　　路網整備　５００ｍ

事 業 費 614             

財 源 内 訳

森のめぐみの産地づくり事業（市単独分）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　低コスト化による畜産業を促進すると共に地域活性化を積極的に推進するため，離島振興対
策地域である甑地域において，林地・草地及び遊休農地等を畜産的土地利に再編整備するもの
　
　○　負担割合　　　　国・県８５％，市７．５％，事業参加者７．５％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ２１～Ｈ２６
　○　参加農家　　　　３戸
　○　事業費　　　　　約１０，０００万円

事 業 費 15,356        

財 源 内 訳

草地林地一体的利用総合整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ６．５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                27,300       13,200       2,500           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                22,032       7,142           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                200            1,232           

事 業 概 要

　川内市漁協青壮年部が藻場の保全や再生を図るために取組む食害生物の除去や母藻の設置な
どの事業を支援するために，鹿児島県藻場・干潟保全対策協議会に負担するもの

　○　藻場のモニタリング　　２２ｈａ
　○　食害生物除去（ウニ）
　○　浮遊，堆積物の除去
　○　母藻の設置
　○　母藻の種苗投入

事 業 費 1,432          

財 源 内 訳

環境・生態系保全活動支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　経済的・社会的に厳しい状況にある離島（甑島地域）の漁業を再生するため，漁業者が中心
となって漁業の基盤となる漁場の生産力の向上や集落の創意工夫を活かした取り組みについて
，集落協定に基づき実施した集落に対し交付金を交付するもの
 
  ○　対象漁業集落　　　　　　　　８集落
  ○　対象漁業世帯数　　　　　２１０世帯
　○　交　付　金　　　　２８，５６０千円（１世帯当たり１３６千円）
　○　事　務　費　　　　　　　６１４千円

事 業 費 29,174        

財 源 内 訳

離島漁業再生支援交付金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　里地域の森林施業の促進を図るため，林道開設を行うもの

　○　路線名　森林管理道　開設　大平良線

　○　法面保護工　L＝７００m

　○　全体計画　　①延　　長　L＝２，２６０m
  　  　　　　　　②事 業 費  ５９４，０００千円
　　　　　　　　　③事業年度　平成１５年度～平成２４年度
　　　　　　　　　④利用区域　５０ha

事 業 費 43,000        

財 源 内 訳

農山漁村地域整備交付金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                315              

課　名

事業名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                23,525       109,247      

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 耕地課

事 業 概 要

　農業生産基盤整備のための農道・水路等の改良工事や維持修繕を行うもの

　○  主な事業内容
 
　　　　委託業務：幹線農道除草業務

　　　　工事　　：入来地区外暗渠排水工事，寺川内地区外水路改修工事
　　　　　　　　　里地区外農道舗装工事

事 業 費 132,772      

財 源 内 訳

市単土地改良事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　甑島漁協が水産加工６次産業化に取組む事業を支援するために，研修会，施設の検討及び販
路拡大活動を実施するもの

　○　商品開発
　
　○　販路拡大
　
　○　施設整備計画の検討

事 業 費 315             

財 源 内 訳

水産加工６次産業化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　水産物の地産地消と魚食の普及を図るために，甑島漁協と川内市漁協の魚介類を集め，川内
・甑とれたて市と薩摩川内・こしきお魚まつりを開催するために実行委員会に補助するもの
　
　
　○　川内・甑とれたて市　　　　　　１０月を除く年１１回実施＋街中開催３回程度
　
　○　薩摩川内・こしきお魚まつり　　１０月開催

事 業 費 6,000          

財 源 内 訳

薩摩川内市水産物消費拡大事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事業名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,000         34,901         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                30,900       30,487         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,400         56,184         

事 業 概 要

　
　網津排水機場外１８機場の施設管理及び施設維持補修を行うもの

　○　　主な事業内容

　　　　　工事：　永田排水機場自家用発電機取替（１台）

　　　　　修繕：　五代排水機場変圧器取替修繕　外

事 業 費 62,584        

財 源 内 訳

湛水防除施設管理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　県営事業により農業生産基盤及び農村生活環境基盤を整備するもの
　
　○  湛水防除事業（隈之城地区）
　    　第一機場電気設備工事
　○  農村振興総合整備事業(東郷中央地区)
 　   　鳥獣害防止柵，用排水施設，農道整備等
　○  中山間地域総合整備事業(祁答院地区)
　    　用排水施設，農道整備，鳥獣害防止柵等
　○  防災ダム事業（清浦地区)
　　　　テレメーター更新
  ○　農道保全対策事業（薩摩川内地区）
　    　実施設計，舗装工事等

事 業 費 61,387        

財 源 内 訳

農業施設県営事業負担金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　農道・農業用排水路等の維持管理を担う土地改良区の活動促進及び農地・農業用施設等の保
全向上活動を支援するもの

　○　　各土地改良区の運営費補助金
　　　　　薩摩川内市土地改良区，樋脇町小野土地改良区

　○    農地・水保全管理支払交付金事業の負担金
      　  共同活動３０地区・向上活動１２地区 約１，６００ｈａ

事 業 費 37,901        

財 源 内 訳

農業施設負担金補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                366              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                22,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                123,000      

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 費 366             

財 源 内 訳

一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　ハローワークと共同で就職支援のための窓口を設置し，求職者に情報提供やカウンセリング
等を行い就職支援に関する総合的な支援を行うもの

　○　相談窓口の設置（平成２１年５月　ハローワーク川内）

　○　求職活動プラン作成

　○　計画的求職活動の指導　　など

事 業 概 要

　商工業者の負担の軽減を図るため，制度資金及び運転資金を利用している事業者に対し，支
払利子に係る補助を行うもの

　○　融資額１，０００万円までの利子分について１００％補助
　
　○　補助期間：３年間

事 業 費 123,000      

財 源 内 訳

中小企業対策利子補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　経営改善普及，個別相談・指導及び新規事業や経営革新の相談，税務に関する指導等に係る
事業に対し補助金を交付し，商工業の振興を図るもの

　○　川内商工会議所　　　８，０００千円
　
　○　薩摩川内市商工会　１４，０００千円

事 業 費 22,000        

財 源 内 訳

商工振興課

商工会議所等指導事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

就職サポート事業

項　　目
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,634           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,000           

事 業 概 要

　中小企業の活性化や安定化を図るため，中小企業の社員研修費，製品宣伝活動経費，研究開
発経費，知的財産権申請経費にかかる経費の一部を補助するもの

　○　社員研修経費　　　　１/２以内　上限１０万円
　○　製品宣伝活動経費　　１/２以内　上限３０万円
　○　研究開発経費　　　　１/２以内　上限５０万円
　○　知的財産権申請経費　１/２以内　上限７０万円

事 業 費 1,000          

財 源 内 訳

中小企業元気づくり補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　新たな起業家の発掘や中小企業者の事業拡大促進を図るため，制度資金のうち，創業支援資
金，新事業チャレンジ資金，商店街活性化資金について，利子補助及び保証料補助を行うもの

　○　利子補助：融資額１，０００万円までの利子分について１００％補助
　　　　　　　（補助期間：３年間）

　○　保証料補助：融資額５００万円までの保証料について１００％補助

事 業 費 1,634          

財 源 内 訳

創業・チャレンジ支援補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　商工業者の負担の軽減を図るため，緊急保証制度による融資を受けた事業者に対し，信用保
証料の補助を行うもの

　○　融資額５００万円までの保証料について１００％補助

事 業 費 6,000          

財 源 内 訳

緊急保証制度保証料補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,900           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,730           

事 業 概 要

　継続的な農商工連携を行い、市内事業者の利益向上や雇用拡大を図るため、商工団体が行う
市内の農林水産事業者や加工業者と連携した特産品開発や販路拡大事業に補助を行うもの

　補助率１／２以内　○カタログやインターネットを活用した販売促進事業支援
　
　　　　　　　　　　○農産物加工品開発事業支援

事 業 費 5,730          

財 源 内 訳

農商工連携支援補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　ゴールド集落等買物不便地域を対象に買物弱者支援を図るため、モデル事業として、移動販
売車で食料品等（冷凍，冷蔵商品，日用品を含む）の販売を行う事業者に対し，補助を行うも
の

　○　初期投資助成金   補助率  １／３以内   上限３００万円

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

買物不便地域支援モデル事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　新たに，市内で生産される農林水産物を使用し，加工品を製造販売するため，新たに雇用を
創出する事業者に対し支援を行うもの

　○　施設・整備助成金　　補助率　１／２以内　上限２００万円

　○　雇用助成金　　　　　１人３０万円　    　上限１０人まで

事 業 費 2,900          

財 源 内 訳

農商工連携チャレンジ起業支援補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                12,863         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                112,734      

事 業 費 112,734      

中心市街地テナントミックス支援事業補助金

財 源 内 訳

コミュニティバス運行事業(本土地域)

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

  バス交通の空白・不便地域の解消を行いながら，市民の交通移動手段の確保及び市街地への
利便性の向上を図るもの

  ○  運行路線  くるくるバス，廃止代替バス，北部循環バス（川内地域）
                ゆったりバス（東郷地域）
                ゆうゆうバス（樋脇地域）
                祁答院バス
                入来デマンド交通
                市内横断シャトルバス(本土市内全域)

事 業 概 要

  株式会社まちづくり薩摩川内が行う複数の空き店舗を一括して借上げ，テナントに安価で貸
し付けるテナントミックス事業等について補助を行うもの

　Ａタイプ：複数店舗を一括借上げ，テナントに安価で賃貸

　Ｂタイプ：小規模飲食店集積事業計画の策定

事 業 費 12,863        

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　空き店舗等を活用し，新たに小売業等の開業を目指す商業者に対し，店舗改装経費の一部を
補助するもの（中心市街地以外）

　○　川内商工会議所管内　 １/２以内　上限額　５０万円

　○　薩摩川内市商工会管内 １/２以内　上限額　５０万円

事 業 費 1,000          

財 源 内 訳

商業者支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                79,800         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,674           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,360           

事 業 概 要

　
　地区コミュニティ協議会がデマンド運行をする場合に，その経費の一部を補助するもの

　○　運行経費　補助率１／２　上限１００万円

  ○  事務助成  上限３６万円(月額３万円)

事 業 費 1,360          

財 源 内 訳

地区コミ・デマンド運行モデル事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　レトロ調ボンネットバスを活用した定期観光バスを運行し，本市への観光客の誘客，観光ポ
イントへの交通機関の確保及び観光客，市民の利便性の向上を図るもの

　○ 運行日　　　土・日・祝日のみ運行

事 業 費 5,674          

財 源 内 訳

ボンネットバスを活用した定期観光バス運行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

  甑島地域において市営バスを廃止し，平成２４年４月１日からコミュニティバス等を運行
し，交通の空白・不便地域の解消を行いながら，市民及び観光客の交通移動手段の確保及び利
便性の向上を図るもの

事 業 費 79,800        

財 源 内 訳

コミュニティバス等運行事業(甑島地域)

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                22,914         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                4,495         18,465         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                134            55,639         

事 業 概 要

　
　川内港への物流システムの確立等を推進し，定期コンテナ航路の安定的継続や川内港の利活
用を図るもの
　
　○　コンテナ取扱量の増大のためのかごしま川内貿易振興協会補助金の拡充【新規】
　　　　●海外貿易促進市場調査事業
　　　　●市内産品貿易促進支援事業
　○　県内外貿易関係企業等へのポートセールス活動の実施
　○　川内港待合所管理委託

　　　【参考指標】　コンテナ取扱実績　　平成２３年　１２，３３４ＴＥＵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年　　８，８２８ＴＥＵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年　　７，０２６ＴＥＵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年　　７，８７１ＴＥＵ

事 業 費 55,773        

財 源 内 訳

川内港利活用推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　国際交流センター等の適切な維持管理等を図るもの

　○　国際交流センター指定管理料　　　等

事 業 費 22,960        

財 源 内 訳

国際交流施設等管理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

　
　市民レベルでの国際交流を推進するとともに，友好都市等との相互交流の充実を図るもの
　
　○　韓国昌寧郡との友好都市締結【新規】
　○　蘇州号による川内港臨時寄港事業の実施【新規】
　○　国際交流員招致事業の実施
　○　常熟市来日団受入
　○　国際交流協会運営の支援
　○　外国人留学生奨学金の支給

事 業 費 22,914        

財 源 内 訳

国際交流事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 企業・港振興課
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国  県  

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,687           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国  県  

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                51,500         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

939            6,579           

事 業 概 要

　
　本市における経済浮揚及び雇用機会の創出に資するため，県内外からの立地企業に対し企業
立地補助金等を交付し産業振興を図るもの
　
　○　企業立地促進条例に基づく助成
　　　　内訳：用地取得費補助　１件，施設設備費補助　１件，新規雇用奨励金　３件

事 業 費 51,500        

財 源 内 訳

企業立地促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ  

事 業 概 要

　
　本市における経済浮揚及び雇用の増大を図り，産業振興を推進するため，県内外からの企業
誘致を図るもの
　
　○　企業誘致ホームページの再構築【新規】
　○（仮称）企業チャレンジセミナーの開催【新規】
　　　　内容：講演会，ビジネスマッチング商談会等
　○　インターネットを活用した企業誘致情報ＰＲ
　○　企業訪問活動の実施（80社以上）

事 業 概 要

　
　甑島航路に関する島民の利便性の向上及び甑島旅客待合所施設の維持管理を図るもの

　○　甑島発（島民）運賃割引補助【新規】
　　　　　内容：島発（復路）１割引→（復路）２割引
　○　甑島旅客待合所施設管理
　○　フェリードック入渠期間中の生活物資運搬に係る経費の補助
　

事 業 費 7,518          

財 源 内 訳

甑島航路事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 費 9,687          

財 源 内 訳

企業誘致事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ  
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ３／１０ 県 １／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

180,000     60,000       199,500     31,796         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,000         4,693           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,500         5,986           

事 業 概 要

　トップセールスなどのＰＲ活動，特別販売等を行うもの

　○　トップセールス事業

　○　シティセールスＰＲ活動事業

　○　甑島セールス事業

　○　特別販売事業

事 業 費 7,486          

財 源 内 訳

観光・特産品・定住・セールス事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　シティセールスに関する情報発信，ＰＲ広告等を行うもの

　○　交通広告事業（ＪＲ博多駅，鹿児島空港，国内旅客機）

　○　ＣＳウェブサイト事業（ＣＳウェブサイト事業補助金）

事 業 費 7,693          

財 源 内 訳

シティセールス情報発信・広告事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ シティセールス推進課

事 業 概 要

　
　川内甑島航路開設に係る新高速船建造及び川内港待合所に関する整備を図るもの

　○　川内甑島航路新高速船建造
　○　川内甑島航路川内港待合所設計及び地質調査
　

事 業 費 471,296      

財 源 内 訳

川内甑島航路開設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,600         900              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                10,800         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,056           

事 業 概 要

　市民ぐるみのシティセールスを展開するため，シティセールスサポーターの活動支援を行う
もの

　○　シティセールスサポーター活動支援事業

事 業 費 2,056          

財 源 内 訳

シティセールスサポーター事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　シティセールスを通じた雇用を創出するため，市内経済団体９団体で協議会を組織し，甑島
を中心とした着地型ツーリズム商品の事業化及び販路開拓並びに農林水産加工品の商品化及び
販路開拓を行うもの

　○　雇用創造協議会事業（セミナー事業・商品開発事業）

　○　甑島ふるさと雇用再生事業

事 業 費 10,800        

財 源 内 訳

シティセールス雇用創造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　きゃんぱく等観光交流イベントの補助に係るもの

　○　ふるさと再発見地元もりあげ事業補助金

　○　薩摩川内スピリッツ・きやんせ博覧会補助金

　○　こしき島アクアスロン大会誘致事業補助金

事 業 費 10,500        

財 源 内 訳

観光交流イベント活用事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,000         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,003           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２２ ④ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                31,200         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 観光課

事 業 概 要

　
　ＮＰＯ法人薩摩川内市観光協会事務局の組織の充実等を図るための支援を行うもの

　

事 業 費 31,200        

財 源 内 訳

薩摩川内市観光協会運営費補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　体験滞在型観光を促進するため，受入れ態勢の整備やＰＲ・情報発信活動を行うもの

　○　グリーン・ツーリズム

　　　　修学旅行受入れ，体験農家登録の推進，プロモーション活動

　○　ブルー・ツーリズム

　　　　体験受入れの推進，体験プログラムの質の向上，情報発信活動

事 業 費 2,003          

財 源 内 訳

ツーリズム推進活動事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　旅行エージェント等が造成する旅行商品のうち，本市の観光ＰＲにとって効果が高いと認め
られた旅行商品に対して，観光協会を通じて助成を行い，本市への観光客誘致促進を図るもの
　
　○　助成対象者　　旅行業登録事業者

　○　助成額　　　　送客実績に応じて設定（５万円～５０万円）

　○　助成限度額　　５０万円（一旅行商品当たり）
　
　
　

事 業 費 9,000          

財 源 内 訳

薩摩川内市旅行商品造成支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                119              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,733           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,032           

1,733          

財 源 内 訳

事 業 概 要

川内川河川改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 費 1,032          

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　南九州西回り自動車道の建設促進に取り組み，関係機関等との協議・調整を図るもの

　藺牟田瀬戸架橋の建設促進と早期完成に向けて，国・県等へ要望活動や協議・調整を図るも
の

事 業 費 119             

財 源 内 訳

南九州西回り自動車道建設促進事業

　
　川内川改修事業を促進し，水害から市民の生命・財産を守るため，要望活動や関係機関等と
の協議・調整を図るもの

事 業 費

建設政策課

藺牟田瀬戸架橋建設促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

- 102 -



　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ８／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

50,720       133,100     75,000       105,437      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

48,968       40,000       67                

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                53,500       20,500         

建設整備課

事 業 概 要

　
　県港湾整備計画に基づく県管理の川内港，里港，長浜港，久見崎海岸の改修等に要する経費
の一部を負担金として拠出するもの

事 業 費 74,000        

財 源 内 訳

港湾県営事業負担金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　川内川下流域の対岸間の交流及び防災対策を支援するため，南九州西回り自動車道川内川橋
梁歩道整備を実施するもの
　　　（国土交通省への委託工事）

　○　負担割合（歩道部）における負担分

事 業 費 89,035        

財 源 内 訳

高江猪子嶽線整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　地域の交通安全の向上と地域間のアクセスの改善を図るため，市民生活に密着した市道の改
良舗装等の実施及び県道整備事業に伴う市負担金を拠出するもの

　○　一般道路整備事業　　　　今寺・松岡線 外 11路線
　○　電源立地校区振興事業　寄田・馬込線 外  2路線
　○　県道整備事業負担金　　 川内祁答院線 外 2路線
　○　エコパークかごしま（仮称）周辺地域振興事業　川永野・百次線　外 3路線

事 業 費 364,257      

財 源 内 訳

一般道路整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

386,252     300,200     41,000       15,885         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５/１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,000         4,500         500              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                10,000         

事 業 概 要

　
　川内川の河川敷を利用し，広い空間と広がる自然の大パノラマを活かした公園として川内川
宮里公園の利活用を図るため，グラウンド整備を実施するもの

　○　公園整備工事　グラウンド整備

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

川内川宮里公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　市民の体力の向上，健康増進，文化度の向上，精神の安定及び対話の機会の増加を図る場と
して運動施設並びにレクリエーション等に供するとともに，防災避難・環境改善・都市景観の
向上を図るために整備を実施するもの

　○　公園整備工事　施設整備

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

総合運動公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　川内駅東西を結ぶ幹線道路として川内駅周辺の活性化を図るため，車両等の通行に支障をき
たしているガード下の改良等を実施するもの

　○　鉄道アンダー部委託工事

  ○　ポンプ室，発電機室及び機械電気設備工事

  ※継続費設定

事 業 費 743,337      

財 源 内 訳

横馬場田崎線整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５/１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

35,000       33,200       23,357         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県 ８/１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                8,000         2,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                31,162         

事 業 概 要

　
　国の川内川向田地区堤防の質的強化対策工事に併せ，良好な水辺環境の創出や親しみやすく
利活用しやすい河川空間の創造を図るもの
 
  ○　実施設計業務委託

　○　公園整備工事　施設整備　（人工芝すべり台設置）

事 業 費 31,162        

財 源 内 訳

向田地区かわまちづくり事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　江戸時代の藩港久見崎軍港の跡地や造船関係資料が記された国の重要文化財「樗木文書」等
の歴史的な遺産が残る久見崎地域の活性化を図るため，ハマボウの自生する市民の憩いの場と
して，公園整備を実施するもの
　
　○　公園整備工事　施設整備

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

久見崎公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　天辰第一地区土地区画整理事業区域内に，地域市民の憩いやレクリエーションの場並びに災
害時の避難場所としての整備を図るため，近隣公園としての施設整備を実施するもの

　○　公園整備工事　施設整備

事 業 費 91,557        

財 源 内 訳

三堂公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

- 105 -



　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                30,780       422,608      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                20,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 ５.５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,575         3,925           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 建設維持課

事 業 概 要

　橋梁長寿命化修繕計画策定

　○　橋梁長寿命化（詳細）点検業務委託

事 業 費 7,500          

財 源 内 訳

橋梁維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　車両及び歩行者の安全確保並びに生活環境の向上を図るために，交通事故防止対策として必
要な道路交通安全施設の整備を実施するもの

　○　カーブミラー，ガードレール，区画線等の設置

事 業 費 20,000        

財 源 内 訳

交通安全施設単独事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　車両及び歩行者の安全確保並びに生活環境の向上を図るために，市道等の維持補修・維持管
理を行うもの

　○　市道等の維持補修

　○　市道川内駅東西通り線の維持管理

　　　　主な施設：エレベーター２ヵ所，エスカレーター２ヵ所，トイレ２ヵ所

事 業 費 453,388      

財 源 内 訳

道路維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                13,000         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                11,000         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 都市計画課

事 業 概 要

　社会経済情勢等の変化に対応した都市整備を計画的に推進するため，都市計画区域見直し検
証及び県都市計画マスタープラン策定のほか，白地地域建築物形態調査等を行うもの

　○　都市計画区域見直し検証及び県都市計画マスタープラン策定業務

　○　白地地域建築物形態調査業務

　○　都市計画道路変更図書作成業務

事 業 費 11,000        

財 源 内 訳

都市計画推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　内水対策基礎調査及び内水解析調査に基づき，市内全域の内水排除施設に対する更新計画も
含めた内水対策中・長期ビジョンの策定を行うもの

　○　内水対策中・長期ビジョン策定業務委託

　【参考】　平成２２年度　基礎調査
　　　　　　平成２３年度　解析調査
　　　　　　平成２４年度　中長期ビジョン策定

事 業 費 13,000        

財 源 内 訳

内水対策中長期ビジョン策定事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　河川の適正な管理に資するための護岸整備

　○　半崎川護岸整備

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

河川維持補修整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２０ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,628           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

110,000     85,500       62,500         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

27,500       21,300       47,960       　                 

事 業 費 3,628          

項　　目

事 業 費 258,000      

財 源 内 訳

事 業 概 要

　薩摩川内市ふるさと景観計画を基本に，地域力（市民等との協働）による後世に誇れる良好
な景観の整備・保全及び創出を図るため，魅力ある景観形成に取り組むもの

　○　景観重要資産等の案内板設置　３箇所

　○　景観整備事業補助金

　○　景観表彰事業（絵画コンクール），景観学習事業等の実施

一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　※川内駅周辺地区土地区画整理事業特別会計

　川内駅東側の道路，駅前広場，公園等の施設整備を行い，駅を中心とする都市機能の拡充と
良好な居住環境の創出を図り，拠点地区に相応しい新市街地の形成を行うもの

　○　施行面積　　　９．５ｈａ
　
　○　事業期間　　　平成１５年度～平成２５年度
　
　○　平成２４年度　道路築造，換地計画を実施

事 業 費 96,760        

財 源 内 訳

川内駅周辺地区土地区画整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　周辺市町から本市中心市街地への増加する交通量の分散化と，住宅地における安全性の確保
を図るため，川内市街部改修（大小路地区引堤）事業と一体整備により，天大橋から一般国道
３号までの区間を都市計画道路中郷五代線として整備を実施するもの

　○　用地購入費

　○　肥薩おれんじ鉄道アンダー部詳細設計業務

　○　国道３号縦断計画等設計及び天大橋下排水施設詳細設計等業務

中郷五代線整備事業

財 源 内 訳

景観推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                62,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                11,587         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 5.5/10　2/5 県 １／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

101,000     2,320         50,300       409,779     　                 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 天辰区画整理推進室

事 業 概 要

　※天辰第一地区土地区画整理事業特別会計

　天辰第一地区は，平成５年に川内地方拠点都市地域の拠点地区として指定を受け，市の新た
な核となる地域であるが，道路狭隘や浸水被害実績等，交通・防災上の課題を多く抱えている
ことから，川内川・三堂川改修とともに土地区画整理事業により都市基盤整備を行い，拠点地
区としてふさわしい機能的で居住環境良好な新市街地を創出するもの

　○　施行面積　　約７５．４ｈａ
　○　事業期間　　平成９年度～平成２８年度
　○　平成２４年度　造成・整地工事，道路・橋梁築造，河川・公園整備，家屋等移転を実施

事 業 費 563,399      

財 源 内 訳

天辰第一地区土地区画整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　天辰第一地区に引き続き，天辰第二地区（仮称）土地区画整理事業の計画を進めて行く上で
必要な埋蔵文化財の発掘調査を行うもの

　○　事業予定区域面積　　約５２ｈa
　
　○　平成２４年度発掘対象面積　約５００㎡

事 業 費 11,587        

財 源 内 訳

埋蔵文化財発掘調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　天辰第一地区に引き続き，天辰第二地区（仮称）土地区画整理事業の計画を進めて行く上で
必要な調査・測量・設計等を行うもの

　○　環境影響評価業務委託（H22契約済，H23～25債務負担行為）

　○　換地計画書作成

　○　建物等予備調査

事 業 費 62,000        

財 源 内 訳

天辰第二地区（仮称）土地区画整理（調査）事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 5.5／10 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

137,500     106,800     222,091     　                 

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 １／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,197         12,777         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

600            600              

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 入来区画整理推進室

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　昭和５６年５月３１日以前に着工した民間の木造住宅について，耐震診断を行う者に対し
て，耐震診断費用の一部を補助するもの

　○　補助内容
　　　１棟につき６万円を限度に，対象経費の２/３を補助
    　(２０棟分）

事 業 費 1,200          

財 源 内 訳

木造住宅耐震診断補助事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　公共施設の安全性確認のため，市が管理する建物を対象に耐震診断を実施するもの

（耐震２次診断対象建物）　　　　　　　　　　　　（凡例）ＲＣ造：鉄筋コンクリート造
　○　樋脇総合休養会館（樋脇）・・・・・・・・昭和５３年度建設・ＲＣ造・２階建・  691㎡
　○　藺牟田地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ（祁答院）・・・・・昭和５０年度建設・ＲＣ造・２階建・  523㎡
　○　里公民館（里）・・・・・・・・・・・・・昭和５３年度建設・ＲＣ造・２階建・1,492㎡
　○　鹿島診療所（鹿島）・・・・・・・・・・・昭和５２年度建設・ＲＣ造・２階建・  454㎡
　○　鹿島公民館（鹿島）・・・・・・・・・・・昭和５４年度建設・ＲＣ造・２階建・1,030㎡
　○　上甑診療所（上甑）・・・・・・・・・・・昭和５０年度建設・ＲＣ造・２階建・  820㎡
　○　下甑公民館（下甑）・・・・・・・・・・・昭和４５年度建設・ＲＣ造・２階建・  597㎡
　○　長浜地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ（下甑）・・・・・・・昭和４８年度建設・ＲＣ造・２階建・  484㎡
　○　青瀬地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ（下甑）・・・・・・・昭和４９年度建設・ＲＣ造・２階建・  397㎡

事 業 費 16,974        

財 源 内 訳

市有建築物耐震改修事業(耐震診断)

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

建築住宅課

事 業 概 要

　※入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計

　健全で快適な市街地の創出と良好な居住環境の形成を行うため，入来温泉場地区の道路等の
公共施設等整備を行うもの

　○　施行面積　　　　約１４．０ｈａ
　○　事業期間　　　　平成１２年度～平成３０年度
　○　移転戸数　　　　１９５戸
　○　平成２４年度　　道路築造工事，造成工事，建物等移転補償，建物調査業務委託，
　　　　　　　　　　　景観整備計画策定業務委託等を実施

事 業 費 466,391      

財 源 内 訳

入来温泉場地区土地区画整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 2.3/10×1/3 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

383            1,117           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

20,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ４．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

20,970       49,458         

事 業 概 要

　
　公営住宅の長寿命化と入居者の居住性向上を図るため，外壁塗装及び共用階段の手摺設置等
を実施するもの

（改善工事対象住宅）
　○　東上川内住宅１号棟（川内）・・昭和５６年度建設・ＲＣ造・４階建・２４戸
　○　砂石住宅（祁答院）・・・・・・昭和５６年度建設・ＲＣ造・４階建・１６戸
　○　新町住宅（里）・・・・・・・・昭和５５年度建設・ＲＣ造・３階建・１２戸
（設計委託対象住宅）
　○　新町住宅（里）・・・・・・・・昭和５５年度建設・ＲＣ造・３階建・１２戸
　○　里住宅（東郷）・・・・・・・・昭和５５年度建設・ＲＣ造・４階建・１６戸
　○　東園住宅（東郷）・・・・・・・昭和５７年度建設・ＲＣ造・４階建・１６戸
　○　鹿島小牟田住宅（鹿島）・・・・昭和６３年度建設・ＲＣ造・３階建・　６戸
　○　鹿島宮田住宅（鹿島）・・・・・昭和５７年度建設・ＲＣ造・２階建・　４戸
　○　浜口第２住宅（下甑）・・・・・平成　２年度建設・ＲＣ造・２階建・　６戸

事 業 費 70,428        

財 源 内 訳

公営住宅ストック総合改善事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　安全・安心な住まいづくりの促進及び市民の居住環境の維持・向上を図るとともに，木造住
宅耐震改修工事の促進並びにすそ野の広い住宅関連産業の活性化を図るため，市民が市内の施
工業者を利用し，自己の居住する既存住宅の改修工事を行う場合にその経費の一部を補助する
もの

　○　補助内容
　　　補助対象経費の２０％に相当する額
　　　当該２０％に相当する額が２０万円を超える場合は，２０万円を限度とする。
　　　（１００戸分）

事 業 費 20,000        

財 源 内 訳

事 業 費 1,500          

財 源 内 訳

既存住宅改修環境整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

木造住宅耐震改修補助事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　昭和５６年５月３１日以前に着工した民間の木造住宅について，耐震改修工事を行う者に対
して，耐震改修工事費用の一部を補助するもの

　○　補助内容
　　　１棟につき３０万円を限度に，対象経費の９/１０を補助
　　　（５棟分）
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１２ ② エ

補助率 国 ４．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

29,185       5,536         36,662         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,819         6,443           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,205         2,602         2,617           

事 業 費 10,424        

財 源 内 訳

事 業 概 要

　
　がけ地の崩壊等により，住民の生命に危険を及ぼすおそれのある土地に建っている危険住宅
を安全な場所に移転するために，危険住宅の除却等と新たに建設又は購入する住宅に要する経
費等に対して補助するもの

　○　補助内容
　　　危険住宅除却　４棟（７８０千円：実費補助）
　　　建設（購入）　２棟（金融機関からの借入れ利息に対する補助）
　　　土地取得費　　２棟（　　　　　　　 〃 　　　　　　　　　）
　　　敷地造成費　　２棟（　　　　　　 　〃 　　　　　　　　　)

事 業 概 要

　
　定住促進及び地域活性化のため，民間事業者が建設した住宅の借上げを行い，市営住宅とし
て運用するもの

　○　平成１８年度建設：陽成地区２棟２戸
　○　平成１９年度建設：山田地区２棟２戸
　○　平成２１年度建設：湯田地区，鳥丸地区各２棟２戸・西方地区１棟２戸
　○　平成２３年度建設：平佐東地区２棟２戸・黒木地区２棟２戸
　○　平成２４年度建設：３地区各２棟２戸

危険住宅移転促進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ

事 業 費 12,262        

財 源 内 訳

新　規

Ａ

借上型地域振興住宅事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　中心市街地活性化のため，民間事業者が建設した住宅の借上げを行い，市営住宅として運用
するもの

（建設費補助）
　○　共用部分建設費の２／３補助・鉄筋コンクリート造・５階建・2DK２０戸，2LDK１８戸
　○　駐車場整備費に対する補助・・３８台（戸当り１台）

（借上げ内容）
　○　２ＤＫ　　２０戸　６２，０００円／戸
　○　２ＬＤＫ　１８戸　６５，０００円／戸

事 業 費 71,383        

財 源 内 訳

中心市街地借上型市営住宅整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 ７．５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                43,875       585            93,936         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                10,000         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,148         　                 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 用地課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 消防総務課

事 業 概 要

　土地の所有者，境界，面積及び用途の現況を明らかにし，その成果を地籍図，地籍簿などの
地図情報として多角的に活用できるよう情報化を図るもの

　○　平成２４年度現地調査実施地区
　　　入来地区（副田の一部）　　　　　　１．７０ｋ㎡

  ○　平成２４年度数値情報化　　　　  　４５．６７ｋ㎡（２３，４８１筆）
 　　 　入来地区（Ｈ４～Ｈ９，Ｈ２２）  １６．９８ｋ㎡（　９，１５７筆）
 　　 　祁答院地区（Ｈ４～Ｈ９，Ｈ２２）１８．２６ｋ㎡（１１，３１４筆）
 　　 　下甑地区（Ｓ５８～Ｓ６３）　    １０．４３ｋ㎡（　３，０１０筆）

事 業 費

財 源 内 訳

地籍調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

138,396      

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　住宅火災による被害者の半数を６５歳以上の高齢者が占めていることから，ゴールド集落及
び独居世帯，老々世帯への防火指導を目的とした訪問活動を実施するもの

　○　事業時期　　平成２４年４月から平成２５年３月末日
　○　業務内容　　高齢者世帯宅へ訪問し，火気使用器具などの使用状況の調査及び助言
　　　　　　　　　住宅用防災機器の設置の有無や維持管理について指導及び助言
　○　雇用人員　　４人

事 業 費 5,148          

財 源 内 訳

高齢者世帯防火指導訪問事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　市が過去に道路敷地として買収したが，分筆・所有権移転の登記が未処理のままの土地につ
いて，公共嘱託登記協会に委託して処理するもの

　〇　平成２４年度　５０筆処理予定

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

公共嘱託登記事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                471,900     28,100         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                8,190           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                13,300       1,700           

事 業 概 要

　
　消防本部・中央消防署庁舎の建設を実施するもの

　○　消防庁舎等建設工事
　
　　　　鉄筋コンクリート造　３階建　約４，３００㎡

　　※　継続費設定

事 業 費 500,000      

財 源 内 訳

消防庁舎等建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　消防救急無線のアナログ方式からデジタル方式への移行に伴う電波伝搬調査及び基本設計を
基に基地局等の整備に向けて実施設計を実施するもの

　○　電波伝搬調査及び基本設計に基づく基地局等の整備方針の決定

　○　実施設計

事 業 費 15,000        

財 源 内 訳

消防救急無線デジタル化整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　高機能消防指令センターの整備に向けて基本・実施設計を実施するもの

　○　高機能消防指令センターⅡ型設計業務委託

事 業 費 8,190          

財 源 内 訳

消防通信施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

57,859       145,000     8,141           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                52,000       8,000         7,280           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                15,300       11,200         

事 業 概 要

　
　水利が不足している地域に防火水槽を新設整備するとともに，無蓋水槽の有蓋工事等を行い
消防水利施設を整備するもの

　○　新設（４０ｔ）　川内地域　２基
　　　　　　　　　　　入来地域　１基

事 業 費 26,500        

財 源 内 訳

防火水槽整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　消防団車庫詰所の統廃合及び入来温泉場地区土地区画整理事業に伴う移転のため，新たに車
庫詰所を整備するもの

　○　城上分団上城上部・下城上部車庫詰所新築工事

　○　副田分団一部・二部車庫詰所移転新築工事

事 業 費 67,280        

財 源 内 訳

消防団施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　中央消防署はしご付消防ポンプ自動車，西部消防署高規格救急自動車の更新及び西部消防署
高規格救急自動車に積載する高度救命処置用資機材を整備するもの

　○　中央消防署はしご付消防ポンプ自動車（３５ｍ級）　１台
　
　○　西部消防署高規格救急自動車　１台

　○　高度救命処置用資機材　一式

事 業 費 211,000      

財 源 内 訳

消防資機材整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,700         7,500           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④ イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,600           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 ５．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

61,511       60,700       15,649         

事 業 概 要

　
　平佐西小学校南東校舎棟の新増改築を実施するもの

　○　既存校舎解体・校舎新増改築工事・仮設校舎借上料
　
　　　南東校舎　鉄筋コンクリート造　３階建　９３０㎡

事 業 費 137,860      

財 源 内 訳

平佐西小学校南東校舎新増改築事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　小中一貫教育を効果的に推進するための施設整備を実施するもの

　○　小中学校一貫校の新設
　
　　　地質調査，不動産鑑定

事 業 費 6,600          

財 源 内 訳

小中一貫教育推進事業費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 教育総務課

事 業 概 要

　
　【石油貯蔵施設立地対策等交付金事業】

　小型動力ポンプミニ積載車３台及び小型動力ポンプ４台を更新整備するもの

　○　小型動力ポンプミニ積載車　　３台

　○　小型動力ポンプ（Ｂ－３級）　４台

事 業 費 17,200        

財 源 内 訳

消防団資機材整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                21,847         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,020           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,043           

事 業 概 要

　
　平佐西小学校北中校舎棟の大規模改造事業を実施するもの

　○　耐震補強計画・実施設計業務委託

　　　北中校舎棟　鉄筋コンクリート造　２階建　６８１㎡

事 業 費 2,043          

財 源 内 訳

平佐西小学校北中校舎大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　育英小学校東校舎の大規模改造を実施するもの

　○　耐震補強計画・実施設計業務委託

　　　東校舎棟　鉄筋コンクリート造　２階建　２４０㎡

事 業 費 1,020          

財 源 内 訳

育英小学校東校舎大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　亀山小学校屋内運動場の新増改築を実施するもの

　○　地質調査・実施設計業務委託

　　　屋内運動場　鉄骨その他造　６９７㎡

事 業 費 21,847        

財 源 内 訳

亀山小学校屋内運動場新増改築事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                8,408           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,458           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,295           

事 業 概 要

　
　高江中学校教室棟の大規模改造事業を実施するもの

　○　耐震補強計画・実施設計業務委託

　　　教室棟　鉄筋コンクリート造　２階建　７６５㎡

事 業 費 2,295          

財 源 内 訳

高江中学校教室棟大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　祁答院中学校北東校舎棟の大規模改造事業を実施するもの

　○　耐震補強計画・実施設計業務委託

　　　北東校舎棟　鉄筋コンクリート造　２階建　９８３㎡

事 業 費 2,458          

財 源 内 訳

祁答院中学校北東校舎大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　東郷中学校校舎棟の大規模改造事業を実施するもの

　○　耐震補強計画・実施設計業務委託
　
　　　校舎棟　鉄筋コンクリート造　３階建　３，３６３㎡

　

事 業 費 8,408          

財 源 内 訳

東郷中学校校舎大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県 ７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                66,546       28,520         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,079         22,943         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,542           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 学校教育課

事 業 概 要

　
　市内小・中学生の英語力向上を図るため，中学生の実用英語技能検定試験検定料の負担や，
「英語サマーキャンプ」開催のための補助金交付などを行なうもの

　○　実用英語技能検定試験検定料負担
　　　　市内中学生　延べ２，８２９人（１回のみ受検可）

　○　市教科部会英語部会補助金
　　　　英語サマーキャンプ（小・中学生６０名　２泊３日　少年自然の家）
　　　　甑島区域から県，甑島区域内での英語発表大会等への出場生徒に，フェリー代，宿
　　　　泊代を補助

事 業 費 5,542          

財 源 内 訳

英語力向上プラン事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市内小・中学校の通常学級等に在籍する教育上特別の支援を必要とする障害のある児童生徒
に対して，学校生活上の介助や学習活動上の支援を行うため，特別支援教育支援員を配置する
もの
　
　○　特別支援教育支援員　２４人配置

事 業 費 25,022        

財 源 内 訳

特別支援教育支援員配置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

教育用コンピュータ整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ

事 業 費 95,066        

財 源 内 訳

新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　小・中学校の教育用パソコンを整備するもの

　○　教育用パソコン
　
　　　小中学校　１９校　パソコン，周辺機器（プリンタ），ソフトウェア
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,246           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,005           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                12,380         

事 業 概 要

　
　小・中学校間の円滑な接続により，発達段階に応じた教育の充実と９年間の一貫した指導を
行うため，市内全中学校区で連携型の小中一貫教育を推進し，小学校英語教育の充実や，「ふ
るさと・コミュニケーション科」による各学校の特色ある教育活動の推進を図るもの

　○　ゲストティーチャー（小学校英語講師）派遣見込時数　２７０学級×６時間
　○　児童生徒交流活動用バス借上げ見込　本土地域１１１台　甑地域２３台　計１３４台
　○　ふるさと・コミュニケーション科授業時数（年間）
　　　　　　　　　　　　小学１，２年生　　１５時間　　　中学１年生　　　　６０時間
　　　　　　　　　　　　小学３，４年生　　４５時間　　　中学２，３年生　　８０時間
　　　　　　　　　　　　小学５，６年生　　７０時間

事 業 費 12,380        

財 源 内 訳

小中一貫教育推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　薩摩川内市に大いなる元気を与え貢献する人材を育成するため，卒業生を含め県内外で活躍
している著名人などの講演会・実技教室等を開催することにより，児童生徒が将来を見つめ，
夢や希望を膨らませ，自分の学校や郷土への誇りを持つ機会とするもの

　○　単独実施校：３９校，複数実施校：７校　　計４６校

事 業 費 5,005          

財 源 内 訳

薩摩川内元気塾事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　豊かで美しい自然や，伝統文化にふれることにより，甑島の特色と本市の全体像を体感し，
薩摩川内市民の一体感を醸成するため，本土地域小学校４学年の児童を対象に，甑島を訪問す
る事業実施に係る経費について補助するもの

　○　対　　象　　本土地域４学年児童（複式校は３学年も含む）　１，０７０人

　○　補助内容　　学校～串木野新港間・甑島内のバス代，本土～甑島間の船舶代のうち，
　　　　　　　　　保護者負担額１，５００円を除く経費

事 業 費 5,246          

財 源 内 訳

甑アイランドウォッチング事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④ イ

補助率 国 １／３以内 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

26,527       53,055         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,413           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,510           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 社会教育課

事 業 概 要

　
　有島三兄弟記念館姉妹館盟約を結んでいる自治体に市内の小中学生を派遣し，心身ともにた
くましい青少年を育成するため，自然体験及び交流活動を実施するもの

　○　実施時期　１２月予定
　○　実施場所　北海道ニセコ町
　○　対象者　　市内の小中学生
　○　交流団員の実績
　　　平成２３年度　２６名　ニセコ町受け入れ
　　　平成２２年度　２２名　本市より派遣

事 業 費 3,510          

財 源 内 訳

事 業 費 79,582        

財 源 内 訳

青少年フレッシュ体験事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　私立幼稚園に就園させている世帯に対し，所得状況に応じた保護者の経済的負担の軽減と，
公・私立幼稚園間の保護者負担の格差の解消を図るため，国の基準に応じた補助を行うもの
　
　○　対象園児見込数　５８８人

　
　家庭の教育力向上や子育ての不安の解消を図るため，幼稚園，小・中学校に家庭教育学級を
開設し，中央公民館に子育てサロンを設置するもの

　○　幼稚園　１２園×２回
　○　小学校　３９校×２回
　○　中学校　１４校×２回
　○　家庭教育学級公開学習研修会，家庭教育学級ブロック別講演会，
      学級主事・学級長会の開催
　○　子育てサロンの年間開設　約５０回
　○　子育てサポーター養成講座の開催

事 業 費 2,413          

財 源 内 訳

「親の育ちが子の育ち」推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

私立幼稚園就園奨励費補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,813           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 ７/１０以内 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

111,553     76,552         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 ６．５／１０ 県 １／１０以内

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

7,623         40              4,067           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 文化課

事 業 概 要

　
　入来麓伝統的建造物群保存地区内の家屋等の修理を行い，同地区内の整備を図るもの
　
　○　修理修景事業　１件
　
　○　旧増田家住宅展示施設の整備

事 業 費 11,730        

財 源 内 訳

入来麓伝統的建造物群保存地区保存修理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　昭和33年に建設された樋脇公民館ホール及び昭和46年に建設された樋脇公民館は，築後52年
及び40年が経過し，施設設備等が著しく老朽化している。また，今後ますます進む利用者の高
齢化に対応するため既設の公民館を解体・撤去し，地域の社会教育及び公民館事業を通した生
涯学習の振興を図るための拠点施設となる新たな公民館を建設するもの

　○　樋脇公民館本館解体

　○　樋脇公民館新館建設

事 業 費 188,105      

財 源 内 訳

樋脇公民館建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市民の学習活動を推進するため，「いつでも，どこでも，誰でも」学ぶことができるよう，
中央公民館・地域公民館及び地区コミュニティセンター等において，全市民を対象にした講座
等を開設するもの

　○　市民大学

　○　まなびねっとセンター事業

　○　社会教育活動活性化推進事業

事 業 費 5,813          

財 源 内 訳

中央公民館・地域公民館講座等事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 ５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,025         3,025           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,000           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,671           

文化のまちづくり事業

項　　目

事 業 概 要

　
　史跡清色城跡の保存，整備を図るもの

事 業 費 1,000          

財 源 内 訳

清色城跡保存関連整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　入来麓伝統的建造物群保存地区内の環境整備を図るもの
　
　○　石垣修景事業　１件

事 業 費 6,050          

財 源 内 訳

入来麓伝統的建造物群保存地区街なみ環境整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　伝統芸能等の保存・継承を図るためイベント開催し，市民へ伝統芸能の周知及び観覧の機会
を設けるもの
　
　○　「春の芸能祭」
　
　○　「薩摩国分寺秋の夕べ」
　
　○　はんやジュニア大会

事 業 費 6,671          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                1,800           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                4,253           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１１ ②

補助率 国 県 ７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                29,400       12,600         

事 業 費 42,000        

財 源 内 訳

川内文化ホール施設設備整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

国際青少年音楽祭事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　海外の一流演奏家の音楽を聴く場を提供するとともに，海外演奏家との交流を通して国際感
覚を養ってもらうもの
　
　○　海外演奏家によるコンサート

　○　市内音楽団体とのジョイントコンサート等

事 業 費 1,800          

財 源 内 訳

小中学校芸術演劇鑑賞事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　財団法人日本青少年文化センターによる事業を活用し，市内の小・中学校の体育館等を利用
して，普段接する機会の少ない優れた芸術（音楽，演劇，伝統芸能等）を直接体験する機会を
設けるもの
　
　○　全国で活躍する優れた演奏家で編成し，コンサートを実施

　○　複数の楽器によるクラシックや映画音楽等の演奏

事 業 費 4,253          

財 源 内 訳

事 業 概 要

　
　地域文化活動の拠点となる施設の整備を図り，利用者の安全確保と機能の充実による安定運
用を図るもの
　
　○　ホワイエ屋根防水工事

　○　ホール床下改修工事
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                4,582           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 ６．５／１０ 県 0.525／10以内

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

53,852       4,200         22,300       2,498           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                300,162      

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 市民スポーツ課

事 業 概 要

　スポーツ合宿並びに指導者審判講習会等に専念できる環境を整え，スポーツ合宿誘致の推進
及び施設の利用価値・付加価値を高めるため，総合運動公園と一体となった宿泊研修施設を整
備するもの
　
　○　手数料，工事請負費，備品購入費

事 業 費 300,162      

財 源 内 訳

スポーツ交流研修センター整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

天辰寺前古墳整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

　
　天辰寺前古墳の公園化整備を図るもの
　
　○　実施設計

　○　委員会開催

事 業 費 4,582          

財 源 内 訳

旧増田家住宅保存整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　入来麓伝統的建造物群保存地区内の旧増田家住宅を公開施設として活用するため，整備する
もの
　
　○　「旧増田家住宅」完成

事 業 費 82,850        

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,264           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                6,300           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                464            2,103           

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 学校給食課

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 少年自然の家

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　夏期・冬期の野外宿泊や体験活動にチャレンジし，仲間との友情を深めながら，思いやりの
心やどんな困難にも打ち勝つ強い精神力などを養うもの

　○　対　　象　　小学校高学年・中学生・高校生
　○　人　　数　　夏：５０人，冬４０人
　○　実施時期　　夏休み（８月上旬），冬休み（１２月下旬）
　○　行　　先　　夏：下甑島，冬：紫尾山

事 業 費 2,567          

財 源 内 訳

事 業 費 6,300          

財 源 内 訳

夏・冬のアドベンチャー事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

　年次的に老朽化した車両の買換えを行い，安全で正確な給食配送業務の運営を図るもの

　○　川内学校給食センター配送車（１台）

学校給食センター車両整備事業

事 業 概 要

　県外からのスポーツ競技団体に対し，市内合宿施設利用奨励金を交付することにより，合宿
の誘致を図るもの

　○　県外のスポーツ競技団体に対しての奨励金支給
　○　合宿スポーツ競技団体に対しての激励品・レセプション等の開催
　○　スポーツ合宿誘致活動（関東・関西・福岡方面）
　○　合宿スポーツ競技団体に対しての横断幕等の作成
　○　合宿招聘事業補助金

事 業 費 9,264          

財 源 内 訳

スポーツ合宿等誘致事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                13,600         

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                49,467       　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                105,148      

選挙管理委員会事務局

事 業 費 105,148      

財 源 内 訳

事 業 概 要

市長・市議会議員選挙執行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

鹿児島県知事選挙執行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ

事 業 概 要

　
　平成２４年７月２７日任期満了に伴う鹿児島県知事選挙の適正な事務を執行するもの

　○　定数　　１人

事 業 費 49,467        

財 源 内 訳

　
　平成２４年１１月６日任期満了に伴う市長・市議会議員選挙の適正な事務を執行するもの

　○　市長　　　　定数　　　１人

　○　市議会議員　定数　　２６人

新　規

Ｄ

事 業 概 要

　
　市民のニーズや社会経済状況に適確に対応し，市民の生涯学習，社会生活に役立つ図書資料
の整備を図るもの

　○　一般図書購入　約５，２００冊

　○　児童図書購入　約３，２００冊

事 業 費 13,600        

財 源 内 訳

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 中央図書館

図書館資料整備事業
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                2,848         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                3,302         　                 

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                10,000         

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 農業委員会事務局

事 業 概 要

　
　農地流動化の促進及び農業の中核的担い手の育成，農地の集積拡大を図り，農地の有効利
用，農業の生産性向上及び他産業並みの所得の向上に資するため，経営規模拡大を目指す中核
的担い手農家，農業生産法人等に対して補助するもの

　　○　新規契約及び更新契約の契約年数に応じて，農地の貸し手・借り手に対して，本土
　　　地域は１回に１０アール以上，甑島地域は１回に５アール以上当たりの補助単価でそれ
　　　ぞれ補助（３年～６年未満，６年～１０年未満，１０年以上）

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

農地流動化促進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　平成２４年８月７日任期満了に伴う鹿児島海区漁業調整委員会委員選挙の適正な事務を執行
するもの

　○　公選委員　定数　　９人

事 業 費 3,302          

財 源 内 訳

事 業 費 2,848          

財 源 内 訳

鹿児島海区漁業調整委員会委員選挙執行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　
　平成２５年２月１８日任期満了に伴う市土地改良区総代選挙の適正な事務を執行するもの

　○　定数　　２０２人　・選挙区数　　１２選挙区

土地改良区総代選挙執行事業
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 ８／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                25,600       6,400         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                32,700       　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                9,200         　                 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 上水道課

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　平成２８年度に本土地域の簡易水道を上水道に事業統合するため，各簡易水道の固定資産等
の資産評価を実施するもの

　○川内３地域　　小倉簡水，高江簡水，久見崎寄田簡水
　○東郷地域　　　鳥丸簡水

事 業 費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

9,200          

財 源 内 訳

簡易水道資産台帳整備事業

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　各簡易水道の老朽管の布設替えを実施し，漏水事故防止・有収率の向上を図るもの

　○　配水管布設替工事　　川内地域　ＶＰφ１００　Ｌ＝５１０ｍ
　　　　　　　　　　　　　樋脇地域　ＶＰφ１００　Ｌ＝１，３１０ｍ

事 業 費 32,700        

財 源 内 訳

老朽管更新事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　水源地・配水池などの重点施設の運転状況を丸山浄水場で常時監視することで，異常の早期
発見が可能となり，断水を未然防止し，安定した水道水の供給を図るもの

　○　祁答院地区簡易水道牟田地区　　牟田水源地，牟田配水池

事 業 費 32,000        

財 源 内 訳

遠方監視施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／４ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

10,050       27,100       8,150         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

36,260       43,100       8,360         　                 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                33,000       　                 

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　西方簡易水道の水源開発に伴い，施設整備を実施し，良質で安定した水量の確保，並びに水
道水の安定供給を図るもの

　○　ポンプ設備工（φ７５）　　一式
　○　廻り配管・流量計設備工　　一式
　○　敷地造成工　　　　　　　　一式
　○　電気計装設備工　　　　　　一式
　○　導水管布設工　　　　　　　φ７５　Ｌ＝６５０ｍ

事 業 費 45,300        

財 源 内 訳

川内簡易水道建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 費 87,720        

財 源 内 訳

事 業 概 要

※温泉給湯事業特別会計

　入来温泉場土地区画整理事業に伴い，２つの市営公衆浴場（アゼロ湯・柴垣湯）を移転合築
するもの

　○　温泉施設基本設計・実施設計　　　１式

　○　アゼロ湯公衆浴場解体撤去工事　　ＲＣ３階建て，延べ床面積６４８㎡

事 業 費 33,000        

財 源 内 訳

入来地区温泉施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　手打地区漁業集落排水施設整備事業に関連し，仮設配管工事,配水管の布設替工事を下水道と
同時施工することにより，公共事業の効率化と住民及び環境に配慮された事業推進が図られ，
事業効果が高められるもの

　○　仮設管　φ２０～φ７５　　Ｌ＝３，８９７ｍ
　○　配水管　φ７５～φ１５０　Ｌ＝１，８３４ｍ

下甑簡易水道建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                52,000       13,000         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国
1/3　（本土）
1/2　（離島） 県

1/3×0.56（本土）
1/4×0.56（離島）

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

57,797       32,635       6                87,541         

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

14,000       24,000       25,655       　                 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 下水道課

事 業 概 要

※公共下水道事業特別会計

　川内地域平佐地区の公共下水道を整備するもの

　○　管路工事　　　　 約７００ｍ

　○　舗装復旧工事　約１,２００㎡

事 業 費 63,655        

財 源 内 訳

川内地区公共下水道整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　経済性や効率性から集合処理の整備が進まない地域の公共用水域の水質汚濁を防止し，生活
環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため，合併処理浄化槽を整備するもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計画基数）
　○　補助金　　　　５人槽：３３２，０００円　　　３１９基
　　　　　　　　６～７人槽：４１４，０００円　　　１４１基
　　　　　　　８～１０人槽：５４８，０００円　　　　１５基
　　　　　単独槽切換上乗せ：１００，０００円　　　　３１基

事 業 費 177,979      

財 源 内 訳

小型合併処理浄化槽整備補助事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　鹿島浄化センター№２汚水処理槽の回転円板の軸部破損と，№１汚水処理槽の回転円板の老
朽化が著しいため，今回２基の回転円板の取替工事を行うもの
　
　　　〇回転円板装置取替　　　２基

事 業 費 65,000        

財 源 内 訳

鹿島浄化センター回転円板取替工事

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                13,000       6,100         27,235       　                 

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　                5,640           

事 業 概 要

　
　議員の調査研究活動の充実，強化のため必要経費の一部を会派又は会派に属さない議員に政
務調査費を交付するもの（議員定数の変更により，平成２４年１２月から２６人）

　○　会　派
　　　会派の所属議員数×１５，０００円×１２月
　
　○　会派に属さない議員
　　　１５，０００円×１２月

事 業 費 5,640          

財 源 内 訳

議事調査課

市議会議員政務調査費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

※漁業集落排水事業特別会計

　下甑町手打地区の下水道を整備するもの

　○　管路工事　　　　 約４００ｍ

　○　舗装復旧工事　約２,６００㎡

事 業 費 46,335        

財 源 内 訳

手打地区漁業集落排水施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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